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はじめに 

 
 2009 年 6 月に「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」が施行され、戸建て木造住宅

の認定に関しては順調な滑り出しを見せているという。しかしながら、現行の認定基準は

約 30 年前に実施した旧建設省の「耐久性総プロ」を技術的なベースとしており、現代の木

造住宅の造り方から見た場合には多くの検証すべき課題がある。例えば、気象の変動や新

しい外来シロアリの出現などによる腐朽菌やシロアリなどの劣化外力を再評価しなければ

ならないし、当時は出現していなかった新しい構法も普及している。また、木造住宅を長

期の使用に供するための基本となる木材、木質材料、接合部材（金物等）などに必要とさ

れる材料等の品質や耐久性に関する要件は、必ずしも明確となっていない。さらには、長

期優良住宅が想定する耐用年限の耐久性を確保するには、こうした建材が劣化し必要な強

度、性能を保持できなくなる前に点検を行い、交換する等の措置が必要になるが、交換が

容易に行えない場合も少なくない。 
 適切な長期優良住宅の普及を推進するためには、以上のような点について技術的な資料

を収集し、必要に応じて改善点、修正点の根拠となる知見を蓄積した上で、あるべき認定

基準の枠組みや方向性、そしてその具体的な内容を提示していく必要がある。 
 本報告書は、以上のことを背景として、長期優良住宅における耐久性上の現行認定基準

の根拠となっている技術的知見について現代的な視点から再検証を行うことを目的に、以

下の各項目について検討を加えた結果をまとめたものである。 
 第 1 章では、本事業の背景、目的を明らかにするとともに、検討項目を抽出した上でそ

の検討体制を整理した。 
第 2 章では、木造住宅の主たる劣化外力となるシロアリと腐朽を取り上げ、その分布を

再評価するとともに、新たな加害シロアリの被害実態などを検討した。 

第 3 章では、従来必ずしも明らかでなかった各種木材保存処理の耐用性を明らかにする

ことを目的に、実験方法などの検討を実施した。 

第 4 章では、現代の新構法を対象に住宅メーカー等にヒアリングを主体とした健全度実

態調査を実施し、現在の認定基準の基となった「建設省耐久性総プロ」以降に出現した新

しい構法の健全度を評価することを試みた。 

第 5 章では、接合部試験体を強制劣化させたモデル実験を実施し、従来明らかでなかっ

た接合部の劣化が構造耐力に与える影響を検討した。 

第 6 章では、木造住宅における構造体木部が許容しうる湿潤状態に関して実験方法を検

討し、今後の実験計画を策定する上での知見を得た。 

第 7 章では、小屋裏の結露害を防止するための適切な換気方法基準を策定することを目

的に、小屋裏温湿度環境の実態把握実験を実施した。 

第 8 章では、接合金物・接合具の耐久性基準を明らかにすることを最終目的に、初年度

作業として、既往の技術資料や知見を収集整理するとともに、耐用限界の定義や劣化外力



の整理など基本的事項について検討した。 

第 9 章では、以上の検討結果を総括するとともに、次年度以降の検討課題について整理

した。 

 耐久性に関する知見を実験や調査によって獲得しようとする場合には、構造性能などに

比べて一般的に長い時間が必要となる。そのような意味から言っても、また本年度は本事

業の初年度であることを考えても、必ずしも各検討項目について十分な成果が得られてい

るものばかりではないが、次年度以降の本格的な検討作業の準備は本年度で整えられたと

評価できる。 
 短い期間であったにもかかわらず、本年度の検討作業を精力的に実施していただいた担

当者各位に、この場を借りてお礼申し上げる。 
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第 1章 研究概要 

 

1.1 研究背景と目的 

 長期優良住宅の認定基準における劣化対策の評価は、通常の維持管理が前提となってい

る。木材や木質部材の劣化対策の評価は、評価方法を定めた当初においては、現在使用で

きない CCA や強力な薬剤を前提としており、現在使用可能な防腐・防蟻薬剤にもとづく劣

化対策においては、当初想定した通常の維持管理とは管理の要求が変わってきていること

が想定されている。 

 そこで、長期優良住宅の認定基準における劣化対策の評価や、通常の維持管理のあり方

をより適切なものとするためには、劣化対策技術の内容を見直し、維持管理点検の方法や

頻度との関係を整理する必要がある。 

 長期優良住宅の正しい理解と普及を推進するためには、これらについて技術的な資料を

収集し、必要に応じて改善点、修正点の根拠となる知見を蓄積していく必要がある。耐久

性については、促進劣化試験の信頼性が不確実なことから、当初措置として施す劣化対策

の有効性に関する永続的な追跡、測定が不可欠である。また、維持管理点検の手法やその

頻度との関係で劣化対策技術の位置づけを検討する必要がある。 

 そこで、本事業においては以下の２つの項目について実際の建築物におけるデータ収集

も含めた劣化対策に関する技術的な資料を収集し、長期優良住宅実現のための技術基盤と

して必要な整理を行う。 

①長期に使用する木材、木質材料等の強度劣化機構の解明とその予測手法の開発 

1）シロアリの種類と生息条件 (地域:温湿度環境)を整理し，劣化外力の実態を調査し、

把握する。 

  2)木材、木質材料の生物劣佑と強度の関係を実験的解明し。その強度低下が建築物全体

の構造性能に与える影響を実験、解析の両面から検討する。 

  3)保存処理薬剤の現状と実態を把握し、その効力の鱗続時間を促進劣化試験等により把

握する。 

  4)1）～3)により、長期優良住宅の各性能 (耐震、耐風、省エネルギー牲、維持管理容易

性等)が担保されない限界状態を定義し、その限界状態に至る過程と時間の撞測方法につ

いて検討する。 

  5）実大の柱宅において、劣化対策技術の有効性やその継統時聞を検証するための実験条

件や検証方法を検討する。 

②木造住宅の長期性能の劣化の早期発見のための実用的な検査・診断、維持管埋手法の確

立とその実効性確保の検討 

  1）木造住宅の検査・診断、維持管理の方法・頻度ついての現状と実態を調査して把握す

る。 

  2)長期優良住宅における劣化対策技術と検査，診断、維持管埋の方法・頻度との関係を
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整埋する。 

3）劣化対策技術と検査・診断、維持管理の方法・頻度との組み合わせの有効性を実大の

住宅において検証するための実験条件や検証方法を検討する。 
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第２章 劣化外力の再評価 

 

2.1 各種シロアリ分布、被害実態に関する検証 

2.1.1 目的 

 シロアリによる木造家屋の劣化危険度（ハザード）を検証することを目的として、シロ

アリの生息分布と気象データとの関係を明らかにするとともに、家屋の被害実態調査を行う。 

 

2.1.2 方法 

(1) 文献等調査 

 気象因子とシロアリの生息分布との関係ならびに環境因子とシロアリの行動との関係、

蟻害に関するハザードマップの事例について文献等を調査した。 

(2)シロアリ分布図と気象データの再構築 

 農林水産省基礎数値データベースシステムから、2009 年 1 月のアメダス気象データをダ

ウンロードし、シロアリの分布に影響を及ぼす可能性のある気温に関する因子を抽出した。

抽出データにしたがって、日本全国における気象ラインを作成した。 

(3)被害実態調査項目の選定 

 調査項目を選定するために、（社）日本しろあり対策協会の 8 支部計 15 社に対して、各

社が通常営業時に使用する物件調査報告書の提供を依頼した。物件調査報告書をもとに、

調査シートを考案・作成し、このシートと物件調査報告書を使って被害実態調査を試行し

た。 

(4)ヒアリング 

 東海白蟻研究所の星野氏と岡崎シロアリ技研の神谷氏には最近の家屋の蟻害発生傾向

（建物の構造、工法と蟻害の関係）、廣瀬産業の廣瀬氏にはイエシロアリによる被害の特徴

を中心に、個別ヒアリングを行った。 

 

2.1.3 結果と考察 

(1)文献等調査結果 

(a)日本における主要加害シロアリ種の分布 1)-3) 

日本には現在 22 種類のシロアリが定着・生息しており、そのうちイエシロアリ、ヤマ

トシロアリ、アメリカカンザイシロアリ、ダイコクシロアリの４種が主要木材加害種とみ

なされている。イエシロアリとヤマトシロアリが属するミゾガシラシロアリ科のシロアリ

は、「地下シロアリ」と総称される。これらのシロアリは、家屋の周辺に営巣していた場合、

巣から蟻道をのばし地中を通って床下に到達後、蟻道を立ち上げて内部に侵入する。一方、

アメリカカンザイシロアリ、ダイコクシロアリは乾燥した木材の内部のみで生活すること

から「乾材シロアリ」と称され、被害材に付着したコロニーもしくは周辺の被害家屋から

の羽アリの飛来が、被害の拠点となる。最近「乾材シロアリ」による被害がマスコミ等で

大きく取り上げられているが、全国的にみると、イエシロアリ、ヤマトシロアリによる被

害がほとんどであり、家屋におけるシロアリ対策は、これら「地下シロアリ」対策が基本

である。 

イエシロアリは、台湾～中国南部原産と考えられており、日本へは約 300 年前に移入し
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たとされる。戦前までは静岡県が北限であったが、戦後、神奈川、東京、千葉で被害が発

生し、2009 年現在では、茨城県潮来市を野外分布北限とし、千葉県以南の太平洋～瀬戸内

海～九州の海岸線に沿って沖縄まで、比較的温暖な地域に生息している。しかし、分布域

であっても海岸線から遠い内陸や標高の高い地域で生息が認められることは少ない。戦後、

神奈川では横須賀の米軍基地およびその隣接地の横須賀学院が被害の初報告であるが、県

内の他地域へは有翅虫（羽あり）の群飛により拡大したと考えられている。房総半島へは

九州地方からの街路樹の移設により、街路樹に付着していた巣を拠点として人為的に侵入

したとみなされている。 

ヤマトシロアリは北海道北部を除きほぼ日本全国に分布している（北海道名寄市が分布

北限）。シロアリは熱帯～亜熱帯原産であることから、ヤマトシロアリ属のシロアリは長い

年月をかけて次第に低温に対する耐性を獲得し、徐々に分布域を広げてきていると考えら

れる。同属のシロアリはチベット高原にまで生息しているほか、暖房の普及によりカナダ・

トロント、ドイツ・ハンブルグ、イギリス・サウントンといった高緯度の都市でも、生息・

被害が報告されている。 

アメリカカンザイシロアリは北米原産の外来種であり、1975 年の東京都江戸川区におけ

る被害発見 4)から 20 年を経た 2005 年末現在で、被害発生履歴地は 20 都府県の市町村に点

在している 5)。ダイコクシロアリと同様、含水率 12〜15％程度の乾燥した木材内部だけで、

水の供給がなくても生息が可能である、擬職蟻（他の階級に分化する能力を持った職蟻）

を有していて少数の個体からコロニーを再生できる、巣材と餌場とが共通のため生活範囲

が狭い、といった共通の特徴がある。 

このようにシロアリは種によってその生態が異なり、家屋への加害形態も分布域（被害

発生地）も異なることが知られている。したがって、各種シロアリ種の野外分布域および

発生地域の把握は、シロアリ対策の基本であり、重要な情報である。一般に昆虫の生息分

布は気温により限定される。ヤマトシロアリの分布北限は１月の平均気温が―4℃、イエシ

ロアリの分布北限は１月の平均気温 4℃で最低平均気温 0℃、ダイコクシロアリの場合は１

月の平均気温 10℃の各ラインとほぼ一致するとされている 6, 7)。また、外来種であるアメ

リカカンザイシロアリは日本では野外分布が確認されていないが、北米の西海岸地域では

野外分布が認められ、自然分布北限はワシントン州タコマ、南限はメキシコのガイマスお

よびカリフォルニア半島である。気象ラインとしては、北限は１月の平均気温 0℃のライ

ンに合致している 8-11）。これらの気象ラインについては、一部地域ではアップデートがさ

れているものの、非常に古い気象データに基づいた気象ラインが使用され続けているのが

現状である。そこで、本項目では最新のアメダスデータを使用した新たな気象ラインの作

成を行い、現時点での最新のシロアリ分布図と照合することにより、各シロアリ種の分布

北限を示すより適切な気象データを検索する。なおシロアリの生息調査は、（社）日本しろ

あり対策協会が実施したアンケート調査に基づいた「シロアリ分布図」が存在するが、2005

年末時点の情報であり、逐次アップデートする必要がある（図 2.1）。 

(b)シロアリの活動と気温との関係  

ヤマトシロアリの分布北限は１月の平均気温が―4℃、イエシロアリの分布北限は１月

の平均気温 4℃で最低平均気温 0 ℃とされている。その根拠を検証するべく、文献調査を

行った。 
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●イエシロアリ北限 

：１月の平均気温４℃ 

●（アメリカカンザイシロアリ北限

：１月の平均気温０℃） 

●ヤマトシロアリ北限 

：１月の平均気温−４℃ 

●ダイコクシロアリ北限 

：1 月の平均気温 10℃ 

 

  
 

1) 環境温度と餌の消費量との関係 

濾紙を餌として用いて行った室内実験では、15～40℃の範囲では、イエシロアリの場合、

活動の最適温度は 25～35℃で、35℃で消費量が最大となり、温度が低下するにつれ消費量

は減少した。40℃ではほとんど消費されず長期間生存できなかった 12）。ヤマトシロアリで

も同様な傾向が認められた。イエシロアリとヤマトシロアリとを比較すると、30℃、35℃

では１頭あたり、イエシロアリがヤマトシロアリの 2 倍程度、濾紙を消費するのに対して、

25℃以下ではほぼ同程度であった 13)。 

2) 環境温度と AE 発生との関係 

アコースティック・エミッション(AE)モニタリングにより、環境温度を変化させた場合

のイエシロアリの摂食活動を計測すると、27℃から温度を低下させた場合は 12℃になると、

温度を上昇させた場合は 40℃なると AE の発生が停止した 14)。さらに 22℃から温度を低下

させた場合は 17℃になるとほぼ AE 発生が停止するが、10℃付近で 40 時間保持した後でも、

再度加温すると 17℃で AE 発生が再開した 15)。また、-10℃～-20℃に約 15 時間放置後加温

しても AE 発生は停止したままであり、イエシロアリは致死した。一方ヤマトシロアリでは、

22℃から温度を低下させた場合は 13℃で（イエシロアリより低い）ほぼ AE 発生が停止す

るが、加温により AE 発生が再開、しかし、-15℃～-5℃に 10 時間放置後加温しても AE 発

生は停止したままで、ヤマトシロアリは致死した。 

3) 産地別ヤマトシロアリの耐寒性の違い 16-18) 

札幌、秋田、つくば、鹿児島の各地方で採取されたヤマトシロアリを、札幌における早

春の気候に合わせ最低温度 3.5℃、最高温度 11℃の条件で 5 週間飼育すると、札幌産が餌

への食害度が最も大きく、生存率も 86.7%と最も高かった。一方、鹿児島産はほとんど食

害せず、生存率も最も低かった（生存率 6.8%）。 

(c)シロアリの家屋への侵入経路に関する情報 2) 

 家屋への侵入経路として、地下シロアリでは蟻道による侵入、有翅虫の飛来、乾材シロ

図 2.1 日本産主要シロアリ種の分布および被害発生履歴地 1) 
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アリでは被害材（製品）の持ち込みという、大きく分けて３パターンの経路がある。 

ヤマトシロアリと比較して、イエシロアリは巣や蟻道の構築能力が高く、採餌範囲は巣

を中心に半径 100m に及ぶ。蟻道の深さは地下水位や土質、土壌含水率など環境条件で異な

るが、一般に採餌用の蟻道は地下 15～30cm の地中に作られることが多く、生活に必要な水

分を得るための水取り用蟻道は、近くの水源または地下水まで達する。 

有翅虫の飛来に関しては、一般にシロアリは飛翔能力は低く、飛行距離は風の条件によ

る。イエシロアリの場合、飛行距離は数百ｍであり、風に乗っても 1km 以下とされる。ヤ

マトシロアリは 4～5 月の昼間に、イエシロアリは 6～7 月の夕方に大量に群飛し、２階部

分からも侵入・営巣する事例がある。一方、アメリカカンザイシロアリの群飛はイエシロ

アリやヤマトシロアリと比較すると小規模で、時期は 3〜11 月の不定期に生じる。被害家

屋の薬剤処理や解体等による激しい振動など、何らかの「刺激」を与えると上記以外の季

節にも群飛が見られることがある。また、有翅虫は適切な生息場所が見つかるまでは容易

には羽を落とさない。アメリカカンザイシロアリの被害が周囲で発生している地域におい

ては、有翅虫の飛来による加害リスクの存在を加味する必要がある。また、すでに乾材シ

ロアリが営巣している家具等を家屋内に持ち込んでしまい、気づかぬうちに建物全体に被

害が広がるケースも存在する。乾材シロアリの職蟻は、他階級への分化能力を有する擬職

蟻であり、乾燥した木材の内部だけで生息可能なことから、建材や家具等で人為的に移動

しやすい。またヤマトシロアリも擬職蟻のため、少数の個体からコロニーを再生できるこ

とから、防除施工においても残党を作らないよう気をつけるべきである。イエシロアリの

場合は初期巣の状態で街路樹や物資に付着することで、遠隔地に人為的移入を果たす事例

が知られている。 

(d)蟻害発生予測モデル 

 1990 年代～2000 年代初頭にかけて世界各国で、部材および家屋の生物劣化予測モデルに

関する報告が相次いだ。その中で、ポルトガルにおけるシロアリ分布と気象データとの関

係性に関する報告 19,20)とオーストラリア・CSIRO による住宅の立地条件と住宅の構造・工

法がシロアリ被害に及ぼす影響に関する取り組み 21-24)が、本項目の推進に参考となる。 

1) ポルトガルにおけるシロアリ分布と気象データとの関係性に関する報告 

 Nobre & Nunes (2002)19)は、温湿度や降水量などの気象データのほか、土壌組成や建物

数、人口などの因子と、ポルトガ全域に広く分布するヤマトシロアリ属の R.lucifugus の

生息との関係を検討し、R.lucifugus の生息確率(Prob(R.lucifugus presence))を、ロジ

スティック回帰分析により、降水日数(DR)、日照時間(IS)、岩石状土壌の有無(LS)、人口

(HP)の４因子で構成される数式として表した。 

Prob(R.lucifugus presence)= 1/1+e-Z 

Z = -8.2253 + 0.5769(HP) - 0.5967(LS) + 1.0364(IS) + 0.9936(DR) 

 なお、R.lucifugus の生息分布に関しては、過去の文献とシロアリ業者の調査をもとに、

地図上で 50km 四方のエリアを作成し、エリア内での生息の有無により判断している。 

2)オーストラリア「Termite Tally」21-24) 

オーストラリア・CSIRO では 1996～98 年に 5122 件の住宅調査を行い、その結果を解析

することにより、住宅の立地条件と住宅の構造・工法がシロアリによる被害に及ぼす影響

を調査した。その結果、以下の事項を成果として挙げている。 
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a) 住宅内へのシロアリの侵入に関わる因子としては、築年数が主要な因子であり、住宅

の構造（木造、コンクリート造、鉄骨造など）とは関係が希薄である。 

b) シロアリ被害の根絶には、土壌または木部の薬剤処理が最も効果的である。 

c) 建物内の蟻害は壁体内、床材、床束、軒縁、幅木、根太、大引、窓枠にみられる。 

d) 屋外での蟻害は、山積みの木材や枝材、生立木、枯死木、柵、枕木、切株、納屋にみ

られる。 

オーストラリアにおけるシロアリの仮想ハザードマップは、主としてシロアリの‘野外

における発生（分布）’に基づいて作成したものであり、建物に対するシロアリの加害圧を

示したものである。したがって、実際は仮想ハザードマップと比較して、工法やシロアリ

防除の効果により、建物の加害リスクは小さい。シロアリ分布の決定に影響を与える第１

因子は温度であり、その次に降水量である。植生や土質は温度や湿度と比較すると、その

影響は小さい。 

シロアリによる被害を４段階に分け、各段階固有の関連因子を想定し、その因子の有無

等によりシロアリによる加害リスクをスコア付け・数値化した。 

1)シロアリが住宅から 50m の範囲に成熟した巣を作るまでに要する時間 

関連因子：Climate Index, 土質, シロアリ種, 築年数, 植生 

2)シロアリが巣から住宅へ到達するまでの時間 

関連因子：土質、伐根の有無など 

3)シロアリが地面から部材へ到達するまでの時間 

関連因子：土壌処理の有無、使用樹種 

4)部材の被害が生じるまでの時間 

関連因子：薬剤処理の有無、使用樹種 

(e) シロアリによる家屋の被害実態 

蟻害の発生リスクを見積もるためには、実際の家屋の被害実態調査が必要である。（社）

日本しろあり対策協会では、「シロアリの被害の実態を全国レベルで調べ、その内容を分析、

消費者・行政等にその情報を公開する」ことを目的として、全国のしろあり防除士により

実態調査を行った（調査期間：2001 年 9 月 15 日～12 月 25 日（105 日間）、調査戸数：16,435

棟）25,26)。この報告では、家屋の築年数、建物の種類と蟻害との関係等が明らかにされた

が、加害シロアリの種類や蟻害・腐朽部位に関する調査項目の欠如など、調査項目の不備

が散見される。2005 年には関東地方だけであるが、アンケートにより建物の工法と蟻害と

の関係を精査している 27)。工法と蟻害との関係についてはさらに、基礎の形態と蟻害 28)、

ねこ土台家屋におけるシロアリ被害 29)について報告されている。例えば、築年数と蟻害と

の関係からは、一部工法とも関係するが、建物の仕様に関する法律等の改正時期の影響を

把握できる。公平かつ有意義な実態調査を遂行するためには調査家屋の非特定化、調査項

目の選定、解析方法 が重要な鍵であり、この 3 項目につき十分推敲するべきである。 

(2)シロアリ分布図と気象データの再構築 

 農林水産省基礎数値データベースシステムから、2009 年 1 月のアメダス気象データを抽

出した。さらに、シロアリの分布に影響が最も大きいと考えられる温度に関して、平均気

温４℃と－４℃のラインのほか、平均最低気温０℃および平均気温１０℃のラインの構築

を行った(図 2.2)。 
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図 2.2 2009 年 1 月の気象データに基づいた各種気温ライン 

 

 (3)被害実態調査項目の選定 

 （社）日本しろあり対策協会の 8 支部計 15 社に対して、物件調査報告書の提供を依頼し

た結果、特に東北支部および四国支部からさらに他社への依頼を行ったため、最終的に 30

社から 733 件の報告書の提供がなされた。報告書には建物の種類、築年数、被害箇所につ

いては、普遍的に記載があった。各社の事業形態（新築予防中心か駆除中心かなど）や、

調査時期によりデータに偏りが出る。特にヤマトシロアリのみ分布し被害が発生している

地域では、羽ありの発生（群飛）に気づいて駆除を依頼されるケースが多く、調査・施工

時期が４～６月に偏っている。真の意味での「生物劣化被害の実態」を調査するためには、

オーストラリアでの実態調査 21-24)のように、被害実態調査を行うための臨時的組織を形成
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して物件を調査するなど工夫する必要がある。 

物件調査報告書に記載された共通の調査項目、ならびに過去の実態調査の調査項目等を

参考に、調査シートが提案された。提供された報告書を本シートの項目に則り整理を進め

た。調査シートに関して、劣化外力 TG および廣瀬産業・廣瀬氏に意見を求めたところ、当

方ほか 2 名より、以下の点につき改善を求める意見が寄せられた。 

a) 床の高さ：床下高さと、外地盤面高さとに分けて記述 

b) 基礎構造：基礎床下構造とし、土壌、土間コン、防止シート敷設を追加 

c) 周辺環境：海岸沿い、斜面立地の向き（東、南、西、北） を追加 

d) 土壌湿気 → 床下土壌の湿気 

e) 雨漏り → 雨漏り跡 □有（場所：     ） □無 

f) 換気口   □有 □無 ・・・項目追加 

g) ねこ土台  □有 □無 ・・・項目追加 

h) 外壁の通気 □有 □無 ・・・項目追加 

i) シロアリ：有無ではなく、調査時に生息が認められるか、過去の蟻害跡かを記入 

j) 被害状況 → 個々の部材ごとに被害程度を記入 

k) 蟻害発生状況  □外部からの侵入（侵入箇所：   ）□内部発生（営巣場

所：   ）・・・項目追加 

－以下は補足的項目－ 

l) 庭の構成  庭（□有 □無）、樹木（□有 □無）、花壇（□有 □無）・・・項目

追加 

m) 建物周囲の水はけ □良好 □普通 □悪い・・・項目追加 

n) 敷地内わき水、出水  □有 □無・・・項目追加 

o) 雨水の排水  □土壌浸透  □一部排水溝  □排水溝 

 

 以上をふまえ、表 2.1 の整理シートへと改良し、物件調査結果を入力・整理した。今回

の整理シートには「データなし」のケースが多くデータ母数が小さいため、統計的価値が

小さいとは思われるが、以下の２例について図表化を試行したので記載する。 

・地域別の蟻害・腐朽発生率（図 2.3a） 

・木造住宅における各蟻害発生箇所の割合と各被害度合（図 2.3b） 

 地域別の蟻害に関しては、関東および北海道・東北地域は他地域よりも低い傾向にあっ

た。また、木造住宅における各蟻害発生箇所は玄関・勝手口が圧倒的に多い、という傾向

が明らかとなった。 

 

(4)ヒアリング結果 

(a)廣瀬氏ヒアリング －イエシロアリ被害の特徴について－ 

イエシロアリ被害地域では、工務店から現場での処理を依頼されるが、関東地方中心に

ヤマトシロアリのみの被害地域では、業者各社が営業して物件に個別に対応する、という

業務形態に大きく違いがある。 

 廣瀬氏の意見（印象）では、イエシロアリとヤマトシロアリとの被害率を比較すると、

鹿児島では 80 対 20、福岡で 50 対 50、松山で 10 対 90 とのこと。 
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 以下、その他の概要を示す。 

1) べた基礎および断熱材の被害について 

 全国的に基礎断熱（外断熱）のシロアリによる被害が報じられているが、べた基礎であ

っても金物部分の隙間から内部へ侵入する事例もある。 

 

表 2.1 物件調査票整理用シート 
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   棟    数 シロアリ被害 腐朽発生   

 北海道・東北 136 58% 10%    

 関東 210 40% 10%   

 北陸・信越 70 84% 13%   

 東海 41 90% 0%   

 関西 44 84% 0%   

 中国 52 88% 33%   

 四国 50 94% 0%   

 九州・沖縄 134 84% 25%   

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

       

      

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  玄関・勝手口 風呂 洗面脱衣 便所 台所 和室 洋室 ２階 

被害度合 小 1% 4% 2% 1% 2% 3% 2% 0% 

被害度合 中 3% 4% 2% 2% 2% 3% 2% 0% 

被害度合 大 1% 2% 2% 1% 1% 1% 0% 0% 

被害度合 不明 25% 0% 0% 0% 0% 0% 1% 0% 

         

         

 

図 2.3(a) 地域別蟻害腐朽発生率 
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図 2.3(b) 木造住宅における各蟻害発生箇所の割合と各被害度合 

 

 

2) 玄関、勝手口等の被害の頻発について 

 玄関、勝手口等全体の基礎工事の終了後に施工する箇所にシロアリの発生が多いので、

施工前に当該箇所への土壌処理を行うべきである。その他、工法的解決策としては、外た

たきまで布基礎、べた基礎を出す、たたきの部分、犬走りの部分を外まで出すようにする。 

3) ２階ベランダからの被害 

 羽アリの飛来により、雨水が浸入して湿った環境であればそこに営巣し、被害を生じる

事例あり。ベランダはアルミ製で外側に飛び出した構造がよい（：具体的なイメージが掴

めませんでした）。 

 15〜20 年前の安作りの 2×4 住宅でベランダからの雨漏りで、バルコニーや腰壁に羽ア

リがつき営巣する事例が多かった。 

4) 上下水道の配管の仕舞 

 従来は配管を埋めていたが、配管がシロアリにかじられる被害が生じたため、埋めなく

なった。その分、配管の仕舞の部分にスペースができ、そこに被害が生じるようになった。 

5) 樹木のイエシロアリ被害の影響 

 生きた庭木や街路樹に営巣し、そこが拠点となって家屋の被害を起こす事例がある。 

6) 土壌処理の必要性 

 土壌処理は処理土壌の化学的バリアによる侵入防止の効果だけが謳われているが、実際

はさらに巣が近くにあれば、土壌処理剤の影響で巣を弱らせる効果もある。イエシロアリ

防除の場合は、土壌処理を行い、さらにベイト工法を併用するとよい。 

7) 実際の GL 

新築現場では、床下部分の土が大量に余るため、残土を基礎の外側にならして使う場合
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が多い。この場合、基礎の外側では地面から基礎上端までの基礎高が低くなるので、注意

を要する。よって、調査の際には床下高さと、外地盤面高さとに分けて記述すべきである。 

8) 基礎はつりの問題 

 昭和 40～50 年代は、現場処理の際、基礎をはつる必要性があった（工法的問題）。関東・

甲信越地方で３年ほど前から、新たにシロアリ業者による基礎はつりの問題が生じている。 

9) その他 

a)長期優良住宅の実現に向けて、リフォームの精度向上に期待したい。 

b)個別の施主に対する住まい方などの項目に関しては、シロアリ業者ではなく「建築士協

会」などの協力を得て行った方がよいのではないか？ 

(b)星野氏、神谷氏ヒアリング －最近の建物の構造・工法と蟻害の関係― 

 最近被害報告が増加している基礎断熱の被害事例と現場対策を中心に、一部調査に同行

するとともに、事例に関してヒアリングを行った。 

 基礎断熱工法が普及しはじめて約 10 年が経過し、多い月では星野氏だけで 3～4 回駆除

工事が入るとのことである。 

型枠の内側に断熱材を挿入後、コンクリートを流し込んでいく場合、流し込む先が見え

ないためジャンカができやすい。シロアリは 1mm 程度のすき間があれば、容易に内部に侵

入可能である 30)。このようなジャンカの部分や水抜き穴、配管等のすき間から侵入される

事例が知られる。いったん断熱材に到達したシロアリは、均一材料である断熱材を縦横無

尽にかじって上部に進んでいくとともに、時には営巣することもある。 

今回同行した現場は、築 3 年でベランダからヤマトシロアリの羽アリが群飛した築 8 年

の家屋であった。調査時には家屋内から小屋裏部分の断熱材にも、内部に蟻道が走ってい

るのが確認できるほど被害が進行しており、床下部材は軽微な被害であったのに対して、2

階の胴縁には激しい被害があり、ベランダの窓枠と 2 階床の間にすき間も生じ始めていた。 

駆除作業の手順としては(1)基礎の外側の土を掘り返して、基礎外側の土壌中の蟻道を

確認(2)水切りの下部分の基礎を約 5cm 幅カットして、蟻害を受けている断熱材ごと除去

(3)あらわしになった断熱材の上端に薬剤を塗布(4)基礎外側下部から発泡系薬剤を圧をか

けて注入 という順に行った。 

星野氏は、シロアリが木材を加害する＝木材しか加害しないという誤解を生じ、断熱材

を加害するはずがない、または加害するという考えが及ばなかったために、現在のような

被害が生じていると話している。 

ヤマトシロアリは上述のとおり、ほぼ日本全国に生息・分布している。スチロール系断

熱材のように、シロアリが栄養にもならないがかじって穿孔し、時に営巣するような材料

を、家屋外と家屋内の橋渡しとしてしまったがために、シロアリを家屋内に招き入れる結

果となっているのが、基礎断熱の被害の現状である。 

 

2.1.4 結論と今後の課題 

 シロアリの野外生息分布に関して、古くから気温との関係が報告されてきた。今回の文

献調査等により、他の気象データとも関連性が考えられることが示唆された。また、文献

およびヒアリングにより、シロアリの野外分布域そのものがシロアリのハザードマップで

あり、実際に家屋がシロアリによる被害を受けるか否かに関しては、建物の防蟻措置の程
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度や種類に影響される可能性が大きいことが明らかとなった。今後、各気象・環境因子を

用いたロジスティック解析等を検討することにより、日本においても気象・環境因子を用

いた建物のシロアリ被害の数値化ができると思われる。 

 次年度は被害実態調査を行う予定であるが、今回の調査シートをさらに調査する側が回

答しやすく、かつ、解析する側が使いやすいものに改良する必要がある。 
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2.2 腐朽危険度に関する検証 

2.2.1 目的 

 これまで系統的に調べられたことがない日本における建築害菌の調査をおこない、建築物を加

害している菌を特定する。また、培養が可能であったものについては、純粋培養し菌種毎に生育適

温を求め、生育適温とマイクロクライメイトとの関連を明らかにする。 

 
2.2.2 方法 

(1)既知の建築害菌リストの作成 
 信頼できるソースをサーベイし、過去に報告されている建築害菌をリストアップする。 
(2)サンプリング方法の調査 
 腐朽材のサンプリング方法を整理する。 
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(3)菌種同定法の調査 
 菌種同定法の現状を整理する。 
 
2.2.3 結果と考察 

(1)既知の建築害菌リスト 
(a)北島 1) 

建築土木用木材 31 種の形態等の試験をおこなった文献で、カイメンタケ、ワタグサレ

タケ＊、ナミダタケ、カタウロコタケ＊、イチョウタケ、ナラタケ＊を明確に建築用材に腐

朽を引き起こすと記述している。なお＊印を付けたものは、建築用材への被害は外国の文

献からの引用であり、国内における建築用材の被害についての記述はない。 
(b)十代田 2) 

モルタル塗り洋風住宅や和風住宅の腐朽事例調査をおこない、洋風住宅のベイツガ柱か

らイチョウタケ(Paxillus Panusides)、和風住宅のヒノキ土台等からコゲイロカイガラタ

ケ(Lentinus abietina)、スギ柱からワタグサレタケ(Poria vaporaria)と推定される菌糸を

得た。また、ベイマツ添え柱からはイチョウタケと推定される菌糸を得た。別の和風住宅

からは、スエヒロタケ(Schizophyllum commune)と推定される菌糸を母屋から、ワタグサ

レタケ(Poria vaillantii)と推定される菌糸を板塀柱から得ている。 
(c)十代田 3) 

十代田は木材腐朽菌中建築に使用された木材部に寄生する腐朽菌の主なものとして、ワ

タグサレタケ  (Poria vaporaria)、ナミダタケ  (Merulius lacrymans)、カイガラタケ 
(Lenzites betulina)、キカイガラタケ  (Lenzites sepiaria)、ヒロバノキカイガラタケ 
(Lenzites sutferruginea)、ヒメシロカイガラタケ (Lenzites yoshinagai)、コゲイロカイ

ガラタケ (Lenzites abietina)、スエヒロタケ  (Schizophyllum commune)、イチョウタケ  
(Paxillus pannoides)、クロクモタケ (Polystictus versicolor)、ヒイロタケ (Polystictus 
sanguineus)、カイメンタケ (Polystictus schweinitzii)の 12 種の菌をあげている（太字は

比較的被害が大きい菌）。 
(d)青島 4) 

用材や生立木しか侵さない木材腐朽菌と建築物を侵す木材腐朽菌とを分けたリストを

作成し、建築物を侵す菌として以下を報告した。 
マワタグサレキン(Poria vaillantii)、ニクイロアナタケモドキ(Poria nigrescens)、

シイサルノコシカケ(Poria tephlopora)、和名なし(Poria placenta)、チョークアナ

タケ(Spongiporus xanthus)、ワタグサレタケ(Spongiporus sinuosus)、ナミダタケ

(Serpula lacrymans)、ヒロハノキカイガラタケ(Gloeophyllum striatum)、キカイ

ガラタケ(Gloeophyllum saepiarium)、マツオウジ(Lentinus lepideus)、イチョウ

タケ(Paxillus panuoides)、イドタケ(Coniophora puteana)、オガサワラハリヒラタ

ケ(Gyrodontium versicolor)、ホシゲタケ(Asterostroma apalum)、オオウズラタケ

(Tyromyces palustris)、カワラタケ(Coriolus versicolor)、ウスバタケ(Irpex lacteus)、
ヒイロタケ(Pycnoporus coccineus) 

(e)高橋 5) 
図鑑および文献調査から、日本に分布する褐色腐朽菌リストを作成し、マツオオジ、イ
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チョウタケ、オオウズラタケ、ワタグサレタケ、チョークアナタケ、マワタグサレタケ、

シイサルノコシカケ＊注、カベタケ、イドタケ、ナミダタケ、コナナミダタケ、オガサワラ

ハリヒラタケを建築物で発生するとした。（＊注：シイサルノコシカケは白色腐朽菌） 
(f)林 6) 

20 種の建築材の腐朽菌のリストを作成した。子実体の形態や、腐朽型、針葉樹・広葉樹

のどちらを好むか、その分布地域等々、建築害菌を形態から同定するための情報が良く整

理されている。 
 (g)まとめ 
 以上の文献調査から、全体として 30 種程度の菌種からなる腐朽菌リストを作成した（表

2.X）。 
 

表 2.X 過去に建築材で発生する腐朽菌として報告された菌（数字は文献番号） 
番号 菌名 １ ２ ３ ４ ５ ６

1 ワタグサレタケ (Poria vaporaria) △ ○ ○ ○ ○ ○

2 ナミダタケ(Merulius lacrymans) ○  ○ ○ ○ ○

3 カイガラタケ(Lenzites betulina)   ○    
4 キカイガラタケ(Lenzites sepiaria)   ○ ○  ○

5 
ヒロバノキカイガラタケ 
(Lenzites sutferruginea) 

  ○ ○  ○

6 ヒメシロカイガラタケ(Lenzites yoshinagai)   ○    
7 コゲイロカイガラタケ (Lenzites abietina)  ○ ○    
8 スエヒロタケ (Schizophyllum commune)  ○ ○    
9 イチョウタケ (Paxillus pannoides) ○ ○ ○ ○ ○ ○

10 クロクモタケ(Polystictus versicolor)   ○    
11 ヒイロタケ(Polystictus sanguineus)   ○ ○  ○

12 カイメンタケ (Polystictus schweinitzii) ○  ○    
13 カタウロコタケ(Xylobolus frustulatus) △      
14 ナラタケ(Armillaria mellea) △      
15 マワタグサレキン(Poria vaillantii)    ○ ○ ○

16 ニクイロアナタケモドキ(Poria nigrescens)    ○  ○

17 シイサルノコシカケ(Poria tephlopora)    ○ ○ ○

18 Poria placenta    ○   
19 チョークアナタケ(Spongiporus xanthus)    ○ ○ ○

20 マツオオジ(Lentinus lepideus)    ○ ○ ○

21 イドタケ(Coniophora puteana)    ○ ○ ○

22 
オガサワラハリヒラタケ 
(Gyrodontium versicolor) 

   ○ ○ ○

23 ホシゲタケ(Asterostroma apalum)    ○  ○

24 オオウズラタケ(Fomitopsis palustris)    ○ ○ ○
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25 ウスバタケ(Irpex lacteus)    ○  ○

26 カベタケ(Coniophora arida)     ○  
27 コナナミダタケ     ○  
28 バライロサルノコシカケ(Fomitopsis rosea)      ○

29 スルメタケ(Rigidoporus lineatus)      ○

30 アラゲカワラタケ(Trametes hirsula)      ○

31 カワラタケ(Trametes versicolor)      ○

 
注：○は建築物の腐朽菌、△は外国文献の引用  
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(2)サンプリング方法に関する文献調査 
(a)採集箇所  

建築害菌の菌種を正確かつ簡便に同定していくためには、同定に適した採取箇所を採集

者に伝える必要がある。菌の専門書やマニュアルを参照したところ、日本しろあり対策協

会発行の「蟻害・腐朽検査員のための 現場調査補助写真集」が最も今回の目的に適してい

た（図 2.X）。採集担当者には、上記写真集に載っている子実体や腐朽部を参考に採集を依

頼するのが適切であると考えられた。7) 
  

 
図 2.X 現場調査補助写真集の例 

 
(b)採集・移送方法 
1)子実体の採集・移送方法 
 子実体を採集する際は、傘の部分、襞の部分をできる

だけ触らないように注意し、木材に付着している部分か

ら切り取る。 
子実体等の採集物はできるだけ雑菌が入らない状態で

運ぶのが望ましいが、子実体をポリ袋に入れて移送する

と、移送中に高い確率で腐敗変質する 8)ことが指摘され

ている。これを防ぐために、雑菌と接触させないことを 図 2.X 滅菌済み移送用袋 
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目的に、滅菌したわら半紙でくるむ方法が記されている 9)が、現在オートクレーブ滅菌・

ガス滅菌可能で通気性もある滅菌用袋が市販されていることから、滅菌したこれらの袋を

採集者に送付しておくのが望ましいと考えられた（図 2.X）。 
一方、移送方法については、ドライアイスで低温に保ち持ち帰るか、航空便等を利用し

て 24 時間以内に到着するよう送付するとの記述が、軟質担子菌類の移送方法として記さ

れていたが、9) 採集者に常にドライアイスを準備してもらうことは現実的でないことから、

クール宅急便等を利用し採集物を迅速に送ってもらうことが現実的であると考えられた。 
2)腐朽した住宅部材の採集・移送方法 

住宅解体材のようにある程度大きな部材がとれる場合は、腐朽部分を含む範囲を蒸れな

いように包み、クール宅急便等で移送する。 
 一方、大きな部材をとれない場合には、できるだけ部材を傷つけないようにしながら試

料を採集する必要がある。「住宅の腐朽・虫害の診断マニュアル」には、このための方法と

して、ドリルで穿孔した際にでる削り屑を集める方法が詳細に記されている（図 2.X）。10) 
採集した削り屑は子実体の移送方法に準じて移送する。 
 
(3)菌種同定法の文献調査 
 これまで木材腐朽菌の同定は、子実体や担子器等の形態に

基づいておこなわれており、子実体が存在しない場合の菌種

同定は判定が不確かとならざるを得なかった。これに対し、

近年遺伝子の特異性を用いた診断法が発達し、子実体等の形

態を観察しなくても種を同定できるようになった。以下、各

状況に応じた菌種同定に関する報告を記す。 
(a)腐朽菌が生きている場合 

生きた腐朽菌が腐朽材や子実体に存在する場合は、採取し

た腐朽材等から腐朽菌の単離培養をおこない、単一の菌株を

得る。単離菌株の菌叢から抽出した DNA をユニバーサルプ

ライマーを用いて PCR で増幅後、DNA シーケンサーを使っ

て塩基配列を決定し、菌種を決定する。11) 
(b)腐朽菌・子実体は死滅しているが十分な DNA を抽出でき

る場合 
1)採取した腐朽材から直接 DNA を抽出し、担子菌に特徴

的なプライマー（または、ユニバーサルプライマー）を

用いた PCR で増幅する。増幅した DNA を制限酵素で切

断し、切断された断片数および長さから菌種を決定する。

12) 
2)採取した腐朽材から直接遺伝子を抽出し、種特異的なプ

ライマーを用いた PCR をおこなった際の増幅を確認す

る。13) 
(c)腐朽菌が死滅し DNA 量も十分でない場合 

1)採取した腐朽材から微量の DNA 抽出しφ29 DNA ポリ 
図 2.X 試料採集方法 

（住宅の腐朽・虫害の診

断マニュアルより） 
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図 2.X 腐朽材中の菌種同定方法（木製外構材のメンテナンスマニュアルより） 
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メラーゼで非選択的に増幅し、次いでを担子菌や糸状菌に特徴的なプライマーを用いた

PCR で選択的に増幅する。得られた個々の PCR 産物を形質転換した大腸菌内で増幅

するなどした後、塩基配列を決定する。14) 
2) 採取した腐朽材から微量の DNA 抽出しφ29 DNA ポリメラーゼで非選択的に増幅し、

次いでを担子菌や糸状菌に特徴的なプライマーを用いた PCR で選択的に増幅する。

得られた個々の PCR 産物を(b)の方法で解析する。 
なお、上記(b)1)の場合については、「木製外構材のメンテナンスマニュアル」に手順が

記されている（図 2.X）。14) 

 
2.2.4 結論と今後の課題 

 住宅用部材の腐朽防止を考える際には、実際に建築物に被害を及ぼす菌種を明らかにし

ておくことが非常に重要である。今回の文献調査により、既知の建築害菌の菌種が非常に

限定されることが明らかとなった。この理由として、①建築物に被害を及ぼす菌の種類が

少ない可能性と、②多数の菌が建築物に被害を及ぼしているが培養・同定が難しかったた

め、それが顕在化していなかった、という 2 つの可能性が考えられた。 
 住宅用部材の腐朽防止を図る上では、対象とする建築害菌を正しく把握しておく必要が

ある。そこで、近年発達した遺伝子を用いた菌種同定方法を用いて、これまで検証できな

かった上記②の可能性を検証しておくことが今後重要な課題である。 
 次年度は、2.2.3 に記した方法に従い、下記実施体制で実験を遂行する。 
 

今後の実施体制 
森林総合研究所 木材改質研究領域、森林微生物研究領域 

筑波大学生命環境科学研究科 

東京大学大学院農学生命科学研究科 

東京農工大学共生科学技術研究科 

高知工科大物質・環境システム工学科 
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3) 十代田三郎、日本建築學會論文集、41:1-26 (1950) 
4) 青島清雄、日本木材学会生物劣化研究会資料、pp.1-8 (1979) 
5) 高橋旨象、きのこと木材、pp.46-47 (1989) 
6) 林康夫、文化財の虫菌害、45:24-35 (2003) 
7) 森本桂、福田清春、中島正夫、現場調査補助写真集、pp.31-55 (2007) 
8) 林康夫、菌類研究法、pp.274-277 (1983) 
9) 有田郁夫、菌類研究法、pp.155-172 (1983) 
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第 3 章 保存処理の耐久性と耐久性能に関する検討 

 

3.1 目的 

 優良な住宅ストック形成を図ることを目的に、「住宅の品質確保の促進等に関する法律

（品確法）」が施行され、「評価方法基準」が制定された。同基準では、木造住宅に使用さ

れる材料の劣化の進行を遅らせるための対策がどの程度講じられているかを、通気・換気

をはじめとする構法上の工夫や、高耐久の木材の使用・保存処理の種類などの点から評価

し、外壁の軸組等を例にとれば、「通気層を設けた構造」で、「防腐及び防蟻に有効な薬剤

が塗布され、加圧注入され、浸漬され、若しくは吹き付けられたもの又は防腐及び防ぎ蟻

に有効な接着剤が混入されたもの」であれば小径 10.5cm の軸組を使用した住宅でも劣化等

級 3 と表示できることになった。 

 この品確法の「防腐及び防蟻に有効な薬剤」については、日本農林規格や日本工業規格

をはじめとする諸規格によって規定されているが、それらの薬剤で処理された保存処理木

材の効力の持続性については、一部の注入処理用木材保存剤について屋外暴露 20 年以上の

長期試験の実績があるものの、その他多くの木材保存剤では注入処理用木材保存剤で

10-15年、表面処理用木材保存剤では 2年程度の試験実績しかないものがほとんどである。

また、屋外暴露の劣化環境は通常の住宅内の劣化環境よりもはるかに厳しいことから、屋

外暴露で求められた耐用年数をそのまま保存処理木材を住宅部材として使用した際の耐用

年数とすることは適切ではない。 

 そこで本事業では、保存処理木材を適切に管理された住宅の構造用部材として長期間使

用した際の耐久性を予測することを目的に研究をおこなう。 

 

3.2 方法 

(1) 木粉に有効成分を添加し促進劣化させた際の有効成分の減少率測定 

 平成 22 年度以降におこなう実験の予備試験として、予め木粉にしたスギ材に木材保存剤

の有効成分を添加し、20℃、50℃、80℃（相対湿度はいずれも 75％）の環境下に放置し、

木材保存剤の有効成分減少率を測定した。 

(a) 使用薬剤 

 本実験で使用した有効成分およびその構造式は以下の通り（図 3.1）。 

 

OH

 

オルソフェニルフェノール（OPP）  IPBC 

 

図 3.1 使用した有効成分の構造式(a)              シプロコナゾール 
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図 3.1 使用した薬剤とその構造式(b) 

 

(b) 保存処理木粉の促進劣化方法 

1) 保存処理木粉の調製 

 スギ辺材またはスギ心材から調製した木粉を 1g ずつ 100ml 容のサンプル管に入れ、上記

保存処理薬剤の有効成分をそれぞれ 20μg（OPP については 10μg）溶かしたメタノール 1ml

を添加し、メタノールが木粉全体にいき渡るよう良く混合した。 

 

2) 促進劣化方法 
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 100ml 容のサンプル管に入れた上記保存処理木粉をサンプル管ごと 20℃、50℃、80℃（相

対湿度 75％）に設定した恒温恒湿器内に入れ、サンプル管のフタを外した状態で促進劣化

試験に供した。暴露終了後の木粉は、サンプル管のフタをした後 20℃で有効成分定量時ま

で保管した。 

 

3) 有効成分の抽出 

 促進劣化試験に供した保存処理木粉を入れたサンプル管にメタノール 20ml を添加し、超

音波照射下 3 時間抽出した。メタノール抽出液をアドバンテック社製親水性 PTFE フィルタ

ー（孔径 0.22μm）に通し、懸濁物をろ過した。ろ過したメタノール抽出液を 200μl 抜き取

り SPE 濃縮管に入れ、窒素気流下 50℃で濃縮・乾固した。濃縮管に酢酸エチル 2ml を加え、

超音波照射下 3 分間処理することで、メタノール抽出物を酢酸エチルに転容した。酢酸エ

チル抽出物を 1ml ずつバイアルに入れ、GCMS 分析に供した。 

 

4) 有効成分の定量 

有効成分の定量は島津 GCMS-QP2010を用いておこなった。GCMSの測定条件は下記の通り。 

・注入量：2μl 
・気化室温度：250℃  
・カラム圧力：120kPa、全流量：20ml/分、カラム流量：2.04ml/分 
・高圧注入圧力 250kPa、高圧注入時間：2.00 分 
・オーブン温度プログラム 
   50℃（3 分）－25℃/分－150℃－10℃/分－300℃（5 分） 
・イオン源温度：230℃ 

・インタフェース温度：250℃ 

・測定モード：SCAN または SIM 

 

(2) 木材保存剤の現状調査及び試験方法の検討 

 日本木材保存協会が認定している木材保存剤をリストアップし、その有効成分を調査し

た。なお、調査にあたっては、薬剤生産者、使用者、分析担当者から構成される「保存処

理の長期耐久性検討 TG」を組織した。 

 

3.3 結果 

(1) 木粉に有効成分を添加し促進劣化させた際の有効成分の減少率測定 

1) 有効成分のリテンションタイム及びマススペクトル 

 図 3.2 に今回使用した有効成分のトータルイオンクロマトグラムを示す。また、各有効

成分のマスクロマトグラムを図 3.3 に示す。 
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図 3.2 供試した有効成分のトータルイオンクロマトグラム（TIC） 

 

ピーク左から、OPP、IPBC、IF-1000、シプロコナゾール、シフェノトリン、エトフェンプ

ロックス 
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OPP のマススペクトル 

 

 

IPBC のマススペクトル 

 

図 3.3 各有効成分のマススペクトル（a） 
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IF-1000 のマススペクトル 

 

 

シプロコナゾールのマススペクトル 

図 3.3 各有効成分のマススペクトル（b） 
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シフェノトリンのマススペクトル 

 

 

エトフェンプロックスのマススペクトル 

 

図 3.3 各有効成分のマススペクトル（c） 
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2) 木粉抽出物のトータルイオンクロマトグラム 

 図 3.4 には、20℃の促進劣化環境に 1 日間曝した、木材保存剤有効成分を含むスギ辺材

木粉またはスギ心材木粉のメタノール抽出物のトータルイオンクロマトグラム（TIC）を示

す。図から明らかなように、心材から調製した木粉をメタノールで抽出した際には、木粉

抽出成分に由来する多数のピークが認められたが、辺材から調製した木粉をメタノールで

抽出した場合にはこれらのピークが認められなかった。木材抽出成分に由来するピークは

木材保存剤の有効成分分析時の定量結果に悪影響を与える恐れがあることから、次年度以

降実験をおこなう際には辺材部のみを用いて実験をおこなった方が良いと考えられた。 
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図 3.4 心材および辺材から調製した木粉のメタノール抽出物の TIC 
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3) 木材保存剤有効成分の定量 

図 3.2 から求めた各有効成分のリテンションタイム及び図 3.4 から求めたマスクロマト

グラムに基づき、今回使用した有効成分の定量に最適な SIM プログラムを作成し、有効成

分残存量の定量をおこなった。なお、定量に使用した各有効成分のリテンションタイムお

よびターゲットイオンを表 3.1 に示す。 

 

表 X.1 各有効成分のリテンションタイムおよびターゲットイオン(m/z) 

有効成分名 リテンションタイム（分） ターゲットイオン(m/z)

OPP 9.97 170.1 

IPBC 11.08 164.9 

IF-1000 13.44 165.0 

シプロコナゾール 16.67 139.1 

シフェノトリン 20.38 123.2 

エトフェンプロックス 21.79 163.2 

 

  

上記条件で有効成分を定量し、残存率を求めた結果を以下に示す。なお図 3.5 が心材木

粉、図 3.6 が辺材木粉を使用して得られた結果である。 
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図 3.5 スギ心材に添加した木材有効成分促進劣化した際の有効成分残存率(a) 
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図 3.5 スギ心材に添加した木材有効成分促進劣化した際の有効成分残存率(b) 

 

 20℃で促進劣化した際に、有効成分のうち比較的早い時間に溶出する OPP、IPBC,IF-1000

が促進劣化時間の増加に伴い、初期値より高い値となるのが観測されたがその理由は不明

であるが、先に木粉抽出物のトータルイオンクロマトグラムのところで述べたように、木

材抽出成分が測定に何らかの影響を与えたのかもしれない。 

 一方、木粉添加後 80℃で促進劣化した場合には、IPCB,IR-1000,OPP が劣化開始 15 日目

で残存率 50％程度以下まで低下することが認められた。 
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図 3.6 スギ辺材に添加した木材有効成分促進劣化した際の有効成分残存率(a) 
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図 3.6 スギ辺材に添加した木材有効成分促進劣化した際の有効成分残存率 (b) 

  

 有効成分をスギ辺材木粉に滴下し促進劣化をおこなった試験体では、図 3.6 に示すよう

に、有効成分をスギ心材木粉に滴下した際に見られたような残存率の見かけ上の増加はほ

とんど認められなかったことから、次年度以降の実験では、木粉抽出物のトータルイオン

クロマトグラムの結果から予想されたように、辺材部分を使用した実験が望ましいことが

示唆された。 

 一方、温度と残存率との関係では、20℃で促進劣化した場合には残存率の減少が認めら

れないのに対し、50℃で促進劣化した試料では opp、IPBC の残存率が若干低下するのが観

測され、80℃では OPP、IPBC、IF-1000 の残存率が大きく低下し、シフェノトリンの残存量

が若干低下するのが観測された。 

 なお、温度が 10℃上がるごとに劣化速度が 2 倍になると仮定すると、80℃15 日間の促進

劣化期間は平均気温 20℃における 32 ヶ月（2 年半教）に相当する。（50℃15 日間では 4 ヶ

月に相当） 

 

(2) 木材保存剤の現状調査及び試験方法の検討 

(a) 保存処理の長期耐久性検討 TG 

木材保存剤の生産者、使用者、分析担当者等から構成される「保存処理の長期耐久性検

討 TG」を組織した。参画機関は以下の通り。 

独立行政法人 森林総合研究所  

日本木材保存剤工業会（三井化学アグロ株式会社） 

日本木材防腐工業組合（兼松日産農林株式会社） 

財団法人 日本住宅・木材技術センター 

財団法人 日本合板検査会 

住友林業株式会社 
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一般社団法人全国木材検査・研究協会 

 

(b) 検討薬剤のリストアップ 

 社団法人 日本木材保存協会の認定薬剤の一覧表（表 3.2）から木材保存剤の有効成分を

抽出（表 3.3）し、平成 22 年度以降の実験で使用するための基礎資料とした。 

 表 3.2 から明らかなように、認定薬剤は種類が非常に多く、個々の認定薬剤をそれぞれ

別個に促進劣化に供試し、その耐久性を評価することは時間的・金銭的に不可能であると

結論し、有効成分の標品を用いて実験を行うこととした。なお、使用する薬剤は、原則と

して注入処理用木材保存剤の有効成分全てと表面処理用の有効成分の中から重要なものを

選ぶことにした。 

 

(c) 劣化促進方法 

 促進劣化方法には、建材やプラスチック等の促進劣化試験に広く用いられている、高温

環境下に試験体をおく試験方法を採用することにした。湿度をコントロールすることも最

初検討したが、木材から放出される酢酸が恒湿器の冷却器部分で凝結し、冷却器を傷める

ことが報告されたため、湿度条件はコントロールしないことにした。 

 

(d) 試験体形状 

 促進劣化時の試験体形状が結果に影響を与えることが予想されたため、実際の使用に即

した試験体形状であり、かつ分析の手間がかからない試験体形状となるよう検討した。 

 最終的な案として、表面処理用の有効成分の分析には全て辺材からなる 100×100×1mm

の板を使用し、注入処理用の有効成分分析には全て辺材からなる 10×10×20(L)mm の試験

体を使用することにした。なお、上記表面処理用試験体が実際に調達できるか確認中。 

 

(d) 試験実施場所 

 促進劣化試験は、三井化学アグロ株式会社および森林総合研究所でおこなうことにした。

分析については、分析を専門におこなっているリサーチセンターに依頼分析することを検

討したが、必要な予算が確保できないことから、TG 参画者が分析することにした。 
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表 3.2 日本木材保存協会の認定薬剤リスト(a) 

品
 
 
 
 
 
 
目

用
 
 
 
 
 
 
途

製
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
品

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
名

認
定

年
月

日
認

定
番

号
主

 
 
 
 
 
 
成

 
 
 
 
 
 
分

認
定

を
受

け
た

者
次

期
更

新
期

日

 
木

材
防

腐
・

防
蟻

剤
 
接

着
剤

混
入

用
 
リ

ク
タ

ス
－

Ｓ
Ｓ

 
平

 
 
2
1
 
１

.
 
1

Ａ
－

5
0
4
9

 
サ

ン
プ

ラ
ス

・
S
-
4
2
1

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
H
.
2
4
.
 
1
.
 
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
ケ

ミ
ホ

ル
ツ

プ
ラ

イ
Ｃ

Ｔ
Ｆ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
4
0

 
ｲ
ﾐ
ﾀ
ﾞ
ｸ
ﾛ
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾄ
ﾞ
･
I
P
B
C
･
2
-
ﾌ
ｪ
ﾆ
ﾙ
ﾌ
ｪ
ﾉ
ｰ
ﾙ

 
オ

ー
シ

カ
ケ

ミ
テ

ッ
ク

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
サ

ン
プ

レ
ザ

ー
Ｇ

Ｌ
Ｔ

 
平

 
 
2
1
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
4
5

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ･

I
P
B
C

 
株

式
会

社
ザ

イ
エ

ン
ス

 
H
.
2
4
.
 
7
.
 
1

 
Ｓ

Ｂ
－

１
３

５
０

乳
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
4
6

 ｼ
ﾗ
ﾌ
ﾙ
ｵ
ﾌ
ｪ
ﾝ･

ｱ
ｾ
ﾀ
ﾐ
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾄﾞ

･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅｿ

ﾞ
ｰ
ﾙ

 
株

式
会

社
ｴ
ｽ
･
ﾃ
ﾞｨ

ｰ
･
ｴ
ｽ
 
ﾊ
ﾞ
ｲ
ｵ
ﾃ
ｯ
ｸ

 
 
 
 
 
 
〃

 
ラ

ン
バ

ー
ト

Ｇ
Ｉ

Ｐ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
4
7

 
d
･
d
-
T
-
ｼ
ﾌ
ｪ
ﾉ
ﾄ
ﾘ
ﾝ･

I
F
-
1
0
0
0
･
I
P
B
C

 
住

友
化

学
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
ケ

ミ
ホ

ル
ツ

ラ
ン

バ
ー

ト
Ｇ

Ｉ
Ｐ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
4
8

 
 
 
 
〃

 
オ

ー
シ

カ
ケ

ミ
テ

ッ
ク

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
ラ

ン
バ

ー
ト

Ｇ
Ｉ

Ｐ
「

Ｅ
Ｓ

」
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
4
9

 
 
 
 
〃

 
住

化
エ

ン
ビ

ロ
サ

イ
エ

ン
ス

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
Ｓ

Ｄ
Ｓ

 
Ｓ

Ｄ
Ｂ

－
１

３
７

７
剤

 
平

 
 
1
9
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
9
1

 
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
ｱ
ｾ
ﾀ
ﾐ
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾄ
ﾞ

 
株

式
会

社
ｴ
ｽ
･
ﾃ
ﾞｨ

ｰ
･
ｴ
ｽ
 
ﾊ
ﾞ
ｲ
ｵ
ﾃ
ｯ
ｸ

 
H
.
2
2
.
 
7
.
 
1

 
ケ

ミ
ホ

ル
ツ

プ
ラ

イ
Ｓ

Ｄ
Ｂ

－
１

３
７

７
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
9
2

 
 
 
 
〃

 
オ

ー
シ

カ
ケ

ミ
テ

ッ
ク

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
ケ

ミ
ホ

ル
ツ

プ
ラ

イ
Ｌ

Ｉ
Ｋ

剤
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
9
3

 
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
ｲ
ﾐ
ﾀ
ﾞ
ｸ
ﾛ
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾄ
ﾞ

 
オ

ー
シ

カ
ケ

ミ
テ

ッ
ク

株
式

会
社

　
　

　
〃

 
ｴ
ｽ
･
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｰ
･
ｴ
ｽ
 
ﾊ
ﾞ
ｲ
ｵ
ﾃ
ｯ
ｸ
 
プ

ラ
イ

Ｌ
Ｉ

Ｋ
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
9
4

 
 
 
 
〃

 
株

式
会

社
ｴ
ｽ
･
ﾃ
ﾞｨ

ｰ
･
ｴ
ｽ
 
ﾊ
ﾞ
ｲ
ｵ
ﾃ
ｯ
ｸ

　
　

　
〃

リ
ク

タ
ス

ー
Ｄ

Ｆ
 
平

 
 
2
0
.
 
9
.
 
4

Ａ
－

5
4
2
0

ｼ
ﾞ
ﾉ
ﾃ
ﾌ
ﾗ
ﾝ
・

F
-
6
9

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
H
.
2
3
.
 
7
.
 
1

 
加

圧
注

入
用

 
ト

ヨ
ゾ

ー
ル

 
 Ｃ

Ｕ
 
平

 
 
2
1
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
0
5
4

 
ﾅ
ﾌ
ﾃ
ﾝ
酸

銅
 
ケ

ミ
プ

ロ
化

成
株

式
会

社
 
H
.
2
4
.
 
1
.
 
1

 
ト

ヨ
ゾ

ー
ル

 
 Ｚ

Ｎ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
0
5
5

 
ﾅ
ﾌ
ﾃ
ﾝ
酸

亜
鉛

 
 
 
 
 
〃

 
 
 
 
 
 
〃

 
 
ペ

ン
タ

キ
ュ

ア
ニ

ュ
ー

 
 
Ｂ

Ｍ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
0
5
6

 
D
D
A
C

 
株

式
会

社
ザ

イ
エ

ン
ス

 
 
 
 
 
 
〃

 
 

 
マ

イ
ト

レ
ッ

ク
 
 
Ａ

Ｃ
Ｑ

 
平

 
 
2
0
.
 
8
.
 
1

Ａ
－

5
0
9
9

 
酸

化
第

二
銅

･
B
K
C

 
株

式
会

社
コ

シ
イ

プ
レ

ザ
ー

ビ
ン

グ
 
H
.
2
3
.
 
8
.
 
1

 
 

 
モ

ク
ボ

ー
 
 Ａ

Ａ
Ｃ

 
平

 
 
1
9
.
 
5
.
 
1

Ａ
－

5
2
1
6

 
D
D
A
C

 
大

日
本

木
材

防
腐

株
式

会
社

 
H
.
2
2
.
 
5
.
 
1

 
 
モ

ク
ボ

ー
 
 
Ｚ

Ｅ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
1
7

 
ﾅ
ﾌ
ﾃ
ﾝ
酸

亜
鉛

 
 
 
 
 
〃

 
 
 
 
 
 
〃

 
 
エ

バ
ー

ウ
ッ

ド
 
Ｐ

Ｎ
－

７
０

０
 
平

 
 
2
0
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
2
2
3

 
ﾊ
ﾞ
ｰ
ｻ
ﾁ
ｯ
ｸ
酸

亜
鉛

･
ﾍ
ﾟ
ﾙ
ﾒ
ﾄ
ﾘ
ﾝ

 
住

化
エ

ン
ビ

ロ
サ

イ
エ

ン
ス

株
式

会
社

 
H
.
2
3
.
 
1
.
 
1

 
レ

ザ
ッ

ク
 
 
Ｒ

 
平

 
 
2
1
.
 
6
.
 
1

Ａ
－

5
2
2
6

 
D
D
A
C

 
株

式
会

社
コ

シ
イ

プ
レ

ザ
ー

ビ
ン

グ
 
H
.
2
4
.
 
6
.
 
1

 
タ

ナ
リ

ス
Ｃ

ｕ
Ａ

ｚ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
3
3

 
酸

化
第

二
銅

･
ほ

う
酸

･
ﾃ
ﾌ
ﾞ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
株

式
会

社
ザ

イ
エ

ン
ス

 
 
 
 
 
 
〃

 
セ

ル
ボ

ー
Ｐ

 
平

 
 
2
0
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
2
6
5

 
D
D
A
C
･
ほ

う
酸

 
越

井
木

材
工

業
株

式
会

社
 
H
.
2
3
.
 
1
.
 
1

 
サ

イ
プ

ロ
ビ

ン
 
平

 
 
1
9
.
 
8
.
 
1

Ａ
－

5
3
2
1

 
ﾎ
ﾟ
ﾘ
ｴ
ﾁ
ﾚ
ﾝ
ｸ
ﾞ
ﾘ
ｺ
ｰ
ﾙ
･
ﾎ
ﾙ
ﾏ
ﾘ
ﾝ
･
尿

素
･

 
株

式
会

社
ア

ズ
 
H
.
2
2
.
 
8
.
 
1

 
ﾄ
ﾐ
ｻ
ｲ
ﾄ
ﾞ
G
S
･
ﾓ
ﾘ
ﾌ
ﾞ
ﾃ
ﾞ
ﾝ
酸

ｶ
ﾘ
ｳ
ﾑ

 
Ｌ

Ｃ
－

２
５

０
剤

 
平

 
 
2
0
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
3
2
3

 
水

酸
化

第
二

銅
･ﾘ

ｸ
ﾞ
ﾆ
ﾝ
ｽ
ﾙ
ﾎ
ﾝ
酸

塩
 
株

式
会

社
ｴ
ｽ
･
ﾃ
ﾞｨ

ｰ
･
ｴ
ｽ
 
ﾊ
ﾞ
ｲ
ｵ
ﾃ
ｯ
ｸ

 
H
.
2
3
.
 
1
.
 
1

 
タ

ナ
リ

ス
Ｃ

Ｙ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
2
4

 
酸

化
第

二
銅

･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
株

式
会

社
ザ

イ
エ

ン
ス

 
 
 
 
 
 
〃

 
ペ

ン
タ

キ
ュ

ア
E
CO
３

０
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
2
5

 
D
D
A
C
･
ﾃ
ﾌ
ﾞ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
ｲ
ﾐ
ﾀ
ﾞ
ｸ
ﾛ
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾄ
ﾞ

 
 
 
 
 
〃

 
 
 
 
 
 
〃

 
Ｌ

Ｃ
－

３
５

０
剤

 
平

 
 
2
1
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
3
3
9

 水
酸

化
第

二
銅
･
ｼﾌ
ﾟﾛ
ｺ
ﾅｿ
ﾞｰ
ﾙ･
ﾘ
ｸﾞ
ﾆﾝ

ｽﾙ
ﾎﾝ
酸

塩
 
株

式
会

社
ｴ
ｽ
･
ﾃ
ﾞｨ

ｰ
･
ｴ
ｽ
 
ﾊ
ﾞ
ｲ
ｵ
ﾃ
ｯ
ｸ

 
H
.
2
4
.
 
1
.
 
1

 
ニ

ッ
サ

ン
ク

リ
ー

ン
Ｃ

Ｉ
 
平

 
 
2
1
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
4
4

 
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
ｲ
ﾐ
ﾀ
ﾞ
ｸ
ﾛ
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾄ
ﾞ

 
兼

松
日

産
農

林
株

式
会

社
 
H
.
2
4
.
 
7
.
 
1

 
エ

コ
テ

ィ
ン

バ
ー

Ｍ
Ｎ

Ｗ
－

２
０

 
平

 
 
2
2
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
3
6
3

 
D
D
A
C
･
ﾍ
ﾟ
ﾙ
ﾒ
ﾄ
ﾘ
ﾝ

 
松

垣
薬

品
工

業
株

式
会

社
 
H
.
2
5
.
 
1
.
 
1

 
レ

ザ
ッ

ク
Ｉ

Ｍ
Ｄ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
6
4

 
D
D
A
C
･
ｲ
ﾐ
ﾀﾞ

ｸ
ﾛ
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾄ
ﾞ

 
株

式
会

社
コ

シ
イ

プ
レ

ザ
ー

ビ
ン

グ
 
 
 
 
 
 
〃

 
マ

イ
ト

レ
ッ

ク
Ｃ

ｕ
Ｃ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
6
5

 
酸

化
第

二
銅

･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
 
 
 
 
〃

 
 
 
 
 
 
〃

 
レ

ザ
ッ

ク
Ｄ

Ｐ
Ｓ

 
平

 
 
1
9
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
6
9

 
D
M
P
A
P
･
ｼ
ﾗ
ﾌ
ﾙ
ｵ
ﾌ
ｪ
ﾝ

 
 
 
 
 
〃

 
H
.
2
2
.
 
7
.
 
1

 
モ

ク
ボ

ー
Ａ

Ａ
Ｃ

４
０

Ｅ
Ｃ

 
平

 
 
2
0
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
7
2

 
D
M
P
A
P
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ

 
大

日
本

木
材

防
腐

株
式

会
社

 
H
.
2
3
.
 
7
.
 
1

 
ペ

ン
タ

キ
ュ

ア
Ｂ

Ｍ
－

Ｐ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
7
3

 
D
M
P
A
P

 
株

式
会

社
ザ

イ
エ

ン
ス

 
 
 
 
 
 
〃

 
コ

シ
エ

ー
ス

Ｐ
Ｂ

 
平

 
 
1
9
.
 
9
.
 
3

Ａ
－

5
4
1
2

ﾃ
ﾌ

ｺ
ﾅ
ｿ

ｰ
ﾙ
・

ﾌ
ﾛ
ﾋ

ｺ
ﾅ
ｿ

ｰ
ﾙ
・

ｲ
ﾐ
ﾀ

ｸ
ﾛ

ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾄ
ﾞ

 
越

井
木

材
工

業
株

式
会

社
 
H
.
2
2
.
 
7
.
 
1

シ
ン

ク
ロ

ス
－

Ｅ
Ｆ

 
平

 
 
2
1
.
 
9
.
1
4

Ａ
－

5
4
2
1

ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ
・

Ｆ
-
6
9

三
井

化
学

ア
グ

ロ
株

式
会

社
 
H
.
2
4
.
 
7
.
 
1

加
圧

注
入

用
ー

テ
ィ

ン
ボ

ア
 
平

 
 
2
0
.
 
2
.
1
2

Ａ
－

5
4
1
8

八
ホ

ウ
酸
二

ナ
ト

リ
ウ
ム
四

水
和

剤
U
.
S
.
B
o
r
a
x
 
I
n
c
．

 
H
.
2
3
.
 
1
.
 
1

J
I
S
 
K
 
1
5
7
1
:
2
0
0
4

附
属

書
（

規
定

）
に

よ
る

認
定

　
社

団
法

人
日

本
木

材
保

存
協

会
認

定
 
木

材
保

存
剤

（
1
）

　

 



 

－ 39 － 

表 3.2 日本木材保存協会の認定薬剤リスト(b) 
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製
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
品

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
名

認
定

年
月

日
認

定
番

号
主

 
 
 
 
 
 
成

 
 
 
 
 
 
分

認
定

を
受

け
た

者
次

期
更

新
期

日

 
木

材
防

腐
・

防
蟻

剤
 
表

面
処

理
用

 
カ

レ
ー

ト
油

剤
 
平

 
 
2
1
.
 
1
0
.
 
1

Ａ
－

5
1
6
5

 
ﾍ
ﾟ
ﾙ
ﾒ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ
・

S
-
4
2
1

 
住

友
化

学
株

式
会

社
 
H
.
2
4
.
 
1
0
.
 
1

 
 
 
（

油
溶

性
）

 
ケ

ミ
ホ

ル
ツ

カ
レ

ー
ト

油
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
1
6
9

 
 
 
 
〃

 
オ

ー
シ

カ
ケ

ミ
テ

ッ
ク

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
 

 
サ

ン
プ

レ
ザ

ー
 
 
Ｏ

Ｇ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
1
8
2

 
ﾅ
ﾌ
ﾃ
ﾝ
酸

銅
 
株

式
会

社
ザ

イ
エ

ン
ス

 
 
 
 
 
 
〃

 
 

 
サ

ン
プ

レ
ザ

ー
 
 
Ｏ

Ｇ
Ｒ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
1
8
3

 
ﾅ
ﾌ
ﾃ
ﾝ
酸

銅
･
ｸ
ﾚ
ｵ
ｿ
ｰ
ﾄ
油

 
 
 
 
 
〃

 
 
 
 
 
 
〃

 
 

 
コ

ダ
マ

カ
レ

ー
ト

油
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
0
4

 
ﾍ
ﾟ
ﾙ
ﾒ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ
・

S
-
4
2
1

 
児

玉
化

学
工

業
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
 
ピ

レ
ス

油
剤

 
平

 
 
2
2
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
2
8
8

 
ﾋ
ﾞ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
ケ

ミ
プ

ロ
化

成
株

式
会

社
 
H
.
2
5
.
 
1
.
 
1

 
フ

マ
キ

ラ
ー

エ
コ

ロ
フ

ェ
ン

油
剤

Ａ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
9
4

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ･

I
P
B
C

 
フ

マ
キ

ラ
ー

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
メ

ト
ロ

フ
ェ

ン
油

剤
 
平

 
 
1
9
.
 
5
.
 
1

Ａ
－

5
2
2
1

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｴ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ
･
S
-
4
2
1
･
ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
H
.
2
2
.
 
5
.
 
1

 
ケ

ミ
プ

ロ
シ

ロ
ネ

ン
油

剤
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
3
7

 
ｼ
ﾗ
ﾌ
ﾙ
ｵ
ﾌ
ｪ
ﾝ
･
S
-
4
2
1
･
ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ

 
ケ

ミ
プ

ロ
化

成
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
コ

シ
イ

ア
リ

ピ
レ

ス
油

剤
 
平

 
 
1
9
.
 
8
.
 
1

Ａ
－

5
2
4
5

 
ﾋ
ﾞ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾄ
ﾘ
ﾝ･

I
P
B
C

 
株

式
会

社
コ

シ
イ

プ
レ

ザ
ー

ビ
ン

グ
 
H
.
2
2
.
 
8
.
 
1

 
ニ

チ
ノ

ー
ア

リ
ピ

レ
ス

油
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
5
1

 
 
 
 
〃

 
日

本
農

薬
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
ケ

ミ
プ

ロ
ア

リ
ピ

レ
ス

油
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
5
3

 
 
 
 
〃

 
ケ

ミ
プ

ロ
化

成
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
ア

リ
ピ

レ
ス

油
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
5
5

 
 
 
 
〃

 
エ

フ
エ

ム
シ

ー
・

ケ
ミ

カ
ル

ズ
(
株

)
 
 
 
 
 
 
〃

 
ケ

ミ
ホ

ル
ツ

ア
リ

ピ
レ

ス
油

剤
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
5
7

 
 
 
 
〃

 
ケ

ミ
ホ

ル
ツ

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
エ

コ
ロ

フ
ェ

ン
油

剤
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
0
6

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
サ

ン
プ

レ
ザ

ー
Ｏ

Ｐ
－

Ｃ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
0
7

 
 
 
 
〃

 
株

式
会

社
ザ

イ
エ

ン
ス

 
 
 
 
 
 
〃

 
ア

リ
デ

ン
油

剤
－

Ｅ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
0
8

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ
･
I
B
T
E
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
エ

コ
ロ

フ
ェ

ン
油

剤
 
平

 
 
2
2
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
3
1
6

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ･

I
P
B
C

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
H
.
2
5
.
 
1
.
 
1

 
フ

マ
キ

ラ
ー

ホ
ル

サ
ー

油
剤

 
平

 
 
2
0
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
2
6
1

 
ﾍ
ﾟ
ﾙ
ﾒ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
I
P
B
C
･
M
G
K
2
6
4

 
フ

マ
キ

ラ
ー

株
式

会
社

 
H
.
2
3
.
 
1
.
 
1

 
ホ

ル
サ

ー
油

剤
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
6
3

 
 
 
 
 
 
同

上
 
住

友
化

学
工

業
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
コ

シ
イ

シ
ロ

ネ
ン

油
剤

Ａ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
2
7

 
ｼ
ﾗ
ﾌ
ﾙ
ｵ
ﾌ
ｪ
ﾝ･

I
P
B
C

 
株

式
会

社
コ

シ
イ

プ
レ

ザ
ー

ビ
ン

グ
 
 
 
 
 
 
〃

 
ヤ

シ
マ

ア
リ

ピ
レ

ス
油

剤
 
平

 
 
2
0
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
2
9

 
ﾋ
ﾞ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾄ
ﾘ
ﾝ･

I
P
B
C

 
ヤ

シ
マ

産
業

株
式

会
社

 
H
.
2
3
.
 
7
.
 
1

 
フ

マ
キ

ラ
ー

エ
コ

ロ
フ

ェ
ン

油
剤

Ｃ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
3
0

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
フ

マ
キ

ラ
ー

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
ア

リ
ダ

ン
ヘ

キ
サ

イ
ド

Ｈ
油

剤
 
平

 
 
2
0
.
 
8
.
 
1

Ａ
－

5
2
3
0

 
B
D
C
P
･
S
-
4
2
1
･
ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ

 
フ

ク
ビ

化
学

工
業

株
式

会
社

 
H
.
2
3
.
 
8
.
 
1

 
ア

リ
シ

ス
ゴ

ー
ル

ド
－

Ｓ
Ｔ

 
平

 
 
2
1
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
3
3
7

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
ケ

ミ
プ

ロ
化

成
株

式
会

社
 
H
.
2
4
.
 
1
.
 
1

 
フ

マ
キ

ラ
ー

ウ
ッ

ド
テ

ク
ト

油
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
3
8

 
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
I
P
B
C
･
ｼ
ﾗ
ﾌ
ﾙ
ｴ
ｵ
ﾌ
ｪ
ﾝ

 
フ

マ
キ

ラ
ー

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
フ

マ
キ

ラ
ー

エ
コ

ロ
フ

ェ
ン

油
剤

 
平

 
 
2
1
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
2
7
5

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ･

I
P
B
C

 
フ

マ
キ

ラ
ー

株
式

会
社

 
H
.
2
4
.
 
7
.
 
1

 
金

鳥
シ

ロ
ネ

ン
油

剤
Ｐ

 
平

 
 
2
2
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
3
5
0

 
ｼ
ﾗ
ﾌ
ﾙ
ｴ
ｵ
ﾌ
ｪ
ﾝ
･
I
P
B
C

 
大

日
本

除
蟲

菊
株

式
会

社
 
H
.
2
5
.
 
1
.
 
1

 
ケ

ミ
ホ

ル
ツ

ト
ッ

プ
エ

ー
ス

油
剤

Ｐ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
5
3

 
 
 
 
〃

 
オ

ー
シ

カ
ケ

ミ
テ

ッ
ク

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
金

鳥
シ

ロ
ネ

ン
油

剤
Ｃ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
5
5

 
ｼ
ﾗ
ﾌ
ﾙ
ｴ
ｵ
ﾌ
ｪ
ﾝ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
大

日
本

除
蟲

菊
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
ケ

ミ
プ

ロ
シ

ロ
ネ

ン
油

剤
Ｃ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
5
6

 
 
 
 
〃

 
ケ

ミ
プ

ロ
化

成
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
ア

リ
ゾ

ー
ル

Ｃ
Ｓ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
6
0

 
 
 
 
〃

 
大

日
本

木
材

防
腐

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
白

ア
リ

ス
ー

パ
ー

２
１

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
6
1

 
 
 
 
〃

 
株

式
会

社
吉

田
製

油
所

 
 
 
 
 
 
〃

 
キ

シ
ラ

モ
ン

ト
ラ

ッ
ド

 
平

 
 
1
9
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
6
6

 
ｸ
ﾛ
ﾁ
ｱ
ﾆ
ｼ
ﾞ
ﾝ
･
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ﾋ
ﾟ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
ﾃ
ﾌ
ﾞ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 日
本

エ
ン

バ
イ

ロ
ケ

ミ
カ

ル
ズ

株
式

会
社

 
H
.
2
2
.
 
7
.
 
1

 
サ

ン
エ

イ
ム

ア
リ

ピ
レ

ス
Ｓ

油
剤

 
平

 
 
2
0
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
3
7
0

 
ビ

フ
ェ

ン
ト

リ
ン

・
Ｉ

Ｐ
Ｂ

Ｃ
 
株

式
会

社
サ

ン
エ

イ
ム

 
H
.
2
3
.
 
1
.
 
1

 
ア

リ
ン

コ
Ｓ

油
剤

Ｃ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
7
1

 
シ

ラ
フ

ル
オ

フ
ェ

ン
・

シ
プ

ロ
コ

ナ
ゾ

ー
ル

 
泉

商
事

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

表
面

処
理

用
（

油
溶

ペ
ン

タ
キ

ュ
ア

Ｏ
Ｐ

 
平

 
 
2
0
.
 
2
.
1
2

Ａ
－

5
4
1
9

 
D
D
A
C
・

ﾁ
ｱ
ﾒ
ﾄ
ｷ
ｻ
ﾑ

株
式

会
社

ザ
イ

エ
ン

ス
 
H
.
2
3
.
 
1
.
 
1

性
）

－
深

浸
潤

用
：

注
入

処
理

用
試

験
を

適
用

　
社

団
法

人
日

本
木

材
保

存
協

会
認

定
 
木

材
保

存
剤

（
2
）
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表 3.2 日本木材保存協会の認定薬剤リスト(c) 

品
 
 
 
 
 
 
目

用
 
 
 
 
 
 
途

製
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
品

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
名

認
定

年
月

日
認

定
番

号
主

 
 
 
 
 
 
成

 
 
 
 
 
 
分

認
定

を
受

け
た

者
次

期
更

新
期

日

 
木

材
防

腐
・

防
蟻

剤
 
表

面
処

理
用

 
サ

ン
プ

レ
ザ

－
Ｐ

Ｗ
９

６
 
平

 
 
2
2
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
2
9
5

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ
･
I
P
B
C･

ﾃ
ﾌ
ﾞ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
株

式
会

社
ザ

イ
エ

ン
ス

 
H
.
2
5
.
 
1
.
 
1

 
 
（

水
希

釈
系

）
 
ピ

レ
ス

３
０

Ｗ
Ｅ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
9
6

 
ﾋ
ﾞ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
ケ

ミ
プ

ロ
化

成
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
ア

リ
ピ

レ
ス

３
０

Ｗ
Ｅ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
9
7

 
 
 
 
〃

 
エ

フ
エ

ム
シ

ー
・

ケ
ミ

カ
ル

ズ
(
株

)
 
 
 
 
 
 
〃

 
ハ

チ
ク

サ
ン

２
０

Ｗ
Ｅ

／
Ｔ

Ｃ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
9
8

 
ｲ
ﾐ
ﾀ
ﾞ
ｸ
ﾛ
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾄ
ﾞ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
ケ

ミ
プ

ロ
化

成
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
ハ

チ
ク

サ
ン

２
０

Ｗ
Ｅ

／
Ａ

Ｃ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
9
9

 
 
 
 
〃

 
ﾊ
ﾞ
ﾞ
ｲ
ｴ
ﾙ
ｸ
ﾛ
ｯ
ﾌ
ﾟ
ｻ
ｲ
ｴ
ﾝ
ｽ
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
フ

マ
キ

ラ
－

エ
コ

ロ
フ

ェ
ン

Ｗ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
0
3

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ･

I
P
B
C

 
フ

マ
キ

ラ
ー

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
サ

ン
プ

レ
ザ

ー
Ｗ

Ｏ
Ｔ

 
平

 
 
1
9
.
 
8
.
 
1

Ａ
－

5
2
4
1

 
ﾅ
ﾌ
ﾃ
ﾝ
酸

銅
 
株

式
会

社
ザ

イ
エ

ン
ス

 
H
.
2
2
.
 
8
.
 
1

 
ケ

ミ
ホ

ル
ツ

ヘ
キ

サ
イ

ド
Ｈ

乳
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
5
0

 
B
D
C
P
･
S
-
4
2
1
･
ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ

 
オ

ー
シ

カ
ケ

ミ
テ

ッ
ク

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
ア

リ
ダ

ン
ヘ

キ
サ

イ
ド

Ｈ
乳

剤
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
2
6
8

 
 
 
 
〃

 
フ

ク
ビ

化
学

工
業

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
エ

コ
ロ

フ
ェ

ン
Ｃ

Ｗ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
1
7

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
ア

リ
デ

ン
乳

剤
－

Ｅ
Ｓ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
1
8

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ
･I

B
T
E
･
ｻ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ｽ

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
ア

リ
デ

ン
乳

剤
－

Ｅ
Ｃ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
1
9

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ
･
I
B
T
E
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
エ

コ
ロ

フ
ェ

ン
Ｗ

 
平

 
 
2
2
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
3
2
0

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ･

I
P
B
C

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
H
.
2
5
.
 
1
.
 
1

 
コ

シ
イ

ア
リ

ピ
レ

ス
２

０
Ｗ

乳
剤

 
平

 
 
2
0
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
3
4

ﾋ
ﾞ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
I
P
B
C
･
ﾃ
ﾌ
ﾟ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
株

式
会

社
コ

シ
イ

プ
レ

ザ
ー

ビ
ン

グ
 
H
.
2
3
.
 
7
.
 
1

 
フ

マ
キ

ラ
－

エ
コ

ロ
フ

ェ
ン

Ｃ
Ｗ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
3
6

 
ｴ
ﾄ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｯ
ｸ
ｽ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
フ

マ
キ

ラ
ー

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
ハ

チ
ク

サ
ン

Ｓ
Ｌ

 
平

 
 
2
1
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
4
2

 
ｲ
ﾐ
ﾀ
ﾞ
ｸ
ﾛ
ﾌ
ﾟ
ﾘ
ﾄ
ﾞ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
ｲ
ｿ
ﾁ
ｱ
ｿ
ﾞ
ﾘ
ﾝ

バ
イ

エ
ル

ク
ロ

ッ
プ

サ
イ

エ
ン

ス
株

式
会

社
 
H
.
2
4
.
 
7
.
 
1

 
Ｊ

Ｃ
ハ

チ
ク

サ
ン

Ｓ
Ｌ

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
4
3

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
日

本
カ

ー
リ

ッ
ト

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
エ

バ
－

ウ
ッ

ド
乳

剤
Ｐ

Ｃ
３

０
Ｗ

 
平

 
 
2
2
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
3
6
2

 
ﾍ
ﾟ
ﾙ
ﾒ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
住

化
エ

ン
ビ

ロ
サ

イ
エ

ン
ス

株
式

会
社

 
H
.
2
5
.
 
1
.
 
1

 
水

性
キ

シ
ラ

モ
ン

3
W

 
平

 
 
1
9
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
6
7

 
ｸ
ﾛ
ﾁ
ｱ
ﾆ
ｼ
ﾞ
ﾝ
･
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ﾋ
ﾟ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
I
P
B
C

 
日

本
エ

ン
バ

イ
ロ

ケ
ミ

カ
ル

ズ
株
式

会
社

 
H
.
2
2
.
 
7
.
 
1

 
エ

ク
ス

ミ
ン

木
部

処
理

乳
剤

Ｃ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
6
8

 
ﾍ
ﾟ
ﾙ
ﾒ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
住

友
化

学
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
ア

ク
ア

ア
リ

ゾ
ー

ル
 
平

 
 
2
0
.
 
7
.
 
1
 

Ａ
－

5
3
7
4

 
ﾄ
ﾗ
ﾛ
ﾒ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
大

日
本

木
材

防
腐

株
式

会
社

 
H
.
2
3
.
 
7
.
 
1

 
水

性
白

ア
リ

ス
ー

パ
ー

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
7
5

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
株

式
会

社
吉

田
製

油
所

 
 
 
 
 
 
〃

 
コ

シ
マ

ッ
ク

ス
Ｂ

Ｆ
２

０
乳

剤
 
平

 
 
1
8
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
7
6

ﾋ
ﾞ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ﾃ
ﾌ
ﾞ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ﾋ
ﾟ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
株

式
会

社
コ

シ
イ

プ
レ

ザ
ー

ビ
ン

グ
 
H
.
2
1
.
 
7
.
 
1

 
ア

リ
ピ

レ
ス

木
部

乳
剤

２
０

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
7
7

 
ﾋ
ﾞ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ﾃ
ﾌ
ﾞｺ

ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
I
P
B
C

 
エ

フ
エ

ム
シ

ー
・

ケ
ミ

カ
ル

ズ
(
株

)
 
 
 
 
 
 
〃

 
ニ

チ
ノ

ー
ア

リ
ピ

レ
ス

木
部

乳
剤

２
０

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
7
8

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
日

本
農

薬
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
ア

リ
ピ

レ
ス

木
部

乳
剤

２
０

「
Ｅ

Ｓ
」

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
8
0

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
住

化
エ

ン
ビ

ロ
サ

イ
エ

ン
ス

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
ケ

ミ
ホ

ル
ツ

ア
リ

ピ
レ

ス
木

部
乳

剤
２

０
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
8
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
オ

ー
シ

カ
ケ

ミ
テ

ッ
ク

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
オ

プ
テ

ィ
ガ

ー
ド

２
０

E
C

 
平

 
 
2
2
.
1
.
 
1

Ａ
－

5
3
8
3

ﾁ
ｱ
ﾒ
ﾄ
ｷ
ｻ
ﾑ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
ﾁ
ｱ
ﾍ
ﾞ
ﾝ
ﾀ
ﾞ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
シ

ン
ジ

ェ
ン

タ
ジ

ャ
パ

ン
株

式
会

社
 
H
.
2
5
.
 
1
.
 
1

 
ケ

ミ
プ

ロ
オ

プ
テ

イ
ガ

ー
ド

２
０

E
C

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
8
4

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
ケ

ミ
プ

ロ
化

成
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
ケ

ミ
ホ

ル
ツ

オ
プ

テ
イ

ガ
ー

ド
２

０
E
C

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
8
5

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
オ

ー
シ

カ
ケ

ミ
テ

ッ
ク

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
オ

プ
テ

ィ
ガ

ー
ド

２
０

E
C
「

Ｅ
Ｓ

」
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
8
7

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
住

化
エ

ン
ビ

ロ
サ

イ
エ

ン
ス

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
モ

ク
ボ

ー
オ

プ
テ

ィ
ガ

ー
ド

２
０

E
C

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
8
8

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
大

日
本

木
材

防
腐

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

木
部

用
天

然
ピ

レ
ト

リ
ン

Ｍ
Ｃ

「
Ｅ

Ｓ
」

 
平

 
 
2
0
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
3
9
5

 
ﾋ
ﾟ
ﾚ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ﾍ
ｷ
ｻ
ｺ
ﾅ
ｿﾞ

ｰ
ﾙ

 
住

化
エ

ン
ビ

ロ
サ

イ
エ

ン
ス

株
式

会
社

 
H
.
2
3
.
 
1
.
 
1

 
ミ

ケ
ブ

ロ
ッ

ク
乳

剤
（

木
部

処
理

用
）

「
Ａ

Ｃ
」

 
平

 
 
2
0
.
 
7
.
 
1

Ａ
－

5
3
9
6

 
ｼ
ﾞ
ﾉ
ﾃ
ﾌ
ﾗ
ﾝ
･
F
-
6
9

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
H
.
2
3
.
 
7
.
 
1

 
ミ

ケ
ブ

ロ
ッ

ク
乳

剤
（

木
部

処
理

用
）

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
9
7

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
三

井
化

学
ア

グ
ロ

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
白

ア
リ

ミ
ケ

ブ
ロ

ッ
ク

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
9
8

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
株

式
会

社
吉

田
製

油
所

 
 
 
 
 
 
〃

 
ラ

ロ
ー

ル
乳

剤
「

Ｅ
Ｓ

」
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
3
9
9

 
ｼ
ﾞ
ﾉ
ﾃ
ﾌ
ﾗ
ﾝ
･
ﾍ
ｷ
ｻ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
住

化
エ

ン
ビ

ロ
サ

イ
エ

ン
ス

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
ラ

ラ
ッ

プ
Ｍ

Ｃ
－

Ａ
木

部
処

理
剤

「
Ｅ

Ｓ
」

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
4
0
0

 
ｼ
ﾌ
ｪ
ﾉ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
住

化
エ

ン
ビ

ロ
サ

イ
エ

ン
ス

株
式

会
社

 
 
 
 
 
 
〃

 
ラ

ラ
ッ

プ
Ｍ

Ｃ
木

部
処

理
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
4
0
1

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
住

友
化

学
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
ア

リ
ピ

レ
ス

２
０

Ｗ
Ｓ

Ｅ
 
平

 
 
2
1
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
4
0
2

 
ﾋ
ﾞ
ﾌ
ｪ
ﾝ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ﾍ
ｷ
ｻ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
エ

フ
エ

ム
シ

ー
・

ケ
ミ

カ
ル

ズ
(
株

)
 
H
.
2
4
.
 
1
.
 
1

 
ニ

チ
ノ

ー
ア

リ
ピ

レ
ス

２
０

Ｗ
Ｓ

Ｅ
 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
4
0
3

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
〃

 
日

本
農

薬
株

式
会

社
 
 
 
 
 
 
〃

 
し

ろ
あ

り
御

用
水

性
 
平

 
 
2
0
.
 
1
.
 
1

Ａ
－

5
4
0
4

 
ﾍ
ﾟ
ﾙ
ﾒ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
岩

崎
産

業
株

式
会

社
 
H
.
2
3
.
 
1
.
 
1

 
木

部
用

キ
ク

ト
ッ

プ
Ｍ

Ｃ
 
平

 
 
2
1
.
 
7
.
1
1

Ａ
－

5
4
0
5

 
ﾌ
ﾟ
ﾗ
ﾚ
ﾄ
ﾘ
ﾝ
･
ﾍ
ｷ
ｻ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ

 
住

化
エ

ン
ビ

ロ
サ

イ
エ

ン
ス

株
式

会
社

 
H
.
2
4
.
 
7
.
 
1

 
シ

ロ
ネ

ン
木

部
用

水
性

乳
剤

 
 
 
 
 
〃

Ａ
－

5
4
0
6

 
ｼ
ﾗ
ﾌ
ﾙ
ｵ
ﾌ
ｪ
ﾝ
･
ｼ
ﾌ
ﾟ
ﾛ
ｺ
ﾅ
ｿ
ﾞ
ｰ
ﾙ
･
I
F
-
N
R

 
大

日
本

除
蟲

菊
株

式
会

社
　

　
　

〃

　
社

団
法

人
日

本
木

材
保

存
協

会
認

定
 
木

材
保

存
剤

（
3
）

　

 



 

－ 41 － 

表 3.2 日本木材保存協会の認定薬剤リスト(d) 
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表 3.3 木材保存剤の有効成分及び協力剤リスト 

表面 注入 接混
サンプラス ○ ○
S-421 ○ ○
イミダクロプリド imidacloprid ○ ○ ○
IPBC ○ ○
OPP o-phenylphenol ○
エトフェンプロックス Etofenprox ○ ○ ○
シラフルオフェン Silafluofen ○ ○ ○
アセタミプリド Acetamiprid ○
シプロコナゾール Cyproconazole ○ ○
シフェノトリン Cyphenothrin ○ ○
IF-1000 ○
ジノテフラン Dinotefuran ○ ○
F-69 ○ ○ ○
ナフテン酸銅 ○ ○
ナフテン酸亜鉛 ○
DDAC Dimethyldiethylammonium chloride ○
BKC Dialkyldimethylbenzylammonium chloride ○
バーサチック酸亜鉛 ○
ペルメトリン permethrin ○ ○
テブコナゾール Tebconazole ○
ホウ酸 boric acid ○
トミサイドGS ○
DMPAP ○
ビフェントリン Biphenthrin ○
IBTE ○
MGK264 ○
BDCP 4-Bromo-2,5-dichlorophenol ○
クロチアニジン Clothianidin ○
チアメトキサム Thiamethoxam ○
イソチアゾリン ○
ベルメトリン Permethrin ○
プロピコナゾール Propiconazole ○ ○
トラロメトリン Tralomethrin ○
チアベンダゾール Tiabendazole ○
ピレトリン Pyrethrin ○
ヘキサコナゾール Hexaconazole ○
プラレトリン Prallethrin ○
IF-NR ○

処理法
有効成分名 英語名

 

 

3.4 結論と今後の課題 

 木材保存剤有効成分を促進劣化環境におくことで、長期間使用した保存処理木材に含ま

れる木材保存剤の残存量を予測できる可能性が示唆された。また、実験には木材抽出成分

量が少ない辺材部を使用するのが適していることが示唆された。 

 一方、木材保存剤は認定薬剤だけをとっても非常に数が多いことから、各製品を個別に

分析することは非現実的であり、有効成分を評価するのが現実的であると結論された。 
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 本年度は分析を簡単にするために予め木粉にした試料に木材保存剤有効成分を添加して

試験をおこなったが、より実際に即した形状で試験をおこなうことが必要である。 

有効成分によっては、シス、トランスやＲ、Ｓなどの立体異性が存在し、分析が非常に

難しいものもあることが予想されるため、重要かつ分析が容易なものから試験を実施する。 
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第 4 章 新構法住宅および中古住宅の健全度の検証 

 
4.1 目的 

 現代木造住宅に適用されている新構（工）法（外断熱、高気密高断熱、べた基礎、床下・

小屋裏換気、壁体通気、金物等）に関する実態調査を実施し、これらの耐久性能を明らか

にする。 
 
4.2 調査方法等 

 住宅メーカーが所有する実態調査報告（実験住宅等における壁体内等の温湿度や木材含

水率等の測定記録を含む）を基に、新たな構（工）法に関する事故例や改修例等を収集整

理し、それらの耐久性能等について検討する。なお、調査に際しては、住宅メーカー（日

本木造住宅産業協会、ツーバイフォー建築協会、プレハブ建築協会、日本建築士事務所協

会連合会等）だけではなく、木材保存協会や白対協関連の各メーカーからの情報等も合わ

せて収集整理を行う。さらに、可能であれば、住宅支援機構における優良中古一戸建て等

の住宅融資の際に実施されている評価基準を基にした調査判定結果も活用する。 
 
4.2.1 調査対象の構（工）法等  

以下に示すような新構（工）法等に関する現状での問題点等についてヒアリング調査を

行った。 
（1）外断熱 
（2）高気密高断熱 
（3）べた基礎 
（4）床下・小屋裏換気 
（5）壁体通気 
（6）金物 
（7）維持管理手法（点検周期、点検箇所、点検方法（所有者・専門業者）、改修方法等） 

 
4.2.2 調査項目 

上記調査対象項目の（1）から（7）に関しては以下の内容について調査を実施した。な

お、調査に当たっては、実態調査シート（1）から（3）に示すような調査票を作成し、ヒ

アリングまでに対象各社宛に調査票の記入等をお願いした。また、ヒアリング調査におい

て有効と思われる資料等に関しては、適宜、ヒアリング時に提出して頂くこととした。さ

らに、必要に応じてヒアリング時に詳細な資料等の依頼も行った。 
 
（1）構（工）法、仕様 
（2）温湿度、木材等の含水率等の計測記録 
（3）維持管理（点検）方法等 
（4）事故例（事故発生原因等を含め） 
（5）改修例（事故発生原因等の除去方法、改修方法等） 
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4.2.3 調査対象者及び調査時期 

ヒアリング調査は、表 4.1 に示すように住宅生産者（大手ハウスメーカー、工務店等）

及びその他の組織（公益法人、業界団体、専門的な調査会社等）を対象に行い、今回は以

下の５社に対し実施した。 

 

表 4.1 調査対象者一覧 

 対象者名 特徴 調査日 

Ａ社 大手ハウスメーカー 木造軸組工法 H22/1/18 

Ｂ社 大手ハウスメーカー 枠組壁工法 H22/1/12 

Ｃ社 中堅工務店 高耐久仕様を採用 H22/1/12 

Ｄ社 中堅工務店 一般仕様 H22/1/22 

Ｅ社 調査専門会社 シロアリ防除 H22/1/22 

 
調査実施者 

 ヒアリング調査は、TG 委員、コンサルタント及び事務局の三者が立ち会うことを基本

として実施した。メンバーは以下の通り（敬称略）。 
TG 委員 佐藤雅俊、中島正夫、齋藤宏昭、槌本敬大 
コンサルタント 大倉靖彦、山口克己（（株）アルセッド建築研究所） 

北瀬幹哉（環デザイン舎） 
事務局 津田千壽（建築住宅性能基準推進協会） 

竹内孝常（（社）日本木材保存協会） 
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（別添）ヒアリング調査用シート 

 
 
 
 
 

表 4.2 現代木造の耐久性能に関する事態調査シート（1） 
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 表 4.3 現代木造の耐久性能に関する事態調査シート（2） 
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〔１〕ヒアリング調査の概要 

１）調査対象者、調査時期 

 ヒアリング調査は、住宅生産者（大手ハウスメーカー、工務店等）及びその他の組織

（公益法人、業界団体、専門的な調査会社等）を対象に行うことを検討し、今回は以下

の５者に対し実施することとした。 

 

表１ 調査対象者一覧 

 対象者名 特徴 調査日 

Ａ社 大手ハウスメーカー 木造軸組工法 H22/1/18 

Ｂ社 大手ハウスメーカー 枠組壁工法 H22/1/12 

Ｃ社 中堅工務店 高耐久仕様を採用 H22/1/12 

Ｄ社 中堅工務店 一般仕様 H22/1/22 

Ｅ社 調査専門会社 シロアリ防除 H22/1/22 

 
２）調査実施者 

 ヒアリング調査は、TG 委員、コンサルタント及び事務局の三者が立ち会うことを基

本として実施している。メンバーは以下の通り（敬称略）。 
TG 委員 中島正夫、佐藤雅俊、齋藤宏昭、槌本敬大 
コンサルタント 大倉靖彦、山口克己（（株）アルセッド建築研究所） 

 北瀬幹哉（環デザイン舎） 
事務局 津田千壽（建築住宅性能基準推進協会） 

 竹内孝常（（社）日本木材保存協会） 
 
３）調査内容 

主な調査内容は次の通りで、調査票（「現代木造の耐久性能に関する実態調査シート」）

を作成して行った。 
Ⅰ．基本事項（建物の概要、構工法など） 
Ⅱ．事故、劣化事象、改修等の概要（事故・劣化の概要、改修等の概要、その他） 
Ⅲ．住まい方等の概要（世帯構成、住まい方、維持管理方法など） 
Ⅳ．劣化対象部位・事象等に関連する詳細情報（立地関連、各部仕様など） 
Ⅴ．その他関連情報（施工管理、検査、保証方法など） 

表 4.4 現代木造の耐久性能に関する事態調査シート（3） 
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4.3 結果と考察 

 
 現時点における各社毎のヒアリング結果の概要を以下に報告する。 

（1）Ａ社（大手ハウスメーカー、木造軸組工法） 

 南関東地域に建設された築後 20 年以上が経過した３物件（木造軸組工法）について実施

された、耐久性調査に関する情報の提供があった。耐久性調査の主な項目は、ⅰ）内外装

仕上げの損傷の状態、ⅱ）構造材・下地材の腐朽・漏水痕・蟻害の有無、ⅲ）基礎、モル

タル等のサンプル採取による性能確認試験、ⅳ）固有振動測定であった。 

また、リフォーム物件における建物解体時に確認された劣化事象等の事例の提供があっ

た。 

木部の腐朽については、特に湿式工法による在来浴室周りにおける事例が報告された。 

＜依頼追加資料＞ 

①土台の仕様と防腐防蟻処理の方法、②事故物件に係る保証基準や点検に関する資料 

以下、ヒアリング結果の概要を示す。 

①基礎 

・商業地と住宅地の物件を比べると、コンクリートの中性化は商業地の方が進行していた。 

・出隅部や換気口周りにクラックがみられたが耐久性に大きな影響を与えるほどではない。 

②屋根 

・築 20 年の物件の化粧スレート屋根はすべての面の塗装劣化が激しく、全面に塗膜剥離

が発生し、北・西面には藻の発生もみられた。 

③外壁 

・築 20 年の物件ですべての面においてモルタルのクラックがみられた。特に開口部や庇

周りに多く発生していた。壁体内に漏水痕は確認されなかった。木部の腐朽はみられな

かった。 

・開口部の上部には屋根庇、窓庇の設置を原則必須としており、雨漏れの例はみられない。 

・他社施工のリフォーム物件で、雨水が外壁に浸入し壁体内一面に黒カビが発生していた

ものがある。 

④構造用木材 

・築 22 年と 25 年の物件で、在来浴室と洗面脱衣室間の土台に腐朽がみられた。 

・築 25 年の物件では浴室と廊下間の土台にも腐朽がみられた。これらの腐朽は、浴室床

面が土台天端よりも低いため、立ち上がり隅角部から浸水したことによると考えられる。 

・上記以外の土台、柱、梁、筋かい、ラス板、束等の木材に、腐朽や蟻害はみられなかっ

た。 

・他社施工のリフォーム物件では、浴室の出窓下部に木部の腐朽がみられた。 

・こうした浴室周りの不具合については、浴槽に多量の湯を貯め浴室に湯を撒き散らす、

浴室から濡れたまま脱衣室に出て床面を濡らすといった、使い方の問題が関係している

とも考えられる。 

⑤シロアリ被害 

・現場でつくった湿式工法による浴室の出入り口周りの被害がみられた。 

⑥住まい方 
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・気密住宅で開放型ストーブ（灯油又はガスのファンヒーター）を使っていたことでの結

露等の劣化事例がある。 

（2）Ｂ社（大手ハウスメーカー、木造枠組壁工法） 

 枠組壁工法の住宅について、これまで比較的一般的にみられた事故や劣化事象等の概要

についての情報を得た。 

＜依頼追加資料＞ 

①個別の事故物件情報、②保証基準、点検に関する資料 

以下、ヒアリング結果の概要を示す。 

①点検、再保証 

・10 年目以降の再保証は有償メンテを受けることが条件である。点検は無償だがメンテナ

ンスは有償で平均費用は約 125 万円（約 10 万円／年）。再保証の契約割合は 40％強。 

・10 年時の補修措置としては、外壁や屋根の再塗装、コーキング打ち直し、防蟻再処理を

行っている。 

・10 年点検では補修工事が必要でない場合も多く、今までの事例から築後 15 年頃に点検

補修を行う方が意味あるのではないかと考えている。 

②シロアリ被害 

・福岡県の島にある築 10 年ほどの充填断熱工法の物件でシロアリの被害があり、３年前

に調査を行った。築 5～10 年の間にシロアリ被害があったことになる。 

・ウッドデッキに隠れている基礎部分に蟻道が形成されていた。蟻道が見えなかったため

に被害が拡大し、２階の床まで面的にやられていたので、建て替えを行った。土台廻り

等の部分的な被害なら部分補修により対応できるが、被害が全体に及んでいたこと、会

社の信用確保のための経営的な判断により、瑕疵保証により建て替えるということにな

った。 

・本物件は別荘用途であり、間欠的な利用で維持管理も不十分であったことも影響した。 

・基礎断熱はシロアリ被害が怖いので採用していない。床断熱としている。 

③雨漏り劣化 

・事故例では雨漏れが最も多い。 

・屋根より開口部まわりが多い。特に台風のときに多い。 

・開口部まわりでは、サッシつばと合板の防水テープ（プチルテープ）の不完全な接着が

原因で雨水浸入する。施工時に合板が濡れているとテープが付着しにくく、材料を乾か

した状態にする施工管理が求められる。 

・外壁と軒天の接点のとめていない部分、サッシとモルタルの接点はどうしてもすいてし

まうので処理しきれず、水が入ってしまうことがある。瑕疵の対象ではないがシーリン

グなどを行う。 

④バルコニー周りの劣化 

・バルコニーの笠木から雨水の浸入があるので、笠木下に通気がとれる納まりとした。 

・手すり壁部分に開口を設け格子が入る等の複雑な形にすると、雨水が浸入しやすい。 

・バルコニー床はこれまで FRP 防水としていたが、シンナー臭の問題でウレタン防水に変

更した。 

・陸屋根は要望があるが、防水より小屋裏換気の面で課題があり行っていない。 
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⑤床下・地盤関係の劣化等 

・床下の腐朽はほとんどない。 

・局地的に夏型の結露が発生することがある。夏場の放射冷却による基礎結露はねこ土台

などの構造的な問題ではなく、まわりに緑が多く水蒸気圧が高い鎌倉などの地域に見ら

れるようである。 

・防蟻処理は薬剤を使用するので住まい手がやりたがらないことが多い。べた基礎なので

立ち上がり部分にクラックが出た場合防蟻剤入りコーキングで処理する。 

⑥金物劣化 

・防腐処理の薬品で錆が発生したことがあった。アンカーボルトは大丈夫だった。 

⑦断熱施工 

・外断熱は採用していない。複雑な形状の建物に対し施工精度を確保しにくく、数年後に

問題が出てくるのではないか。出窓などは水受けになる。 

⑧浴室周り 

・２F 浴室の場合は床組の防腐処理を行う。断熱材に水が含むと厄介なので断熱はしない。 

⑨外壁 

・外壁はモルタルが圧倒的に多い。サイディングは不具合が生じることが多く、近年モル

タルが標準仕様に戻った。 

⑩要望事項等 

・木部の防腐防蟻にホウ酸を使えるようにしてほしい。安全面以外に、耐火性能がある 

（3）Ｃ社（中堅工務店、高耐久仕様） 

 木造軸組工法の住宅について、築３年と 10 年のモデルハウス解体状況や比較的一般的に

みられた事故や劣化事象等の概要についての情報を得た。 

＜依頼追加資料＞ 

①事項により改良を行った工法等の情報、②保証の内容、③リフォーム関係の工事項目 

以下、ヒアリング結果の概要を示す。 

①定期点検 

・点検シートのフォーマットは年ごとに異なり、10 年目の点検から専門部署が行う。 

・他社のものでもあまりないが、土台周りの劣化、腐朽菌の発生のような例はある。 

・自社物件では昭和 53 年築が最も古い。当時の展示場を調べたところ、合板の接着不良

があった。また、構造用合板ではなくただのコンパネを使っていた。 

・足場の費用が一番かかる問題がある。瓦で 200 万円。スレート屋根の塗装で 300 万円。 

②シロアリ被害 

・防腐防蟻処理（ACQ）した柱、下地材を１階のすべてに採用している（⑨参照）。 

・車庫の水切り下地の防腐処理をしていなかった部材に発生した。 

・浜名湖近くの物件の玄関の框に発生した例がある。 

・自社物件では建て替えるまでの事故はない。 

・他社物件を建て替えた例はあり、そこから様々な対策を行っている。 

・築 15、20 年で在来浴室まわりの被害が多い。 

③雨漏り劣化 

・20 年前までは雨漏りが一番多かった。対策を専門的に取組み、ほとんどなくなった。 
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・サッシの枠相互の取り合い部に欠陥がある製品もあった。サッシを下地にかぶせれば大

丈夫と思ったが不十分でメーカーと共同で開発を行った。サッシ周りが切れても下地部

分で対応している。 

④バルコニー周りの劣化 

・設計ルールとして、既存の調査から判断しルーフバルコニーはやらないことにしていた。

後付けのアルミバルコニーとするか、どうしても必要な場合は完全なルーフバルコニー

でなく、外壁から外に出る部分をつくってその部分で樋から水を流すことにした。 

・シート防水をやっていたときに接着が切れて水が浸入したことがあった。それ以降、造

船の技術者で加工できる技術者も多いので半硬質の FRP とした。硬質だと割れの心配が

あった。グラスファイバーも１プライでは隙間だらけだったので２プライとした。 

・トップコートは行い、10 年目点検で劣化調査を行っている。 

⑤床下劣化関係 

・去年までねこ土台はやらなかった。従来の換気口で 200×400 ミリの大きさ。 

・長期優良住宅では基礎幅を 150 ミリから 165 ミリにした。基礎考えるとねこ土台。補強

筋がもたないということで基礎梁的にする要因でねこ土台にした。 

・当初ねこ土台の事故を聞いた。換気不足で床が濡れた。蜘蛛の巣で換気口がふさがれ、

その上水切りで隠されメンテナンスできないことが問題だった。 

・床下の点検システムを構築している。２、５、10 年の点検を行うことになっている。ま

た、換気口の形状にオリジナルの工夫がある。基礎高さも 450～600 ミリとしている。

階段が増える課題はある。 

⑥断熱気密施工 

・平成 12 年から高断熱高気密を始めた。環境試験室で他社の仕様を調べると結露するも

のもあった。 

・単体で見れば性能が出るが、６面の取り合いの部分で結露が発生しやすい。設計図書で

あいまいな部分に結露が多かった。 

・外断熱はやってはいけない。壁と屋根の部分があいまいで、設計も施工も甘く、断熱欠

損が集中してしまう。テープでは止まらないジョイント結露がみえてくる。 

・外壁の穴あけ時に断熱材を欠損させる等の問題があり、家電量販店のエアコン業者は入

れないよう注意喚起している。防犯システムも同様である。 

・夏型の結露はどれくらいおこっているか。実験結果だが、アルミサッシ周りに起こる。 

⑦浴室 

・ユニットバスとし、断熱材を６面パッケージしたものを採用している。 

⑧屋根周り 

・棟換気は 80 年代半ばにやったが、雨水が浸入するのでやめた。軒裏は有孔ボード（安

価である）。住宅金融支援機構の１/300 という換気基準を使っている。 

⑨木材防腐処理 

・木部の防腐処理は昭和 58 年から通し柱を含め１階部分はすべて CCA を行っていた。20

年前くらいから ACQ に切り替え１階柱、土台などへ加圧処理を行っている。合板、面材

も加圧でやっている。軒先周りや通気胴縁なども行っている。 

・ACQ の耐久性は、事故などで水がかからなければ半永久的である。 
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・構造部分はシロアリの被害がないが、無処理の玄関かまちが食べられた。築７年。コン

クリートの打継ぎの部分から出てきた。そこへペレットを入れるようになった。 

⑩金物 

・モデルハウスの金物が木材の防腐剤の影響で錆びていた。しかし、錆の進行は 3 年、10

年のどちらもそれほどでもない。 

⑪外壁 

・85 年からはサイディングの割合が 100％。それまではラスモルタルだった。縦胴縁によ

る通気層の確保と現場の施工管理性、耐震性を考慮した結果である。 

（4）Ｄ社（中堅工務店、一般仕様） 

 建設コストに配慮された工法や仕様の選択及び劣化事象等の概要についての情報を得た。 

＜依頼追加資料＞ 

①施工検査マニュアル、（雨仕舞納まり、構造管理方法）②断熱の標準おさまり③メン

テナンスチェックリスト④ルーフバルコニーのおさまり 

以下、ヒアリング結果の概要を示す。 

①業務概要 

・年間 500 棟 

・坪単価は、建て売りは 60 から 65 万円。注文は 80 万円 

・業務エリアは一都四県 神奈川、千葉、埼玉、茨城の南部 

②施工管理・検査 

・住宅性能表示制度が施行された 2000 年以降、現場における施工管理の徹底が進み、目

立ったクレームはない。 

・住宅の外観は比較的単純で複雑な納まりを避けることなどにより、雨漏り等のクレーム

が減ってきている。 

・設計施工で重視している部分は、下屋と壁の取り合いの部分、窓の下と防水の切り張り

部分、棟違いによる破風の小さい部分、バルコニーの出入口下、笠木の部分である。 

・築６、７年経過すると雨だれで、バルコニー笠木を止めるコーチボルトから水が入って

くることがあり、注意している。 

・雨仕舞については防水紙の重ねしろ、構造については釘のピッチを厳格に検査している。 

・サッシ廻りは防水テープに過信し過ぎると危険である。２×４用の両面テープを使って

いた時は特に冬季に施工した物件に事故が多かった。アスファルトフェルトを張る時に

しわが出来やすく、そこが水みちになるためで、それ以来両面テープはやめた。サッシ

つばの防水はアクリルテープを使っている。 

・ルーフバルコニーは、保証機構の設計施工基準が明確でないこと、また、省エネルギー

基準での断熱措置の扱いが明確でないことにより採用が少なくなった。今は、上階外壁

面に下がり壁をつくり、断熱層、防湿層の連続性を確保するようにした。また、バルコ

ニーの下に点検口はつくっていないが、壁から一枚目のところはビスで外せるようにし

ている。 

③敷地条件と劣化 

・密集地より郊外の方が外壁に風が吹きつけられやすいので、雨漏りが多い。 

・密集地の外壁廻りの方が湿気はたまりそうに考えられるがコケは生えていない。 



 
－ 54 － 

④外壁 

・外壁はコストを抑えるために通気層を設けずモルタル直塗りとしている。建て売りも分

譲も同じ。モルタルにクラックが生じる恐れがあるので通気層を取らないようにしてい

る。 

・モルタル直塗りだからといって合板が腐ったことはないと思う。今まで直塗りをベース

に納まりなど決めていた。省エネルギー対策等級４をとるときだけ通気層を取る。 

・防湿材には以前は別張り防湿フィルムを使っていたが、断熱材に付属した耳付きの防湿

フィルムでよくなったのでそれを使っている（耳をタッカーで止めただけで、テープ止

めはしない）。 

・防水層にはアスファルトフェルト（20 ㎏同等品）、透湿防水シートは直塗りできないし、

タッカーを打ったときに漏水の心配がある。 

・外壁下地は OSB を使っている。北米産のものは湿気に弱く（木口から水が浸入する）、

１、２年後に外壁が膨らんだ事故があったため、クロノボール（ポーランド産）を使っ

ている。北欧産は防水ワックスをかけているものもあり、品質が安定している。ラーチ

合板を使わないのはコストの問題。 

・OSB は一日半で張り、また同一日にフェルトを張って、雨にさらさないように工程管理

している。 

・手間をかけずに、クレームなくやれるかを考えている。すぐに防水を張るなど。バルコ

ニー廻りの下端は水を吸うから気をつけるように、現場監督レベルではやっている。 

・仕上げは最近、弾性系のリシン吹き付けにかわってきている。（透湿性は低い）耐用年

数は７～８年で洗浄と塗替えが必要となる。 

⑤換気 

・床下については、初期の基礎コンクリートから湿気を含む強い臭いが発生し、室内への

流入を避けるために、屋外へ強制換気して床下を負圧にしている。台所の換気扇をまわ

しても床下から流入しない様に確認している。 

・小屋裏については、軒裏に有孔板を用いて換気している。天井断熱は、温暖地だけが対

象なので、のせているだけだが、問題はまだない。 

⑥結露被害 

・築１年目の住宅で、北側の母屋下がりで屋根断熱になるような所に、内部結露の発生が

みられた。屋根面の通気が十分に確保できず、内部の湿気が抜けなくてしみがでてくる。

軒裏には通気経路をとっているが、グラスウールがふくらみ通気経路をふさいでしまう。

冷気が屋根にあたると、結露し、結露水がおちてしみが出てかびる。垂木一枚分の通気

層にたまごのパッケージの様なスペーサーを入れ、防湿シートを張り対処した。こうい

った結露は、石油ストーブを使っていたり、24 時間換気を止めていたりする場合に生じ

ているようである。 

⑦その他仕様 

・構造材に欧州赤松又はスプルース、土台は米ひばで薬剤現場処理（地面から１ｍの高さ

の範囲）。床は 24 ㎜のラーチを使っている。 

・基礎はべた基礎で、内側基礎断熱工法としている。 
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⑧リフォーム工事 

・リフォーム部門はあるが、自社物件の改修やリフォームのフォローはできていない。建

て売りメーカーでは遅れているが、新築の方が経営面で有利でもあり、リフォームまで

手がまわらない。 

・新興住宅地や造成地の物件が多いこともあり、ユーザーは安価でかつ近くにある地場の

リフォーム業者を利用することが多いようである。保証期間でのトラブルはほとんどな

い。 

⑨保証 

・今年の秋頃から 10 年延長保証を行う予定であるが、10 年目における点検方法は検討中

である。また、保証期間内にリフォームを行った場合の対応も検討している。 

⑩定期点検 

・定期点検は、地元の担当が３カ月、１年、２年、１０年目に無償で行っている。床下も

床下点検口から見える局所的な範囲を目視点検している。床下は有効 380 ㎜を確保し、

人通孔を設けている。 

・薬剤業者（シロアリ駆除会社）が５年目に有償（７～８万円）で希望した場合に点検を

行っている。有償なので不要だというケースがほとんどである。 

⑪住まい方とクレーム 

・建物自体のクレームではなく種類が変わってきている。隣家の音がうるさいので何とか

してほしい、家族内の問題だが、上下階の音を何とかしてほしい、また２F に浴室を設

置した場合の水を流す音など、音についてのクレームが増えている。 

5）Ｅ社（調査専門会社） 

 カンザイシロアリが活きているサンプルケースが見せられた。蟻害にあった事例の紹介

と蟻害調査シートについて情報を得た。 

以下、ヒアリング結果の概要を示す。 

①カンザイシロアリ 

・インドネシア家具から出てきたようだ。製造工程で入るのではなくあとから、組み立て

ラインやストック場所で入るのではないか。 

・手に負えないが、日本の家がだめになるほどではない。食べられても断面欠損５割には

ならない。木くい虫だとおもえばよい。 

・木がたくさんあれば気ままに食べる。集中的にではない。一か所から粉が出てきていれ

ば初期だということがいえるが、二か所だと広がっているから手に負えないだろう。 

・家の中の環境は良いので地域関係ない。その家で生き残れば隣へ行ける。寒い地域で隣

が近ければ移れる。2～11 月まで羽蟻目撃されている。同じ時期に他のシロアリの羽蟻

もでるので識別は難しい。 

・生命力は強いが繁殖スピードは低い。みんな女王蟻になれる。今いる環境が危ないと思

えば羽蟻になり皆飛んでいく。完全に乾燥しているところでは生きていけない。ヤマト

シロアリも自分で２階に上がっていくことができる。 

・中野区で歩いているとアメリカカンザイシロアリの糞が目視される。だしのもとのよう

な形状。雨戸の戸袋や水切りなどにも見られた。夜寝ていたら音がすることもある。 



 
－ 56 － 

②シロアリの性質 

・日本中オーエムソーラーは大変なことになっている。基礎土間下の居心地が良い。 

・蟻に対するバリヤがどれだけ丈夫かによるが 100%防げるわけではない。シロアリはただ

そこにいてただランダムに動く。小さな隙間でもシロアリがアタックすれば、また、ラ

ンダムにぶつかれば、侵入する。意図的に動くわけではない。 

・べた基礎が悪いわけではなく、来る範囲は減っている。しかし絶対来ないわけではない。

長寿命となるとメンテナンスできなければならない。 

・陸屋根の屋上から羽蟻がついて、土があり生き残ることある、笠木から入ることもある。

基礎の換気口から入って大引きに行くこともある。 

・東京より千葉で圧倒的にヤマトシロアリが駆除しても再発生することが多い。原因は、

千葉のほうがシロアリ元気。東京都と神奈川はかわらない。 

・シロアリが活性化していても駆除方法は同じ。住い手はリスクがある地域という認識を

するしかない。 

・他地域から持ってこられてもほとんど死ぬが、何回かやっていると生き残るのもいる。 

③蟻害事例 

・埼玉県のソーラーサーキットの家に蟻害があった。外断熱、基礎も外断熱。築７、８年。

症状としては、和室の敷居に穴があいておかしいということで調べると基礎外部の発砲

断熱材の中を通り基礎換気の地窓から入った。侵入経路は他に４か所あった。 

・今はステンレスメッシュで断熱材を覆ってシロアリが断熱材に入れないようにしている。 

・配管の結露防止の発砲スチロールを外すと蟻道あった。蟻道は唾液と糞などでできてお

り中は高温多湿になっている。 

・ヤマトシロアリは極端に巣を作らないが、イエシロアリはつくる。巣の中が空調しっか

りできている、オーストラリアの事例などは大きい。 

・ピットの外からセパレーターの隙間を通って入ってくる。基礎立ち上りのコーナー部分

から下から入ってきた事例もある。 

・基礎パッキン部分を狙ってきた事例がある。下から上へ。蟻道できる前にいろいろ歩き、

いいところがあれば、そこへ蟻道ができる。 

・基礎の内断熱にもできている。床は防湿コンクリート。事例は土台にクレオソート塗っ

ているようだ。 

・上がったところの土台が薬剤処理しているからそこを通り過ぎて行く最近の事例があ

る。今の薬剤忌避性がない。シロアリが食べなければ効かない。リン系、ピレスロイド

系は忌避性がある。 

・床は防湿コン、内基礎断熱。食べられて大引き食われている事例。断熱材はがすと蟻道

あった。床の断熱は床レベルで行ったほうがよい。最近基礎が室内空間だから薬品使え

ない。 

・２×４は被害の拡散が大きい。壁通気がない物件で窓から雨水入り、乾かないので少し

でも入る被害が広がりシロアリをよんでしまう。 

・同じ条件なら２×４のほうが蟻害にあいやすい。壁体内の空気が動かないことが課題。

事故が起きると乾かない。 

・ユニットバスの下から上がっている例もある。下を点検できないと困る。 
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・玄関の扉の枠から上へあがってくる木製の枠が蟻を呼ぶ。下の床仕上げに接する部分は

切った方がよい。 

④シロアリ防蟻・駆除方法 

・シロアリ侵入経路が見えること。そのバリヤが突破されているかどうかが確認できるこ

と。 

・セパレーターから入ってきた。コンクリート、鉄筋の隙間から入ってくる。異質のもの

があると入りやすい。0.5～0.7 ㎜の隙間からシロアリは入ってくる。 

・シロアリ駆除には液体散布が一番よい。どこまでも液体が入る。物理的なものは欠損か

ならずでる。全体をやるにはコストの問題もある。ここからしか入らないとわかってい

れば、そこを定期的にみて、蟻道を壊せばよい。 

・ソーラーサーキットで提案しているのは、基礎の上５センチカットし練った薬を斜めに

いれる。床下侵入は普通に目視できるようにすること。 

・20 年ものでは、玄関が最も多い。土に近い框の部分が欠点。基本的にシロアリは明るい

ところは歩かない。 

・玄関の床のタイルの下を通り、框へたどりつく。基礎と仕上げモルタルの間でもシロア

リが通る。異質なものが合わさる部分。外断熱でなくても通る。初期に、いろいろなこ

とやって未来永劫なんとかしようというのは無理。 

・新築時に防蟻処理をしておき５年頃確認できて更新できるように。発泡スチロール系断

熱材は溶けたようにシロアリに食べられる。基礎外断熱やらなければ外はあまりきにし

なくてよい。樋の裏側からはいることもある。ウッドデッキは被害が多い。 

・餌木をうめ、定期的に交換するのがよい。日の光、空気が動くのは嫌う。GL から 30 か

ら 50 センチ下を基本的に動いているようだ。 

・物理的なものを使う時は動かないかどうか確認しなければならない。シロアリがだめな

温度はある。 

・シロアリの害敵は黒アリ。くも。カビ。巣にカビはえるとだめ。シロアリを駆除するカ

ビがあるが薬剤で駆除した方が早い。 

・シロアリ調査や駆除で入っても住宅壊せない。仕上げモルタルに穴をあけ、断熱材に薬

を入れた。孔がなければ薬を入れても出てくる。その後は経過観察しかない。泡状の薬

品でクロチアニジン。 

・維持管理のしやすさ、人通口設けて、くまなく見ることができることが必要。断熱を否

定できないが、まだ課題がある。皆さんそれぞれの専門がある。オールラウンドな専門

はいない。 

・自社の展示場では実験的に基礎断熱の地面に接する断熱材をはがせられるようにした。 

・内断熱の基礎のほうがシロアリは上がってくる割合は低い。メンテをどう計画して実行

するか。生き物の難しさがある。駆除しきれない。飼育するとすぐ死ぬ。一頭ごとはす

ごく弱い。 

・ベイト工法でわかったのがヤマトシロアリは、一軒の家で４、５個巣ある場合があり一

つやっつけてもつぎつぎでてくる。イエシロアリは１件の巣から広がる。 

・一般ユーザーへ説明するのは、日本が大きな巣でその上にシロアリの餌で家をつくって

いること。 
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・外壁通気と蟻害の関係は、湿気が抜けるから、蟻害にはよいだろう。湿気がこもるよう

な閉じたところが減るほうがよい。しかし、通気層工法だと意識してみていないのでし

っかりとしたデータはない。これからが被害があるかもしれない。 

 
4.4 結論と今後の課題 

 表 4.2 にヒアリング調査結果をまとめて示す。この結果より、主に以下のことが看取さ

れた。 
（1）劣化事象について 
 （a）屋根、壁、開口部などの雨仕舞（防水層の施工不備、施工管理不足）に起因する

劣化が多い。 
（b）バルコニー笠木部の劣化および漏水 
（c）小屋裏換気口からの雨水の浸入 
（d）基礎断熱に関しては、外断熱の場合、シロアリ被害が多い 
（e）１階開口部と繋がるウッドデッキ部からのシロアリ被害が多い 
（f）現場施工型の浴室周りの劣化被害が多い 
（g）住い方に起因する例として、開放型ストーブの使用による結露被害が多い 

 （h）シロアリは処理木材があっても、それを食害しなければ死なず、それらを避けて

侵攻するため、建物内にシロアリを進入させないことと早期発見が重要である  
 
（2）現在の仕様で留意している点 

（a）基礎高さを 450-600mm としている 
（b）ねこ土台にくもの巣ができ、換気が悪くなったため、従来型の基礎換気口に変更

（c）１階の軸組み材すべてについて木材保存薬剤処理を実施 
（d）外壁は通気工法でサイディング張りとモルタル塗りの両方があり、モルタル塗り

が増加している傾向 
（e）開口部のサッシ、サッシ周辺からの雨漏りが多く、防水施工・管理に苦労してい

る 
（f）ルーフバルコニーは、FRP 防水パンを設置し断熱材も施工。基本的にルーフバル

コニーを禁止している会社もある 
（g）小屋裏換気は、告示の仕様通り 
（h）浴室は、ユニットバスを設置 
（i）外断熱については、今回のメーカーは消極的（断熱欠損が集中しやすい、蟻外が心

配など）である 
(j) 公庫あるいは品確法等の仕様に準拠していれば、それほどの劣化は生じない 

 
（3）維持管理 

（a）各社自社等の保証基準により、10 年目から有償による建物診断等を実施 
（b）現状における劣化状況を勘案すると、10 年ではなく 15 年目から点検等を開始し

てもよさそうである 
（c）10 年目点検では、屋根を含め外装仕上げ、防水層、防腐防蟻の再処理などを主に
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検査 
（d）5 年目点検で、居住者から防腐防蟻の再処理に関しては不要と返答があり、維持管

理上の問題となっている場合がある。特に、居住者の経済状況に左右されるようで

ある 
（e）維持管理に関しては、マンション管理のように月々一定額の積立てを法律等で規

定する必要があろう 
（f）蟻害に関しては、外部から木部の状態が目視観察できるような工夫が必要であろう 
（g）蟻害に関しては、シロアリ生息地域では再発生する可能性が高いので、防除後も

定期的な点検等が必要である 
 
以上、調査結果を総括したが、劣化が生じる可能性のある部位等に関しては、雨仕舞や

浴室など水（分）に関連する箇所等がその大部分であり、維持管理に関連する部位等の検

査もそれらが主になっている。このような状況を踏まえ、来年度以降は、さらに具体的な

仕様毎の劣化状況等についてヒアリング調査や建物の解体時等における実態調査を実施し、

新構法の耐久性能を検討するとともに、木造住宅の耐久性能を向上させるための措置等の

検討を含め、他 TG と連携し具体的な耐久性向上のための仕様等についても検討を行う予

定である。 
 



   
表

4.
2 

ヒ
ア

リ
ン

グ
調

査
結

果
一

覧
 

Ａ
社

Ｂ
社

Ｃ
社

Ｄ
社

Ｅ
社

大
手

ハ
ウ

ス
メ

ー
カ

ー
（

木
造

軸
組

工
法

）
大

手
住

ハ
ウ

ス
メ

ー
カ

ー
（

枠
組

壁
工

法
）

中
堅

工
務

店
（

高
耐

久
仕

様
）

中
堅

工
務

店
（

一
般

仕
様

）
調

査
専

門
会

社

基
礎

・
地

盤
・

コ
ン

ク
リ

ー
ト

の
中

性
化

は
住

宅
地

よ
り

商
業

地
の

方
が

進
行

し
て

い
た

。

・
不

動
沈

下
で

持
ち

上
げ

る
こ

と
が

あ
る

。
最

近
は

減
っ

た
。

・
ウ

ッ
ド

デ
ッ

キ
で
蟻

道
が

見
え

ず
、

発
見

が
遅

れ
蟻

害
の

た
め

福
岡

県
の

島
の

別
荘

で
建

替
え

た
事

例
が

あ
る

。

・
シ

ロ
ア

リ
は

コ
ン

ク
リ

ー
ト
と

セ
パ

レ
ー

タ
の

間
、

異
質

な
材

料
が

出
会

う
と

こ
ろ

を
通

過
し

て
く

る
。

床
下

・
鎌

倉
な

ど
の

緑
が

多
い

地
域

で
は

床
下

で
夏

型
結

露
が

見
ら

れ
る

。
・

湖
に

近
い

物
件

で
玄

関
の

框
に

蟻
害

が
発

生
し

た
こ

と
が

あ
る

。

・
床

下
を

室
内

空
間

と
し
温

め
る

工
法

で
は

、
基

礎
土

間
下
に

シ
ロ

ア
リ
が

生
息

し
や

す
い
環

境
を

つ
く

っ
て

い
る

こ
と

に
な

る
。

・
玄

関
の

上
が

り
框

部
分

へ
は

構
造

上
シ

ロ
ア

リ
が

た
ど

り
や

す
い

。

外
壁

・
築

20
年

の
モ

ル
タ

ル
外

壁
に

す
べ

て
の

面
で

ク
ラ

ッ
ク

が
入

っ
て

い
た

。
・

吹
付

塗
装

材
は

特
に

北
面

の
汚

れ
が

著
し

か
っ

た
。

・
サ

イ
デ

ィ
ン

グ
劣

化
が

激
し

か
っ

た
。

・
外

壁
と

軒
天

の
接

点
か

ら
雨

水
が

侵
入

し
た

例
が

あ
る
。

・
木

材
防

腐
処

理
し

て
い

な
い

水
切

り
下

地
や

框
に

蟻
害

が
発

生
し

た
例

が
あ

る
。

開
口

部

・
開

口
部

出
窓

部
分

は
水

受
け

に
な

る
。

・
屋

根
よ

り
開

口
部

の
雨

漏
り

が
多

い
。

・
サ

ッ
シ

と
合

板
の

プ
チ

ル
テ

ー
プ

の
不

完
全

な
接

着
に

よ
り

雨
水

侵
入

し
た

。
・

某
社
の

樹
脂

サ
ッ

シ
伸

縮
の

た
め

、
サ

ッ
シ

下
へ

雨
水

が
ま

わ
り

こ
み

、
防

水
紙

を
留

め
つ

け
て

て
い

る
タ

ッ
カ

ー
よ

り
防

水
紙

裏
面
へ

侵
入

し
た
。

・
２

×
４

の
テ

ー
プ

を
使

っ
て

い
た

と
き

に
、

冬
に

施
工

し
た

物
件

で
開

口
部

周
り

の
事

故
が

多
い

。

ル
ー

フ
バ

ル
コ

ニ
ー

・
バ

ル
コ

ニ
ー

・
笠

木
か

ら
の

水
侵

入
が

あ
る
。

複
雑

な
形

ほ
ど

水
が

入
り

や
す

い
。

・
ド

レ
イ

ン
口

元
の

防
水

層
端

末
浮

に
よ

り
漏

水
し

床
合

板
が

腐
朽
し

て
い

た
。

・
築

6
,7

年
後
か

ら
笠

木
を

止
め

る
コ

ー
チ

ボ
ル

ト
か

ら
雨

水
侵

入
が

あ
る

。
・

羽
蟻

が
屋

上
緑

化
部

分
や

笠
木

な
ど

へ
飛

来
し

、
壁

体
内

へ
侵

入
す

る
事

例
が

あ
る

。

屋
根

・
築

20
年

の
化

粧
ス

レ
ー

ト
屋

根
は

塗
装

劣
化

が
激

し
か

っ
た
。

小
屋

裏
・

棟
換

気
は

雨
が

入
る

。
・

北
側

の
母

屋
下

が
り

で
屋

根
断

熱
に

な
る

と
こ

ろ
に

内
部

結
露

が
発

生
し

た
。

断
熱

材
の

厚
み

で
通

気
層

が
ふ

さ
が

れ
て

い
た

。

浴
室

・
現

作
湿

式
浴

室
の

出
入

口
周
り

に
蟻

害
み

ら
れ

た
。

・
築

22
、

2
5年

の
物

件
で

在
来

浴
室

と
脱

衣
室

間
の

土
台

の
腐

朽
が

見
ら

れ
た

。

・
蟻

害
は

築
15

、
2
0年

で
在

来
浴

室
周

り
が
多

い
。

断
熱

構
造

・
充

填
断

熱
と

し
て

い
る

。
工

事
費
を

か
け

て
外

断
熱

を
す

る
必

要
は

な
い

と
考

え
て

い
る

。
北

海
道

地
域

や
２

×
４

で
は

外
断

熱
も

行
っ

て
い

る
。

・
基

礎
断

熱
は

内
断

熱
の

方
が

シ
ロ

ア
リ

が
上

が
っ

て
く

る
割

合
は

低
い

。
外

断
熱

は
、

基
礎

と
断

熱
材

の
間

を
上

が
っ

て
く

る
こ

と
が

あ
る

。

金
物

・
木

材
の

防
腐

処
理
の

薬
品

の
た

め
さ

び
た

例
が

あ
る

が
ア

ン
カ

ー
ボ

ル
ト

は
大

丈
夫

だ
っ

た
。

・
モ

デ
ル

ハ
ウ

ス
の

金
物

を
見

る
と

木
材

の
防

腐
剤

で
さ

び
て

い
る

。
し

か
し

進
行

は
そ

れ
ほ

ど
で

も
な

い
。

住
い

方
に

起
因

す
る

事
象

・
気

密
住

宅
で

開
放

型
ス

ト
ー

ブ
を

使
い

結
露

発
生

に
よ

る
劣

化
が

あ
っ

た
。

・
浴

室
の

洗
い

場
で

水
を

流
し

す
ぎ

る
等

の
使

い
方

で
水

が
土

台
へ

浸
入

し
や

す
く

腐
朽

等
へ

つ
な

が
り

や
す

い
。

・
内

部
結

露
で

ク
レ

ー
ム

が
来

る
場

合
は

、
2
4

時
間

換
気

を
止

め
て

い
た

り
、

開
放

型
の

ス
ト

ー
ブ

を
使

っ
て

い
る

場
合
が

あ
る

。

基
礎

・
地

盤
・

基
礎

立
ち

上
り

へ
ク

ラ
ッ

ク
が

入
っ

た
場

合
は

、
防

蟻
材

入
り

コ
ー

キ
ン

グ
で

処
理

し
て

い
る

。
・

基
礎

高
さ

45
0～

60
0ミ

リ
と

し
て

い
る

。

床
下

・
基

本
的

に
2
0年

前
く

ら
い

か
ら

公
庫

の
仕

様
に

あ
わ

せ
て

い
る

。

・
ね

こ
土

台
が

蜘
蛛

の
巣

で
ふ

さ
が

れ
換

気
不

足
に

な
っ

た
事

例
か

ら
、

オ
リ

ジ
ナ

ル
の

換
気

口
形

状
と

し
て

い
る

。

・
初

期
の

コ
ン

ク
リ

ー
ト

臭
が

室
内

に
入

ら
な

い
よ

う
に

床
下

負
圧

に
な

る
よ

う
換

気
し

て
い

る
。

・
餌

木
を

埋
め

定
期

的
に

交
換
す

る
方

法
も

あ
る

。

木
部

防
腐

・
防

蟻
処

理
・

施
工

年
代

の
共

通
仕

様
書

に
準

じ
た

木
材

防
腐

・
防

蟻
処

理
を

行
っ

て
い

る
。

・
１

ｍ
防

腐
処

理
し

て
い

る
。

・
ウ

ッ
ド

デ
ッ

キ
材

は
防

腐
・

防
蟻

処
理

と
し

、
ウ

ッ
ド

デ
ッ

キ
下

に
は

物
置

か
ず

、
５

年
に

1
度

の
定

期
点

検
を

有
料
で

行
う

よ
う

に
し

て
い

る
。

・
2
0年

前
く

ら
い

か
ら

A
CQ

へ
変

更
し

、
１

階
木

部
す

べ
て

、
合

板
や

面
材

な
ど

も
加

圧
注

入
材

と
し

て
い

る
。

・
防

腐
防

蟻
処

理
（

A
CQ
)
し

た
材

料
を

１
F
は

使
っ

て
い

る
部

分
に

は
蟻

害
は

な
い

。

・
土

台
は

米
ひ

ば
へ

薬
剤

現
場

塗
布

し
て

い
る

。

外
壁

・
20

00
年
か

ら
外

壁
通

気
層

を
確

保
し

て
い

る
。

そ
れ

ま
で

は
ラ

ス
板

に
モ

ル
タ

ル
直

塗
り

だ
っ

た
。

・
外

壁
防

水
材

は
、

ア
ス

フ
ァ

ル
ト

フ
ェ

ル
ト

17
kg

品
を

標
準

仕
様

と
し

て
い

る
。

・
サ

イ
デ

ィ
ン

グ
か

ら
モ

ル
タ

ル
仕

上
げ

と
し

て
い

る
。

・
8
5年

か
ら

は
サ

イ
デ

ィ
ン

グ
10

0％
。

通
気

層
の

確
保

と
耐

震
性

か
ら

採
用

し
て

い
る

。
・

エ
ア

コ
ン

や
セ

キ
ュ

リ
テ

ィ
シ

ス
テ

ム
関

連
の

取
付

業
者

に
は

穴
を

あ
け

さ
せ

な
い

で
、

気
密

を
確

保
し

て
い

る
。

・
通

気
層

無
の

モ
ル

タ
ル

直
塗

り
と

し
て

い
る

。
ク

ラ
ッ

ク
の
危

険
性

か
ら

通
気

層
を
取

ら
な

い
。

・
下

地
は

O
S
B合

板
。

湿
気
が

不
安

な
の

で
工

程
管

理
厳

し
く

し
て

い
る

。

・
壁

を
解

体
で

き
な

い
場

合
は

、
外

壁
の

モ
ル

タ
ル

仕
上

げ
へ

穴
を

あ
け

薬
剤

を
注

入
し

経
過

観
察

す
る
。

開
口

部
・

某
社

の
樹

脂
サ

ッ
シ

は
使

用
せ

ず
、

1
0年

後
の

再
施

工
時

に
サ

ッ
シ

周
囲

に
シ

ー
リ

ン
グ

処
理

を
行

っ
て

い
る

。

・
雨

水
侵

入
に

は
サ

ッ
シ

の
欠

陥
が

あ
り
、

サ
ッ

シ
メ

ー
カ

ー
と

共
同

で
開

発
し

、
サ

ッ
シ

周
り

切
れ

て
も

下
地

で
処

理
で

き
る

よ
う

に
し

て
い

る
。

ル
ー

フ
バ

ル
コ

ニ
ー

・
バ

ル
コ

ニ
ー

・
バ

ル
コ

ニ
ー
は

ア
ル

ミ
製

（
目

透
か

し
ス

ノ
コ

床
）

が
一

般
的

に
な

っ
て

い
る
。

・
笠

木
の
下

で
通

気
が

と
れ

る
よ

う
に

し
て

い
る

。
・

陸
屋

根
は

小
屋

裏
換

気
の

面
で

課
題

が
あ

り
行

っ
て

い
な

い
。

・
F
R
P防

水
シ

ン
ナ

ー
臭

の
た

め
ウ

レ
タ

ン
防

水
へ

変
更

し
て

い
る
。

・
ル

ー
フ

バ
ル

コ
ニ

ー
は

基
本

的
に

禁
止

し
て

い
る

。
・

設
置

す
る

場
合

は
外

壁
か

ら
外

の
部

分
で

樋
を

落
と

す
。

・
半

硬
質

の
FR

P２
プ

ラ
イ

と
し

て
い

る
。

ト
ッ

プ
コ

ー
ト

を
行

い
１

０
年

目
で

劣
化

調
査

を
行

っ
て

い
る
。

・
F
RP

防
水

に
面
す

る
外

壁
に

プ
ラ

ス
チ

ッ
ク

系
断

熱
材

を
使

用
す

る
場

合
は

、
ロ

ッ
ク

ウ
ー

ル
か

グ
ラ

ス
ウ

ー
ル

断
熱

材
を

内
側

に
充

填
し

て
い

る
。

・
屋

根
断

熱
扱

い
と

す
る

場
合

は
ベ

ラ
ン

ダ
床

合
板

上
で

通
気

を
確

保
し

て
い

る
。

屋
根

・
瓦

屋
根

は
ル

ー
フ

ィ
ン

グ
で
防

水
し

瓦
桟

と
の

間
に

水
が

抜
け

る
桟

を
設

置
し

て
排

水
経

路
を

確
保

し
て

い
る
。

小
屋

裏
・

小
屋

裏
換

気
は

軒
裏

有
孔

ボ
ー

ド
、

公
庫

の
1
/3

00
換

気
基

準
と

し
て

い
る

。

・
軒

裏
の

有
孔

板
か

ら
小

屋
裏

換
気

し
て

い
る

。
・

断
熱

材
と

野
地

板
の

隙
間

は
、

通
気

層
6
5㎜

以
上

確
保

し
て

い
る
。

浴
室

・
浴

室
を

２
F
に

す
る

場
合
は

床
組

を
防

腐
処

理
し

て
い

る
。

断
熱

材
に

水
が

含
ま

れ
る

と
厄

介
な

の
で

断
熱

は
し

な
い

。

・
ユ

ニ
ッ

ト
バ

ス
と

し
断

熱
を

６
面

パ
ッ

ケ
ー

ジ
と

し
て

い
る
。

断
熱

構
造

・
基

礎
断

熱
は

蟻
害

が
不

安
な

の
で

床
断

熱
と

し
て

い
る

。
・

外
断

熱
は

採
用

し
て

い
な

い
。

・
E
PS

材
を

使
っ

て
い

る
。

面
タ

ッ
チ

す
る

部
分

を
ウ

レ
タ

ン
ス

ポ
ン

ジ
テ

ー
プ

な
ど

で
気

密
を

と
っ

て
い

る
。

・
防

湿
シ

ー
ト

を
使

わ
な

く
て

も
C値

0
.
7以

下
取

れ
て

い
る
。

・
外

断
熱

は
断

熱
欠

損
が

集
中

し
や

す
い

の
で

や
ら

な
い

こ
と

に
な

っ
て

い
る

。
・

木
が

や
せ

て
く

る
の

で
溝

を
掘

り
、

断
熱

材
を

一
度

圧
縮

し
て

か
ら
溝

へ
充

填
し

て
い

る
。

・
防

湿
は

断
熱

材
の
耳

付
き

の
も

の
を

使
う

こ
と

で
処

理
し

て
い

る
。

・
天

井
の

気
密

は
せ

っ
こ

う
ボ

ー
ド

で
確

保
し

て
い

る
。

・
基

礎
断

熱
の

上
部

５
㎝

切
取

、
断

熱
材
の

上
部

を
内

側
へ

斜
め

に
切

取
っ

た
部

分
へ

薬
剤

を
練

っ
た

も
の

を
詰

め
る

方
法

を
提
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第 5 章 モデル試験による接合部の強度劣化評価 

 

5.1 目的 

木部構造体の維持管理のための基礎資料を得ることを目的とし、生物劣化による接合部

強度低下への影響を実験的に明らかにする接合部の強度劣化試験を実施し、その結果に基

づいた非破壊評価技術を検討するとともに、既存建物の維持管理における補修判断基準を

作成することを全期間の計画とした。 
そのため、接合部の強度劣化試験では、接合金物を使用した接合部モデル試験体を強制

的に生物劣化させ、各種強度試験により接合部の耐力劣化程度を明らかにすることとし、

まず生物劣化の強制劣化操作方法を新たに考案することとした。次に、接合部の強度試験

結果に基づいた非破壊評価技術では、非破壊試験によって得られる劣化度数値と接合耐力

との関係を明らかにすることとし、接合部モデル試験に供試する試験体を対象に初期の非

破壊パラメータを明らかにすることとした。 
 そこで、今年度は、次の内容に取り組むこととした。 
１．シロアリおよび腐朽菌による生物劣化を、実大サイズの接合部モデル試験体に強制的

に発生させる操作方法を新たに考案することとした。 
２．接合部強度低下に及ぼす生物劣化の影響を実験的に明らかにするため、強制劣化操作

方法と関連付けした接合部モデル試験を検討するとともに、接合部モデル試験に供試する

試験体を対象に初期の非破壊パラメータを検討することとした。 
 
5.2 方法 

5.2.1 生物劣化の強制劣化操作方法 

 生物劣化の強制劣化操作方法は、イエシロアリと腐朽菌とを区別するとともに、両者の

複合作用を検討するため、これまでに報告実績がある屋外暴露方法を検討することとした。 
（１）イエシロアリによる強制劣化方法 
 イエシロアリによる強制劣化操作は、接合部モデル試験体の部材を組まない状態と部材

を組んだ状態で強制劣化させる方法をそれぞれ考案することとした。 
 それぞれ考案するに当たり、どのように蟻害を人為的に発生させるかについて、発生さ

せたい場所と発生させたくない場所、発生の程度、発生の程度に寄与すると思われる因子、

イエシロアリの誘導の方法、発生を抑制する方法を共通で整理することとした。 
（２）腐朽菌による強制劣化方法 
 腐朽菌による強制劣化操作は、ファンガスセラーと菌床によって強制劣化させる方法を

それぞれ考案することとした。 
（３）屋外暴露方法 

屋外暴露は、シロアリと腐朽菌による強制劣化方法を同時に管理でき、これまでに報告

実績があるところを条件とし、その条件を満たしている候補地を選定することとした。 
5.2.2 接合部モデル試験の検討 

接合部モデル試験を実施するに当たり、設定する劣化条件は、５．２．１の生物劣化の

強制劣化操作方法と関連づけて検討することとした。設定する試験体の条件は、樹種、想

定する接合部、１条件当たりの試験体数について検討することとした。また、接合部強度
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試験の実施方法について検討することとした。 
 
5.3 結果と考察 

5.3.1 生物劣化の強制劣化操作方法 

（１）イエシロアリによる強制劣化方法 
接合部試験体の部材を組まない状態で、どのように蟻害を発生させるかについて、発生

させたい場所と発生させたくない場所、発生の程度、発生の程度に寄与すると思われる因

子、イエシロアリの誘導の方法、発生を抑制する方法を整理した。 
発生させたい場所は、接合金物を取り付けるところとその周辺とした。発生させたくな

い場所は、接合部試験を行う際、加力に重要となる部分とその周辺とした。発生の程度は、

イエシロアリによる蟻害の発生が始まってからの経過時間と試験体の設置方向で調整する

ことにした。発生の程度に寄与すると思われる因子は、樹種、隙間、設置方法とした。イ

エシロアリの誘導の方法は、巣のあるコンクリート製容器と隣接する試験体設置用のコン

クリート製容器とをアクリル板や薄板などで繋ぎ、試験体がイエシロアリの餌場の役割を

果たすようにして誘導することとした。発生を抑制する方法は、蟻害を発生させたくない

場所にステンレスメッシュを巻きこれをアルミテープで留めることで固定し、イエシロア

リが進入できないようにすることとした。 
次に、接合部試験体を組み立てた状態で、どのように蟻害を発生させるかについて、発

生させたい場所と発生させたくない場所、発生の程度、発生の程度に寄与すると思われる

因子、イエシロアリの誘導の方法、発生を抑制する方法を整理した。 
発生させたい場所と発生させたくない場所は、接合部試験体の部材を組まない状態と同

様とした。発生の程度は、イエシロアリによる蟻害の発生が始まってからの経過時間で調

整することにした。発生の程度に寄与すると思われる因子は、樹種、隙間、設置方法、明

かり、風とした。イエシロアリの誘導の方法は、巣のあるプラスティック製容器とその横

に置いた試験体設置用のプラスティック製容器とをアクリル板などで繋ぎ、試験体がイエ

シロアリの餌場の役割を果たすようにして誘導することにした（写真 5.1）。発生を抑制す

る方法は、アルミホイルを巻きビニルテープで留めて固定するとともに、調光、業務用扇

風機、人為的なイエシロアリの強制除去のいずれかを蟻害の発生状況を観察しながら適宜

取捨選択して行うことにした（写真 5.1）。 
 また、接合部試験体を組み立てた状態で蟻害を強制的に発生させる方法の具体的な進め

方を検討した。まず、試験体はＴ型に組み、接合金物で予め所定の釘打ちを行ったものを

用いることにした。蟻害操作は、１回につき１体とした。樹種は、まずベイツガで実施し、

次いで、アカマツ、ベイマツのいずれかを順次行い、最後にスギで行うことにした。蟻害

操作の設定条件は、蟻害の発生状況、試験体の設置方法、発生を抑制する方法、蟻害操作

の期間とした。蟻害の発生状況は、発生する場所と程度を確認することにした。試験体の

設置方法は、コンクリートブロック上に縦置きと横置きの２つの方法とした。蟻害操作の

期間は、まず２週間とした。また、横置き２体、縦置き２体のベイツガの蟻害操作が終了

した時点で、蟻害操作の設定条件を見直しすることにした。 
 写真 5.2 から写真 5.5 に強制劣化操作による劣化の発生過程を示した。捜査開始直後か

らイエシロアリによる加害が始まり、時間の経過に伴い蟻土が発達していく様子が確認で
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き、2 週間後には写真 5.6 のような蟻害を得ることができた。 
 

 
写真 5.1 試験体を組んだ状態で強制劣化操作するためのイエシロアリの誘導方法 

（左側容器：イエシロアリの巣、右側容器：ベイツガ試験体） 
 

 
写真 5.2 試験体を組んだ状態で強制劣化操作している様子 

（期間：3 時間後、樹種：ベイツガ） 
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写真 5.3 試験体を組んだ状態で強制劣化操作している様子 
（期間：6 日後、樹種：ベイツガ） 

 

写真 5.4 試験体を組んだ状態で強制劣化操作している様子 
（期間：１０日後、樹種：ベイツガ） 
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写真 5.5 試験体を組んだ状態で強制劣化操作している様子 
（期間：2 週間後、樹種：ベイツガ） 

 

写真 5.6 写真５の蟻土を除去したときの蟻害発生状況 
（期間：2 週間後、樹種：ベイツガ） 
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（２）腐朽菌による強制劣化方法 
 まず、ファンガスセラーによる強制劣化方法は、日本工業規格 K 1571:2004（木材保存

剤の性能試験方法及び性能基準）に規定している 4.2.2 ファンガスセラー試験の腐朽槽試

験に基づき腐朽槽を試作し検討した。 
 次に、菌床による強制劣化方法は、菌の選定、菌の増殖方法、接合部試験体の強制劣化

操作を検討した。菌の選定は、まず低温菌のナミダタケと中温菌のチョークアナタケの２

種類とした。また、状況に応じてオオウズラタケ、イドタケも候補として追加した。菌の

増殖方法は、まず寒天培地により選定した菌を種菌として増やし、次いで、菌床栽培によ

り大量増殖させることとした。菌床栽培は、広葉樹、エゾマツ、ホワイトウッドのいずれ

かの荒い帯鋸屑を基に、ペプトン、ふすま（小麦の胚芽）、米ぬかのいずれかを加えること

とした。接合部試験体の強制劣化操作は、まず大量増殖した腐朽菌を菌床ごと試験体の劣

化させたい箇所に接種し、次いで菌床と試験体を保湿のためにビニルで接種した場所だけ

を覆うこととした。そして、腐朽菌が試験体に侵入するまでの暫くの間、温湿度の変化が

小さくなるよう設置環境を管理することとした。 
（３）屋外暴露方法 
 腐朽菌による強制劣化方法と同時に管理でき、これまでに報告実績があるところを条件

とし候補地を選定した結果、森林総合研究所熊本支所構内とした。設置するに当たり、生

物劣化の発生を抑制する方法の詳細について、試験体を設置するまでに更に検討する必要

がある。 
 
5.3.2 接合部モデル試験の検討結果 

（１）設定した劣化条件 
 設定した劣化条件は、コントロール１条件（劣化なし）、屋内設置１条件、屋外暴露１条

件、シロアリによる強制劣化２条件（森林総研、廣瀬産業）、腐朽菌による強制劣化２条件

（ファンガスセラー、菌床）の合計７条件とした。 
（２）試験体 
 試験体を作製する樹種は、日本建築学会の木質構造設計規準・同解説の樹種グループお

よび木材工業ハンドブックの耐久性区分を参考にし、アカマツ、スギ、ベイツガ、ベイマ

ツとした。想定する接合部は、生物劣化の強制劣化操作方法が部材端部と部材中間部の検

討ができるよう、土台―柱の T 型とした。試験体の寸法は、土台および柱ともに１０５ｍ

ｍ正角とし、土台長さは１ｍ、柱長さは７５０ｍｍとした（図 5.1）。また、土台と柱の接

合は、長さ３cm の短ほぞとし、Z マーク金物の CP−T を用いることにした。すべての試

験体は、プレカット後に密度、縦振動法によるヤング係数を測定し、密度の平均値と標準

偏差に有為差がないように設定した劣化条件の７グループに分けた。１グループあたり試

験体数は、６体とした。また、グループ分けした試験体は、劣化操作開始前にピロディン

によるピン打ち込み深さの測定、ターマトラックによる測定およびレジストグラフによる

測定を行った。 
 表 5.1 に対象全樹種における各非破壊パラメータの基本統計量、図 5.2 に対象全樹種に

おける各非破壊パラメータの平均値の比較結果、図 5.3 に対象全樹種の密度と縦振動法の

ヤング係数との関係、図 5.4 に対象全樹種のピロディンの打ち込み深さと密度との関係を
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示した。対象樹種間で比較すると密度と縦振動法のヤング係数の平均値で差があった。ま

た、密度と縦振動法のヤング係数との間に正の相関が認められた。ピロディンのピン打ち

込み深さと密度との間には、累乗の近似式の方が決定係数は高かった。 
 表 5.2 にアカマツにおける各非破壊パラメータの基本統計量、図 5.5 にアカマツにおけ

る各非破壊パラメータの平均値の比較結果、図 5.6 にアカマツの密度と縦振動法のヤング

係数との関係、図 5.7 にアカマツのピロディンの打ち込み深さと密度との関係を示した。

対象部材間で比較すると密度の平均値に差があったが、縦振動法のヤング係数の平均値に

は差はなかった。また、密度と縦振動法のヤング係数との間に正の相関が認められた。ピ

ロディンのピン打ち込み深さと密度との間には、対象全樹種の時と同様、累乗の近似式の

方が決定係数は高かった。 
 表 5.3 にスギにおける各非破壊パラメータの基本統計量、図 5.8 にスギにおける各非破

壊パラメータの平均値の比較結果、図 5.9 にスギの密度と縦振動法のヤング係数との関係、

図 5.10 にスギのピロディンの打ち込み深さと密度との関係を示した。対象部材間で比較す

ると密度と縦振動法のヤング係数の平均値に差はなかった。また、密度と縦振動法のヤン

グ係数との間に相関は認められなかった。更に、ピロディンのピン打ち込み深さと密度と

の間にも、相関は認められなかった。 
 表 5.4 にベイツガにおける各非破壊パラメータの基本統計量、図 5.11 にベイツガにおけ

る各非破壊パラメータの平均値の比較結果、図 5.12 にベイツガの密度と縦振動法のヤング

係数との関係、図 5.13 にベイツガのピロディンの打ち込み深さと密度との関係を示した。

対象部材間で比較すると密度と縦振動法のヤング係数の平均値に差はなかった。また、密

度と縦振動法のヤング係数との間に正の相関が認められた。ピロディンのピン打ち込み深

さと密度との間には、累乗の近似式の方が決定係数は高かった。 
 表 5.5 にベイマツにおける各非破壊パラメータの基本統計量、図 5-14 にベイマツにおけ

る各非破壊パラメータの平均値の比較結果、図 5.15 にベイマツの密度と縦振動法のヤング

係数との関係、図 5.16 にベイマツのピロディンの打ち込み深さと密度との関係を示した。

対象部材間で比較すると密度と縦振動法のヤング係数の平均値に差はなかった。また、密

度と縦振動法のヤング係数との間に正の相関があった。ピロディンのピン打ち込み深さと

密度との間には、累乗の近似式の方が決定係数は高かった。 
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図 5.1 接合部モデル試験体の概要 

 

 
写真 5.7 接合部モデル試験体の強度試験の様子 
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表 5.1 対象全樹種における各非破壊パラメータの基本統計量 

ρ Efr-L P ρ Efr-L P ρ Efr-L P

(kg/m3) (kN/mm2) (mm) (kg/m3) (kN/mm2) (mm) (kg/m3) (kN/mm2) (mm)
データ数 360 360 341 90 90 90 90 90 84
最小値 327 4.91 5.0 417 6.00 10.0 351 4.91 11.5
平均値 482 10.19 13.8 486 8.75 14.8 432 7.56 17.1
最大値 750 17.19 24.0 750 12.66 22.5 542 10.06 23.0

標準偏差 67 2.85 3.8 52 1.35 2.7 36 1.16 2.9
変動係数（％） 13.8 28.0 27.6 10.8 15.4 18.1 8.4 15.4 16.9

ρ Efr-L P ρ Efr-L P

(kg/m3) (kN/mm2) (mm) (kg/m3) (kN/mm2) (mm)
データ数 90 90 84 90 90 83 （凡例）

最小値 327 5.90 5.0 425 6.12 7.0 ρ： 密度(kg/m3)

平均値 482 12.97 10.2 528 11.48 12.8 Efr-L： 縦振動法のヤング係数(kN/mm2)
最大値 639 16.98 19.0 698 17.19 24.0 Ｐ： ピロディンのピン打ち込み深さ(mm)

標準偏差 72 2.15 2.5 63 2.53 3.2
変動係数（％） 14.9 16.6 24.5 11.9 22.0 25.3

項目
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図 5.2 対象全樹種における各非破壊パラメータの比較結果 

（上：密度、下：縦振動法のヤング係数、黒：土台、灰色：柱） 
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図 5.3 対象全樹種の密度と縦振動法のヤング係数との関係 
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図 5.4 対象全樹種のピロディンの打ち込み深さと密度との関係 
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表 5.2 アカマツの各非破壊パラメータの基本統計量 
アカマツ

ρ Efr-L P ρ Efr-L P ρ Efr-L P

(kg/m3) (kN/mm2) (mm) (kg/m3) (kN/mm2) (mm) (kg/m3) (kN/mm2) (mm)
データ数 90 90 90 45 45 45 45 45 45
最小値 417 6.00 10.0 417 7.08 10.5 433 6.00 10.0
平均値 486 8.75 14.8 472 8.80 15.2 500 8.69 14.5
最大値 750 12.66 22.5 611 11.75 22.5 750 12.66 20.5

標準偏差 52 1.35 2.7 43 1.41 2.7 58 1.30 2.7
変動係数（％） 10.8 15.4 18.1 9.1 16.0 17.6 11.5 15.0 18.4

（凡例）

ρ： 密度(kg/m3)

Efr-L： 縦振動法のヤング係数(kN/mm2)
Ｐ： ピロディンのピン打ち込み深さ(mm)

柱
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図 5.5 アカマツにおける各非破壊パラメータの比較結果 

（上：密度、下：縦振動法のヤング係数） 
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図 5.6 アカマツの密度と縦振動法のヤング係数との関係 
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図 5.7 アカマツのピロディンの打ち込み深さと密度との関係 
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表 5.3 スギの各非破壊パラメータの基本統計量 
スギ

ρ Efr-L P ρ Efr-L P ρ Efr-L P

(kg/m3) (kN/mm2) (mm) (kg/m3) (kN/mm2) (mm) (kg/m3) (kN/mm2) (mm)
データ数 90 90 84 45 45 42 45 45 42
最小値 351 4.91 11.5 351 4.91 11.5 374 4.95 11.5
平均値 432 7.56 17.1 435 7.58 17.6 429 7.53 16.6
最大値 542 10.06 23.0 542 9.85 23.0 507 10.06 23.0

標準偏差 36 1.16 2.9 38 1.14 2.7 35 1.19 3.1
変動係数（％） 8.4 15.4 16.9 8.6 15.1 15.2 8.1 15.8 18.4

（凡例）

ρ： 密度(kg/m3)

Efr-L： 縦振動法のヤング係数(kN/mm2)
Ｐ： ピロディンのピン打ち込み深さ(mm)
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図 5.8 スギにおける各非破壊パラメータの比較結果 

（上：密度、下：縦振動法のヤング係数） 
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図 5.9 スギの密度と縦振動法のヤング係数との関係 
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図 5.10 スギのピロディンの打ち込み深さと密度との関係 
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表 5.4 ベイツガの各非破壊パラメータの基本統計量 
ベイツガ

ρ Efr-L P ρ Efr-L P ρ Efr-L P

(kg/m3) (kN/mm2) (mm) (kg/m3) (kN/mm2) (mm) (kg/m3) (kN/mm2) (mm)
データ数 90 90 84 45 45 42 45 45 42
最小値 327 5.90 5.0 327 5.90 5.5 341 7.19 5.0
平均値 482 12.97 10.2 481 13.04 10.4 484 12.91 10.0
最大値 639 16.98 19.0 637 16.98 16.5 639 15.87 19.0

標準偏差 72 2.15 2.5 73 2.13 2.2 72 2.19 2.7
変動係数（％） 14.9 16.6 24.5 15.2 16.3 21.6 14.8 17.0 27.3

（凡例）

ρ： 密度(kg/m3)

Efr-L： 縦振動法のヤング係数(kN/mm2)
Ｐ： ピロディンのピン打ち込み深さ(mm)
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図 5.11 ベイツガにおける各非破壊パラメータの比較結果 

（上：密度、下：縦振動法のヤング係数） 
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図 5.12 ベイツガの密度と縦振動法のヤング係数との関係 
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図 5.13 ベイツガのピロディンの打ち込み深さと密度との関係 
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表 5.5 ベイマツの各非破壊パラメータの基本統計量 
ベイマツ

ρ Efr-L P ρ Efr-L P ρ Efr-L P

(kg/m3) (kN/mm2) (mm) (kg/m3) (kN/mm2) (mm) (kg/m3) (kN/mm2) (mm)
データ数 90 90 83 45 45 42 45 45 41
最小値 425 6.12 7.0 426 6.12 8.0 425 6.99 7.0
平均値 528 11.48 12.8 531 11.89 13.2 525 11.06 12.3
最大値 698 17.19 24.0 659 16.07 24.0 698 17.19 23.0

標準偏差 63 2.53 3.2 58 2.56 3.3 68 2.45 3.2
変動係数（％） 11.9 22.0 25.3 10.8 21.5 24.6 12.9 22.2 26.0

（凡例）

ρ： 密度(kg/m3)

Efr-L： 縦振動法のヤング係数(kN/mm2)
Ｐ： ピロディンのピン打ち込み深さ(mm)
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図 5.14 ベイマツにおける各非破壊パラメータの比較結果 

（上：密度、下：縦振動法のヤング係数） 
 
 



 
－ 80 － 

ベイマツ全データ
y = 0.033x - 5.78

R
2
 = 0.655

n=90

0

2

4

6

8

10

12

14

16

18

20

0 100 200 300 400 500 600 700 800

密度（kg/m3）

縦
振

動
法

の
ヤ

ン
グ

係
数

（
ｋ
N

/
m

m
2
）

ベイマツ

土台

柱

 
図 5.15 ベイマツの密度と縦振動法のヤング係数との関係 
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図 5.16 ベイマツのピロディンの打ち込み深さと密度との関係 
 



 
－ 81 － 

（３）接合部強度試験の検討 
 日本建築学会木質構造接合部設計マニュアル（2009 年 11 月）の５．３接合部の試験法・

評価法に従って接合部加力試験することとした。 
 劣化操作後に接合部加力試験に供する試験体は、温度 20±3℃、相対湿度 65±5%RH の

恒温恒湿条件で調湿し、平衡状態になってから試験することとした。試験時は、試験開始

と試験終了時の気温と湿度を記録することとした。 
 加力方法は、繰り返し加力とし、そのスケジュールは IS011670 とした。繰り返し加力

スケジュールを設定するための終局変位 Du は、各樹種の密度の中央値とその前後の３体

で単調加力試験を行いその平均値を用いることとした。また、劣化操作した試験体の接合

部試験の場合、繰り返し加力の設定値となる終局変位 Du は、各樹種とも劣化なしのコン

トロールで実施した繰り返し加力試験の終局変位 Du の平均値を用いることとした。加力

速度は、単調加力の場合、試験における最大荷重までの時間が 5〜10 分となるように設定

することとした。また、繰り返し加力の場合、0.1〜10mm/s の範囲で一定の加力速度にす

ることとした。その際、無理な加速度が生じないような加力速度を設定することとした。 
 得られた試験結果から、初期剛性、降伏耐力、降伏変位、最大耐力、終局耐力、終局変

位を算出することとした。 
 
5.4 結論と今後の課題 

 モデル試験による接合部の強度劣化評価するため、今年度は、シロアリおよび腐朽菌に

よる生物劣化を実大サイズの接合部モデル試験体に強制的に発生させる操作方法を新たに

考案することとした。その結果、シロアリおよび腐朽菌による強制劣化方法について、そ

れぞれ 2 種類の方法を考案することができた。 
また、接合部強度低下に及ぼす生物劣化の影響を実験的に明らかにするため、強制劣化

操作方法と関連付けした接合部モデル試験を提案するとともに、密度、縦振動法のヤング

係数、ピロディンによるピン打ち込み深さを接合部モデル試験に供試する試験体の非破壊

パラメータとして検討した。その結果、樹種によって非破壊パラメータの出現範囲が異な

ること、樹種ごとに非破壊パラメータの相関関係が異なることが明らかになった。 
今後は、考案したシロアリおよび腐朽菌による強制劣化方法により、強制的に生物劣化

を生じさせた実大サイズの接合部モデル試験体で接合部試験を実施し、各非破壊パラメー

タと接合耐力との関係を実験的に明らかにする必要がある。 
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第 6章 構造躯体が許容しうる湿潤状態の検討 

 

6.1 背景及び目的 

構造躯体の劣化要因である木材腐朽の進行を、外皮の層構成と気象データ及び室内条件から予測する

モデルが齋藤ら 1),2)により提案されている（図 6.1.1 参照）。本モデルは、腐朽が進行する対数増殖期（図

6.1.２②）を対象として、多層壁内の熱水分移動と木材腐朽菌による質量減少及び水分生成量を定量的

に算出し、最終的には設計段階における構造耐力の低下や耐用年数の評価を試みるものである。しかし、

これまで菌糸定着までの誘導期（図 6.1.2①）に関する検討例は少なく、湿潤と乾燥が繰り返される状

況の検討は未着手である。実際の腐朽現象は一時的な高含水状態が数ヶ月程度継続する誘導期を経た後

に進行すると考えられており 3)、4)、実状に即した評価を行ううえで誘導期の検討は不可欠と考えられる。 
そこで本検討では実験室実験により、雰囲気湿度が周期的に変動する非定常条件下での菌糸定着時間

や腐朽進行を把握し、誘導期におけるモデル構築のバックデータを収集するとともに、有害な結露を判

断するための知見を得る。 
 

H2O
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水
二酸化炭素

菌糸体

材料実質部
（空隙も含む）

セルロース

生産物
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水分拡散 腐朽の進行材料表面からの距離
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(C6H10O5)n

nH2O

nC6H12O6

yCO2

xH2O
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n-xH2O
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図 6.1.1 水分収支を考慮した木材腐朽進行予測モデルの概要 1) 

時間

腐
朽
度

①誘導期

②対数増殖期

③停止期・死滅期

 

図 6.1.2 腐朽進行と時間の関係 1)（イメージ） 
 
6.2 実験方法 

実験は、雰囲気湿度変動による菌糸定着及び腐朽進行の影響を把握するため、菌糸を接種した木片を

湿度制御可能なデシケータ内に設置し、定期的に質量減少率を測定する。雰囲気湿度は図 6.2.1 に示す

ように、蒸留水を満たしたデシケータにポンプをつなぎ、メンブレンフィルターを経由した乾燥空気を

設定時間毎に供給することにより制御する。 

実験条件を表 6.2.1 に示す。Case0 は湿潤状態の湿度一定条件であり、他の実験条件のリファレンス



 
－ 83 － 

となる。Case1～Case6 は予め腐朽操作を施した 5×5×2mm 程度の種木を健全材の上面に設置し間接

的に菌糸を接種した試料を用いる実験で、図 6.1.2 ①の誘導期に関する知見を得ることを目的として

いる。一方、Case7～Case9 は培地の菌叢上で健全材に直接接種した試料を用い、図 6.1.2 ②の対数増

殖期の腐朽進行を考察する。図 6.2.2 に菌糸接種後の試料の状況を示す。 
供試菌はオオウズラタケとし、試料は赤松辺材、木目は腐朽が進行し易い木口方向とした。設定温度

は 23℃、変動周期 12 時間～1 週間とし、乾燥・湿潤の時間配分は 1：1 とした。乾燥時の湿度は、近年

の工法を採用した躯体内の湿度変動を想定し、変動が少ないケース（約 90%）と変動が大きいケース（約

75%）の 2 水準とした。菌糸接種前の試料はオートクレーブ滅菌を行い、一連の腐朽操作も滅菌箱を用

い、雑菌が混入しないよう配慮した。試料の含水率及び質量減少率は（1）、（2）式により求める。試験

の実施状況を図 6.2.3 に示す。 

w

dw

m
mmw −

=        ・・・(1) 

n

dn

m
mmL −

=        ・・・(2) 

 

ここに、 
w  ：質量含水率（kg / kg） 
L  ：質量減少率（-） 

nm ：菌糸接種前の絶乾質量（g） 
wm ：曝露後腐朽菌を剥がした後の質量（g） 
dm ：曝露後腐朽菌を剥がした後の絶乾質量（g） 

 
表 6.2.1 試験条件 

Case 
乾燥 
湿度 

周期（湿潤/乾燥） 接種方法 抜取時期 n 数 備考 

0 － 連続 直接 

1 75% 12h/12h 

2 75% 72h/72h 

3 75% 168h/168h 

4 90% 12h/12h 

5 90% 72h/72h 

6 90% 168h/168h 

間接 

7 75% 12h/12h 

8 75% 72h/72h 

9 75% 168h/168h 

直接 

1,2,4,6 ヶ月 5 

樹種：赤松 
寸法：30φ、厚さ 5mm、
木目：木口 
供試菌：オオウズラタケ
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図 6.2.1  試験装置概要 

 

 

   
図 6.2.2  試料設置状況（左：直接接種、右：間接接種） 

 
 

   
図 6.2.3  試験実施状況（左：直接接種、右：間接接種） 
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6.3 実験結果 

 本実験は 6 ヶ月以上の期間を要するため、今年度は曝露時間の関係より間接接種は曝露 1 ヶ月、直接

接種は曝露 3 ヶ月までの結果を報告する。24 時間周期（12h/12h）である Case1、4、7 については、

木材の調湿性によりデシケータの湿度上昇に遅れが生じ、高湿となる頻度が少なくなる傾向が確認され

たため、試験開始 1 ヵ月後よりマグネットスターラーによりデシケータ内の蒸留水を攪拌し、設定値通

りの変動が確保できるよう配慮した。 
（１）間接接種（Case1～Case6） 
 Case0～Case6 の曝露 1 ヶ月の質量含水率と質量減少率の結果を、表 6.3.1 及び表 6.3.2 に示す。 
Case0 は、雰囲気を 100%RH に維持した比較用のデータである。含水率はサンプリングを行った時間

が乾燥過程か湿潤過程かによって若干の差異が生じるが、全体の傾向としては Case0 の 0.317kg/kg に

比べ Case1～Case6 の値は繊維飽和点を大きく下回っている。 
 質量減少率については、乾燥湿度 75%RH で 0.024 以上、90%RH で 0.01 以下となっている。本来、

乾燥湿度が高い Case4～Case6 の質量減少率が大きくなると予想されるが、本実験ではこれに反する結

果となっている。要因として、デシケータ内の気流分布や接種した菌糸の活力の異なることが予想され

るが、曝露 1 ヶ月では質量減少率の変化量が小さいため、菌糸定着時間に関する考察は今後の結果を得

てから行う必要がある。 
 

表 6.3.1  間接接種時の質量含水率測定結果（単位：kg/kg） 
Case 

（周期） 

Case0 

(連続) 

Case1 

(12h/12h) 

Case2 

(72h/72h) 

Case3 

(168h/168h)

Case4 

(12h/12h) 

Case5 

(72h/72h) 

Case6 

(168h/168h)

1 ヶ月 0.317[0.076] 0.208[0.046] 0.142[0.018] 0.192[0.012] 0.183[0.009] 0.190[0.004] 0.201[0.004]

乾燥湿度 － 75%RH 90%RH 

*[ ]は標準偏差 

表 6.3.2  間接接種時の質量減少率測定結果（単位：‐） 
Case 

（周期） 

Case0 

(連続) 

Case1 

(12h/12h) 

Case2 

(72h/72h) 

Case3 

(168h/168h)

Case4 

(12h/12h) 

Case5 

(72h/72h) 

Case6 

(168h/168h)

1 ヶ月 0.034[0.037] 0.035[0.031] 0.029[0.004] 0.024[0.008] 0.005[0.001] 0.009[0.002] 0.010[0.004]

乾燥湿度 － 75%RH 90%RH 

*[ ]は標準偏差 

 
（２）直接接種（Case7～Case9） 
 Case7～Case9 の曝露 1、３ヶ月の質量含水率と質量減少率の結果を、表 6.3.3～表 6.3.4 及び図 6.3.1
～図 6.3.2 に示す。 

直接接種における初期値は、培地上の菌叢における接種後の測定結果であるため、試料の含水率が

0.37kg/kg と繊維飽和点を越えており、1、3 ヶ月後は増加している。しかし、周期的に乾燥を行う Case7
～Case9 では含水率が 0.2kg/kg 程度を維持しており、繊維飽和点以下となっている。 
 質量減少率については Case7、Case9 が増加しているが、曝露 3 ヶ月では 168h 周期の Case9 が Case0
を越えている。また、Case8 は曝露 3 ヶ月でも初期値からの変化がほとんど見られない。直接接種でも
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現時点では 1 日や 3 日程度の乾燥湿潤の周期が腐朽進行に与える影響は明確に表れておらず、今後の推

移を確認する必要がある。 
 

表 6.3.3  直接接種時の質量含水率測定結果（単位：kg/kg） 
Case 

（周期） 

Case0 

(連続) 

Case7 

(12h/12h) 

Case8 

(72h/72h) 

Case9 

(168h/168h) 

初期値 0.373 [0.004] 0.382 [0.023] 

1 ヶ月 0.391 [0.069] 0.152 [0.007] 0.189 [0.013] 0.163 [0.008] 

3 ヶ月 0.498 [0.033] 0.253 [0.040] 0.176 [0.006] 0.173 [0.007] 

 

表 6.3.4  直接接種時の質量減少率測定結果（単位：－） 
Case 

（周期） 

Case0 

(連続) 

Case7 

(12h/12h) 

Case8 

(72h/72h) 

Case9 

(168h/168h) 

初期値 0.091 [0.001] 0.113 [0.023] 

1 ヶ月 0.118 [0.017] 0.111 [0.019] 0.113 [0.023] 0.108 [0.027] 

3 ヶ月 0.144 [0.039] 0.144 [0.013] 0.105 [0.025] 0.187 [0.031] 
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図 6.3.1 直接接種における質量含水率の推移 
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図 6.3.2 直接接種における質量減少率の推移 
 

6.4 まとめ 

 本研究では、構造躯体が許容しうる湿潤状態を検討する観点から、雰囲気湿度が周期的に変動する際

の誘導期と対数増殖期における腐朽進行に関する実験を行った。誘導期については、菌糸接種後 1 ヶ月

程度で若干の質量減少率増加が見られたが、その値は 1～3%と僅かであるため、菌糸定着時間の判定は

難しく今後の推移を見守る必要がある。対数増殖期の腐朽進行についても同様であった。 
しかし、本実験を継続し数ヶ月から半年程度の曝露後の結果を得られれば、構造躯体が許容しうる湿

潤状態の判断に有用な知見の収集が可能と思われるため、今後も継続して検討を進める予定である。 
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第 7章 小屋裏換気口の要求性能に関する検討 

 

7.1 はじめに 

屋根部における野地板及び垂木などの劣化は、漏水及び結露により生じると考えられており、

これら木部の乾燥を促進させる目的で小屋裏換気口の設置が推奨されている。本来、小屋裏の湿

度性状は、小屋裏換気口からの排湿だけでなく、室内からの水蒸気流入や木材の吸放湿に影響さ

れ 1）、2）、周辺環境や気象条件にも大きく影響を受ける。しかし、現行の小屋裏換気口面積の目安

は品確法等における屋根形状毎の規定のみであり 3）、前述の要因は考慮されてない。既往研究 4）、5）

によれば、小屋裏湿度環境は天井面の気密性など建物下部構造の影響が大きいことが、多数室を

対象とした数値計算により示されており、小屋裏換気口の要求性能もこれらを勘案することが望

ましい。特に、近年は様々な工法の住宅があるうえ、断熱・気密性能も変化しており、小屋裏湿

度性状は従来と大きく異なることが予想される。 
これらの背景を考慮し、本節では小屋裏空間に繋がる躯体の隙間性状や防湿・気密性能に着目

した実験を行い、小屋裏換気口面積の要求性能を定めるための知見を得ることを目的とする。 
 
7.2 実験概要 

7.2.1 実験住宅の概要 

（1）建物及び躯体仕様 
実験住宅は、図 7.1 に示す南北切妻屋根を持つ平面形状 3.64m×3.64m、天井高 2.45ｍの１階

建である（埼玉県越谷市）。立地条件としては、南側と東側約 3ｍに隣地との塀が、西側 2m に同

規模の実験住宅があり、実験住宅北側は開けている。天井は別張り防湿フィルムを施工し、袋入

り断熱材グラスウール 10K 厚 100mm の２重敷きとし、外壁及び床も平成 11 年省エネルギー基

準の断熱性能に準じた仕様となっている。 
実験棟外観及び各部の施工状況を図 7.2、図 7.3 に示す。実験棟の居室には、部屋中央部に間仕

切壁を想定した下がり壁（天井より 300ｍｍ下がり）を設け、下端は相当隙間面積 17ｃｍ2 の開

口を設けた注)。これは間仕切壁を経由した小屋裏への移流による水蒸気流入の再現が目的であり、

小屋裏湿度に対する影響の大きいことが既往研究 4）、5）で指摘されている。 
注）下がり壁の隙間面積の設定について 

桑沢、齋藤らの断熱改修実測で間仕切壁の気流止めによって、約 67.5cm2相当隙間面積が減少したという報告があり 6）、今回

の実験住宅の床面積 13.25ｍ2に換算すると 6.6cm2の相当隙間面積となる。本実験では、この数値に電気配線などの隙間を考慮

した相当隙間面積 17ｃｍ2を設定し、別途、気密測定により隙間量を確認した。 

 
 
（2）暖房及び換気設備 

居室の空調についてはヒートポンプエアコン及び加湿器を設置し、設定温度 20℃、相対湿度

50%RH で制御した。ただし、制御方法はエアコン及び加湿器付属の設定による。また、居室は

パイプファンで給気を行う第２種換気とし、居室の換気回数がほぼ 0.5 回/ｈになるようにボルト

スライダーにより調整した。第２種換気によって、小屋裏と下がり壁下部の差圧は常時 3Pa 程度

生じており、小屋裏内に水蒸気が侵入し易い安全側の設定となっている。 
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図 7.1 実験棟の平面図      図 7.2 実験棟外観（北側） 

 

     
 
 

   
 
 
 

図 7.3 実験棟の施工状況 
 
7.2.2 センサー設置位置 

 各種センサーの設置位置を表 7.1 に、センサーの設置状況を図 7.4 に示す。温湿度センサーは、

小屋裏空間の南北空間に加え、野地板近傍、野地板近傍下部（桁梁直上）、通気層内部にも設置し

た。また、小屋裏への移流量を把握するため、小屋裏換気口、通気層上端、間仕切壁上部に熱線

風速計を設置した。さらに、小屋裏と外気、下がり壁、換気口内外に圧力チューブを設置するこ

とにより、換気回路網によるシミュレーション計算の与条件となる差圧データを収集した。 
 

サイディングは実験中に取り外せるようにした（取合い部、継ぎ目はコーキング代わりに気密テープ） 

天井断熱施工状況 軒換気口は軒－軒換気の場合

気密テープで塞ぐ 
下がり壁気流止め 
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表 7.1 各種センサーの設置位置 
温湿度 CADAC CADAC通し 備考
屋根野地 南 下部 内側表面 T 0-00 00

内側表面近傍 T 01 01
内側表面近傍 RH 02 02

中央 内側表面 T 03 03
内側表面近傍 T 04 04
内側表面近傍 RH 05 05

北 下部 内側表面 T 06 06
内側表面近傍 T 07 07
内側表面近傍 RH 08 08

中央 内側表面 T 09 09
内側表面近傍 T 10 10
内側表面近傍 RH 11 11

吊り木直上 内側表面 T 12 12
内側表面近傍 T 13 13
内側表面近傍 RH 14 14

小屋裏空間 南 中央 T 15 15
RH 16 16

北 中央 T 17 17
RH 18 18

吊り木直上 T 19 19
RH 1-00 20

間仕切壁 直上 T 01 21
RH 02 22
T 03 23
RH 04 24

断熱材継ぎ目 直上 T 05 25
RH 06 26

小屋梁 中央 表面 T 07 27
表面近傍 RH 08 28

断熱材との
取合い部

袋入り断熱材施工の弱点部の状況把握

袋入り断熱材施工の弱点部の状況把握

吸放湿の目安を得るため

通気層や軒裏換気の流出入付近の状況
把握

通気層や軒裏換気の流出入付近の状況
把握

袋入り断熱材施工の弱点部の状況把握

袋入り断熱材施工の弱点部の状況把握

 
妻壁 東 中央 内側表面 T 09 29

内側表面近傍 T 10 30
内側表面近傍 RH 11 31

西 中央 内側表面 T 12 32
内側表面近傍 T 13 33
内側表面近傍 RH 14 34

天井 断熱材 南 小屋裏側表面 T 15 35
北 小屋裏側表面 T 16 36

内装材 南 居室側表面 T 17 37
北 居室側表面 T 18 38

通気層内 南 窓有り T 19 39
（20cm程度挿入） RH 2-00 40

窓無し T 01 41
RH 02 42

北 窓有り T 03 43
RH 04 44

窓無し T 05 45
RH 06 46

居室 T 07 47
RH 08 48

差圧
09 49
10 50 換気量を把握するため
11 51 換気回路網計算検証のため
12 52

小屋裏　中央部　－　居室　下がり壁下
軒天　南側　－　居室　下がり壁下
軒天　北側　－　居室　下がり壁下
外気　基準点　－　居室　下がり壁下

窓有り部と窓無し部の通気層の状況を把
握

窓有り部と窓無し部の通気層の状況を把
握

 
風速 CADAC CADAC通し

軒換気口 南 （指向性） 2-13 53
北 （指向性） 14 54

棟 （指向性） 15 55
間仕切上部 （指向性） 16 56
通気層 南 窓有り 風速 17 57

温度 18 58
窓無し 風速 19 59

温度 3-00 60
北 窓有り 風速 01 61

温度 02 62
窓無し 風速 03 63

温度 04 64
熱流
屋根野地 南 中央 熱流 05 65

温度 06 66
北 中央 熱流 07 67

温度 08 68
居室側天井 南 中央 熱流 09 69

温度 10 70
北 中央 熱流 11 71

温度 12 72
気象
全天日射量 水平面 13 73

軒天から20cm程度下がった部分

気象ステーション（温度、湿度、風向、風速、大気圧、降雨量）

熱伝達率の把握のため

熱伝達率の把握のため

 
※網掛け部は測定器不足のため、集中実測にて測定予定 
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図 7.4 各種センサーの設置状況 
 

野地北側 

野地表面 

空間 
下部 

間仕切壁 直上 

風速（指向性・上下方向） 

温湿度 

断熱材取合い部 

野地南側 

空間 

野地表面 

軒天換気口 風速計 通気層 

温湿度 

風速計 

天井吊り木 直上 軒天換気口 微差圧計 軒部分 

風速（指向性・横方向） 

天井吊り木上 野地表面 

気象ステーション（温湿度・風向風速計など）

と日射計【実験棟北側】 
室内ロガーなど 

室内下がり壁と隙間状況 

微差圧計の計測位置 
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7.2.3 実験条件 

実験は、小屋裏換気口及び天井面の気密・防湿の組合せを設定し、それぞれ 1 週間程度の測定

を行う。本年度は、軒のみ換気＋間仕切壁気流止め＋全日暖房を基準ケースとして、以下の 4 ケ

ースの実験を行う。軒換気口は住宅金融支援機構の木造住宅工事共通仕様書に合致するように設

置した。 

 

表 7.2 実験条件及びスケジュール 

Case Case1 Case2 Case3 Case4 

小屋裏換気口 軒のみ 軒のみ（半開） 軒のみ 軒のみ（半開） 

通気層からの空気流入 あり 

気流止め あり なし 

実験期間 1/26～2/2 2/2～2/9 2/11～2/18 2/18～2/22 

居室 連続暖房 

備考 基準ケース － － － 
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7.3 結果及び考察 

7.3.1 Case1 及び Case2（気流止めあり） 

 Case1 及び Case2 の各測定点の温度変動、相対湿度変動、絶対湿度変動のグラフを図 7.5～図

7.7 に示す。図中凡例の「表面」とは小屋裏空間に面する野地板表面を意味し、「表面近傍」は野

地板表面の近傍空気の値を意味する。ただし、「表面」の相対湿度については「表面近傍」の絶対

湿度を表面温度の測定値で補正して算出したものである。なお、絶対湿度変動は日射量との相関

性が強いので、水平面全天日射量を右軸に挿入した。 

 図 7.5 の居室温湿度は約 22℃、55％で推移している。外気温度は 2/1 から最高、最低値ともに

低くなり、特に 2/3 からはほぼ毎日、最低温度が 0℃を下回っている。図 7.6 の野地表面の相対

湿度は Case2 となる 2/3 の前後より朝方に露点に達する日が観測され、結露発生の頻度が増えて

いる。これは外気の低温化に加え、軒裏換気口を半分とした双方の条件が影響している。 

 小屋裏内の絶対湿度は日射量とともに上昇している。これは、日射により野地板温度が上昇し、

合板内に吸着されている水蒸気が小屋裏空間に放湿されているためである。ただし、日射量が多

いものの絶対湿度上昇が低い 1/29 や 2/7 は、外部風速が最大で 3～4m/s 程度と他の期間に比べ高

く（図 7.8）、それに連動するように軒換気口の小屋裏側風速も最大約 2.0m/s が計測されている

ことから（図 7.9）、外部風による換気の促進が推測される。 
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図 7.5 温度変動グラフ（Case1：1/26～2/2、Case2：2/2～2/9） 
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図 7.6 相対湿度変動グラフ（Case1：1/26～2/2、Case2：2/2～2/9） 
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図 7.7 絶対湿度・全天日射量変動グラフ（Case1：1/26～2/2、Case2：2/2～2/9） 
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図 7.8 外部風向・風速（Case1：1/26～2/2、Case2：2/2～2/9） 
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図 7.9 軒換気風速と外部風速（Case1：1/26～2/2、Case2：2/2～2/9） 

 

7.3.2 Case3 及び Case4（気流止めなし） 

間仕切壁上部の気流止めが無い条件である、Case3 及び Case4 の温度変動、相対湿度変動、絶

対湿度変動のグラフを図 7.10～図 7.12 に示す。図 7.10 の居室温度の傾向が 2/18 より変化して

いるが、これは床上約 1.2m に設置した室内の温度センサーが床に落下したことによる。 

2/11～2/17 は 2/14 を除くと曇天や降雪の影響で昼間でも外気温度が低く推移している。外部風

速（図 7.13）は Case1,2 の実験期間に比べると最大風速は小さいが、例えば 2/15～17 のように
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1.5m/s 程度の卓越風が継続する気象条件であった。この期間は（2/15～17）、軒換気口の風速が

常時 0.5m/s 程度観測され、Case1,2 の約 0.2m/s（夜間）より換気量が多い。しかしながら、Case3

の相対湿度（図 7.11）は露点に達する頻度が増えており、気温低下と気流止めの撤去が影響を及

ぼしたものと推察される。本来、Case3 に比べると軒換気口面積を半分にした Case4 の方が湿度

環境は厳しくなるはずであるが、相対湿度の時系列データを見る限り、気温低下の影響が顕著で

あったと言えよう。 
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図 7.10  温度変動グラフ（Case3：2/11～2/18、Case4：2/18～2/22） 
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図 7.11 相対湿度変動グラフ（Case3：2/11～2/18、Case4：2/18～2/22） 
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図 7.12 絶対湿度・全天日射量変動グラフ（Case3：2/11～2/18、Case4：2/18～2/22） 
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図 7.13 軒換気風速と外部風速（Case3：2/11～2/18、Case4：2/18～2/22） 

 

7.3.3 無次元絶対湿度による比較 

 これまで示した時系列のプロファイルでは、気象条件や木材の吸放湿等によって、小屋裏湿度

に対する換気口面積や気流止めの影響を比較するのが困難であった。そこで、内外の絶対湿度差

で無次元化した値を求め、与条件に対する影響を考察する。比較対象とするデータは、温湿度変

動が安定する 0～6時の期間平均値とし、以下の式により無次元絶対湿度を求めた。無次元絶対湿

度は 0が外気、1が居室と同等であることを意味しており、1に近付くほど対象部位が高湿化した

ことになる。 

 

( ) ( )oioa XXXX −−= /χ     （1） 

ここに、χ：小屋裏無次元絶対湿度 Ｘａ：小屋裏絶対湿度（ｇ/kg’） 

 Ｘｏ：外気絶対湿度（ｇ/kg’） Ｘｉ：主要暖房室の絶対湿度（ｇ/kg’） 

 

 0～6 時における絶対湿度の期間平均値を図 7.14 に、無次元絶対湿度を図 7.15 に示す。図 7.14
の絶対湿度測定値では、気流止めを撤去したことによる差異は読み取れるが、例えば Case1、
Case2 を比較すると、換気口面積を半減させたにもかかわらず、条件変更後、外気絶対湿度の低

下により小屋裏各部の絶対湿度も低下している。 
 図 7.13 の無次元絶対湿度では、Case1 より Case2 が全体的に高く、換気口面積を半減させた

ことによる影響が見られる。図 7.15 によれば、気流止め撤去による小屋裏空間の高湿化は明らか

であり、Case3、Case4 ともに Case1 の 2 倍以上の値となっている。部位の影響も確認でき、軒

天換気口に近い野地板下部の値は他部位に比べ小さく、外気に近い環境であることが読み取れる。

Case3 の無次元絶対湿度が Case4 に比べ高い理由については、結露による野地板の湿潤状態の継

続が推察される。 
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図 7.14 各部位の絶対湿度（0～6 時の平均値） 
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図 7.15 各部位の無次元絶対湿度（0～6 時の平均値） 
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7.4 まとめ 

本節では現行の省エネ基準に準拠する性能を持つ建物を対象に、躯体の隙間性状や防湿・気密

性能に着目した実験を行い、小屋裏換気面積の要求性能を検討するためのデータ収集を行った。 
今年度得られた知見は軒天換気口を持つ建物に限定されるが、小屋裏空間の高湿化に対しては

換気口面積の大小より、気流止め有無の影響が大きいことが示された。この結果は、気流止めの

施工例が少ない旧来の住宅と、天井面の気密性能が担保された近年の住宅では、要求される換気

口面積が異なることを意味する。また、曇天日の相対湿度の上昇は、太平洋側と日本海側など気

候地域の差異が影響することを示唆している。 
 
 今後の課題としては、以下の項目が挙げられる。 
・棟換気や妻換気など換気口の差異に対する検討 
・室内及び外部空間との換気による水分収支の定量的な解析 
・天井面の気密・防湿性能を緩和させた際の検討 
・気象条件による影響 
 
 来年度以降は、上記の項目に関する実験を継続するとともに数値計算による検討も加え、建物

下部構造や気象条件を勘案した小屋裏換気口の要求性能を整備する予定である。 
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第 8 章 接合金物、接合具の耐久性評価 

 

 8.1 はじめに 

 8.1.1 背景と目的 

2009 年に長期優良住宅の基本的基準が策定された。この基準は性能評価制度（住宅の

品質確保促進等に関する法律）の対策等級 3 をベースに維持管理要件を加えたものであ

り、これらの技術的背景は主に昭和 55 年から実施された建設省総合技術開発プロジェ

クト「建築物の耐久性向上技術の開発」（以下、「耐久性総プロ」と呼ぶ）によるもので

ある。 
一方、近年の木造住宅では、面材耐力壁の釘やビス、柱頭柱脚金物など、構造耐力要

素としての金属接合具の使用が多くなってきている。2000 年の建築基準法改正では、建

設省告示 1460 号により、柱頭柱脚および筋かいの端部の仕様が、接合金物として明確

に規定された。また、面材耐力壁の性能は接合具の性能が支配的であることが多い。す

なわち、接合金物および接合具の構造特性が建物の構造特性に及ぼす影響が相対的に高

くなっているといえる。しかしながら、耐久性総プロ当時はこれら金物類の構造上の位

置づけが曖昧であったこともあり、金物類の表面処理については明確な基準化がなされ

てこなかった。 
そこで本 TG では、長期優良住宅の接合金物耐久性基準や JIS 基準に反映することを

目的として、木造住宅における接合金物および接合具の劣化特性を明らかにするための

取組みを行う。 
 

 8.1.2 出力イメージ 

基準イメージとしては、①接合金物（および接合具）の表面処理グレードを数区分し、

②当該接合金物（および接合具）の使用環境を数区分し、③これらの組み合わせによっ

て当該接合金物（および接合具）の構造性能に対する劣化低減係数αを規定するものな

どが考えられる。さらに、これらは対象金物の使用方法や建物の目標供用期間ごとに規

定される。 
 

  表面処理グレード 
  1 2 3 

Ⅰ 1.0 0.8 0.6 
Ⅱ 1.0 1.0 0.8 使用環境 
Ⅲ 1.0 1.0 1.0 

 
 8.2 接合金物、接合具の腐食実態 

 まず、既往の研究の文献調査を行い、接合金物、接合具、その他鋼材の腐食実態を整理

した。 
 
 8.2.1 部位による腐食 

 Kubler は部材境界面での錆が著しいことを指摘し、建設時の配慮、例えば適切なコーキ

ングなどによって錆を抑止することができるとしている 1)。また、含水率約 18%超で木材

表 8.1 接合金物の構造性能劣化低減係数マトリクスのイメージ 
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内の釘は錆びやすくなることを指摘している。 
 石本らは築 21 年の軽量鉄骨住宅のさびの評価を行っている 2)。特に含水率の高い他材料

と接触した部分に錆が見られる。 
 
 8.2.2 薬剤処理木材との接触による腐食 

 Baker は薬剤処理木材において含水率が高くなると腐食が進行することを指摘している 3)。

特にホウ酸等を含む防火処理木材は、低い湿度でも腐食性を有するとしている。 
山田は各種表面処理を施した金物を防腐防蟻処理した木材に取り付け、屋外暴露試験、

耐湿試験を行っている 4)。ACQ や CUAZ-2 などの銅が含まれている薬剤によって防腐防蟻

処理した木材に対して、亜鉛系のめっきを施した金物を取り付けた場合、比較的早く腐食

が進むことを指摘している。また、表面に樹脂系の皮膜を持つ表面処理の場合は比較的腐

食しにくいことを指摘している。 

 
写真 8.1 耐湿試験の様子 4) 

 
8.2.3 木造住宅における鋼材の腐食 

 
 神山らは築 23 年の軸組工法木造住宅の釘を調

査、釘径と重量を測定している 5)（図 8.1）。重量

減少率は外壁に比べて床下が大きく、外壁の方位

別に比較すると北側が最も大きい。外壁の重量減

少率は 10～20%程度である。床下の湿潤環境が釘

錆に大きく影響するとしている。また同様に、築

11～27 年の木造住宅のくぎを調査し、減少径と経

過年数の関係をまとめている 6)。 
 今村らは関東地方を中心とした木造住宅の外壁

における釘の劣化状態を調査し、目視による釘の

劣化度を定義し、釘の錆量およびせん断力から求

めた釘の有効直径と関連付けている 7)。なお、劣

化度は 0.5 単位で評価するとしている（表 8.2）。 
 
 
 図 8.1 釘の部位別減少率 5) 
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 石山らは木材含水率と木材由来の酢酸を劣化因子として着目し、高温高湿暴露による促

進試験と試験棟躯体内の環境測定結果をアイリングモデルに適用して寿命予測を行ってい

る 8)（8.3.2 参照）。 
 
 8.2.4 鉄骨造建築物における鋼材の腐食 

スチールハウス構造・耐久性研究報告 9)では、スチールハウス用鋼材について、自動車

用材料腐食試験法 10)（複合サイクル試験）によって促進試験を行っている。促進試験 30
サイクルが屋外暴露 3～20 年相当であるとしている。 

作本らは型鋼およびねじ接合部の促進耐久性試験、ねじ接合部の促進劣化後のせん断試

験を行い、型鋼の耐用年数を推定している 11)。促進試験は自動車用材料腐食試験法によっ

ておこない、屋外と屋内の腐食速度の比率は 1/8 としている。この腐食速度の比率は耐久

性総プロによる「鉄骨造建築物の設計用劣化外力設定指針」12)の露出度係数（表 8.3）と

して与えられている。 
 

表面無処理鋼材 亜鉛めっき鋼材 塗膜

BX1 1.0 1.0 1.0
BX2 常時乾燥 3.0 3.0 3.0
BX3 湿潤、乾燥の繰返し 1.0 1.0 2.0
BX4 常時乾燥 6.0 8.0 6.0
BX5 湿潤、乾燥の繰返し 0.8 0.8 3.0
BX6 1.0 1.0 0.8

半露出

非露出

コンクリート端境面

露出状況符号
露出度係数

外部露出

 

※BX4-亜鉛めっき鋼材の露出度係数は現在では 7.0 を用いている。 

表 8.2 今村らの釘の劣化度評価基準 6) 

表 8.3 露出度係数 BX12) 
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 8.3 接合金物、接合具の耐久性の定義 

 耐久性とはある性能を維持する性能と考えられる。すなわち、構造性能をどれだけ維持

できるか（構造性能の耐久性）、防水性能をどれだけ維持できるか（防水性能の耐久性）、

などと言い換えることができる。したがって、ある機能部材の耐久性を定義するためには、

これらの性能を考慮した限界状態を定義する必要がある。以下に鉄骨造建築物の例と、木

造住宅の限界状態を考えるための一例として、釘の劣化時性能に関する研究例を挙げる。 
 
 8.3.1 鉄骨造建築物の限界状態 

鉄骨造建築物の鋼材においては経験的に断面欠損が 10%に到達した時点を限界状態と

しており（式 8.1）12)、また、亜鉛めっきの限界状態（標準耐用年数）は、めっき付着量

の 90%が消失した時点とすることが多い（式 8.2）。 
 
鋼材の標準耐用年数 12) 

S
S N

tY
α×
×

=
1.0

0 ・・・式 8.1 

ここで、 
Y0S ：表面無処理鋼材の標準耐用年数（年） 
t ：鋼材の板厚（mm） 
N ：部材の断面形 N=1 閉断面形 
  N=2 開断面形 
αs ：標準地域における鋼材の年間腐食量（αs =0.05mm/年） 
 
亜鉛めっきの標準耐用年数 12) 

z
Z N

zY
α×
×

=
9.0

0 ・・・式 8.2 

ここで、 
Y0Z ：亜鉛めっきの標準耐用年数（年） 
z ：亜鉛めっき量（g/m2） 
N ：部材の断面形 N=1 閉断面形 
  N=2 開断面形 
αz ：標準地域における亜鉛めっきの年間腐食量（αz =11g/m2・年） 
 

例えば、厚さ 2.3mm の鋼板の標準耐用年数は、以下のようになる。 

年3.2
05.02

3.21.01.0
0 =

×
×

=
×
×

=
S

S N
tY

α
・・・式 8.3 

 
同様に、溶融亜鉛めっき Z27 の表面処理の標準耐用年数は、以下のようになる。 

年25.11
111

22759.09.0
0 =

×
×

=
×
×

=
z

Z N
zY
α

・・・式 8.4 
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 8.3.2 釘の劣化時性能 

木造長期優良住宅の接合金物や接合具の基準を策定するためには、これらの限界状態を

定義する必要がある。すなわち、接合金物や接合具に使用される鋼材の断面欠損（重量減

少率）が何%に到達する時点を限界状態とするのが適当であるのかを検討する必要がある。

8.3.2 節には、これを定義する上で重要な情報である、釘の劣化時性能に関する既往の研究

を整理した。また、8.3.3 節には、釘劣化時の合板耐力壁の性能に関する研究例を紹介する。 
徳田は、木材の含水率条件をパラメータとして釘の引抜き実験を行い、引抜き耐力にお

ける釘の錆の影響を考察している 13)。気乾状態を継続させた試験体および湿潤状態を継続

させた試験体では釘の引抜き耐力に対して錆が寄与する割合はかなり大きく、約 1.5 倍に

なると報告している。また、木材を水に漬けて含水率を上昇させてから引抜き実験を行う

と、釘に加わる側圧の急激な低下と摩擦係数の減少により、釘の引抜き耐力は減少するが、

釘が発錆して木材との付着が強くなっていると、釘の引抜き耐力は増加すると報告してい

る 14)。 
平井らは木材に OSB を打ちつけた釘接合部試験体を沸騰水中および常温水中に浸漬後、

一定期間室内放置し、釘接合せん断耐力の推移を検証している 15)。 
Johnson は防火処理木材に合板を釘打ちし、3 種の条件下（低温・常温・高温高湿）に

暴露し、せん断実験を行っている 16)｡防火処理木材に打たれた釘は高温高湿下では劣化が

著しく、パンチングアウトによって耐力低下を示した。 
宮村らは製材にパーティクルボードもしくは合板を釘打ちし、高湿環境下に暴露し、釘

の引抜試験およびせん断試験を行っている 17)｡引抜耐力は釘の錆に大きく影響を受ける一

方、せん断耐力は釘の錆に加えて含水率の変化に大きく影響を受けると報告している。 
今村らは、釘の劣化度と釘接合部のせん断耐力について実験および考察を行い、たとえ

ば劣化度 3 の CN50 釘による合板釘接合部の 0.9mm すべり変位時耐力は、劣化なしの場

合の 55%程度であると報告している 4)。なお、劣化度と有効直径の関係（表 8.4）によれ

ば、劣化度 3 の２CN50 釘の重量減少率は 20%程度（長さの減少を無視し、重量減少率が

断面積の減少に等しいと考えると、100%-(90%)2=19%）であると考えられる。 
福本らは築 30 年の木造住宅を移築し

た試験体とそれを新しい材料で再現した

試験体について震動台加振実験を行って

いる 18)。移築試験体は再現試験体と比べ、

剛性、最大耐力、エネルギー吸収性能が

小さく、経年劣化によって建物の構造性

能が低下する可能性を指摘している。 

表 8.4 釘の劣化度と有効直径残存率 6) 
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 8.3.3 合板耐力壁釘接合部の劣化時性能 

 
石山らは合板耐力壁釘接合部の釘が発錆した時の耐力を実験によって確認している 19)。

柱-釘-合板接合部を再現した試験体（図 8.2）を高温高湿暴露して釘を促進発錆させ、一面

せん断試験を行っている。 
釘が発錆していない場合に比べ、発錆初期は最

大耐力がいったん増加し、さらに錆が進行すると

減少していく様子を示している（図 8.3）。釘の 
発錆によって合板耐力壁の釘接合部のせん断荷重変形特性が変化するメカニズムを以下の

ように説明している 20)。 
釘が発錆していない場合に比べ、発錆初期は最大耐力がいったん増加し、さらに錆が進

行すると減少していく様子を示している（図 8.3）。釘の発錆によって合板耐力壁の釘接合

部のせん断荷重変形特性が変化するメカニズムを以下のように説明している 20)。 
(1)一般的に、せん断力によって釘の引抜きが始まると、スティック‐スリップを繰り返し

ながら、荷重は概ね一定値を示す。 
(2)釘の発錆によって引抜き抵抗力が増加すると、（釘が発錆していない場合は）引抜きを

発生させる荷重に達しても釘が引抜けず、さらに荷重が上昇する。さらに荷重が上昇す

ると、パンチングアウトによって荷重低下する。一般的にパンチングアウトは脆性的で

あり、荷重低下は急である。この時発錆によって釘の胴径が減少し、合板面内方向およ

び主材軸方向の反力、釘の曲げ耐力が小さくなるものの、引抜き抵抗力の増加分がこれ

を上回る。 
(3)さらに発錆が進むと、釘頭径の減少により、パンチングアウトが早期に発生する。 
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図 8.2 試験体図 19) 

錆なし  

重量残存率 74% 重量残存率 61% 

重量残存率 98% 

図 8.3 荷重変形曲線 19) 
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これらの得られた荷重変形曲線を完全弾塑性モデル化し、耐力壁の評価方法 21)に準じて、

Py、Pu×0.2/Ds、2/3Pmax および P3.8（面材が剛体かつ間柱に完全固定されていると仮定

した時の層間変形角 1/120rad.時の変位）を算出し、その変化傾向を検証している（図 8.4）。
これによると、Pu×0.2/Ds は劣化初期から減少傾向を示すが、Py、2/3Pmax、P3.8 は劣

化の進行に伴い、一旦上昇傾向を示した後、減少していく様子がわかる。このように、釘

の劣化に伴う各性能値の変化がそれぞれ異なるということは、耐力壁の許容耐力決定因子

が釘の劣化状態によって変化する可能性を示唆する。また、ここで扱っている合板耐力壁

釘接合部の場合の許容耐力は、釘が発錆していない時は Py で決定し、釘の発錆に伴って

一旦上昇して Pu×0.2/Ds で決定した後、再び低下して重量残存率約 75%で初期値に戻る

ことがわかる（再び Py で決定する）。 
 

□：Aグループ、△：Bグループ、○：Cグループ、×：Dグループ
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 図 8.4 釘の劣化指標と各種性能値 19) 
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 8.4 劣化外力 

 接合金物や接合具の使用環境、すなわち、建物の立地条件や建物の部位などの違いによ

る劣化状況を評価するためには、劣化外力を整理する必要がある。また、接合金物や接合

具の表面処理グレードを評価するための促進試験方法を検討する上でも、劣化外力をどう

捉えるかは重要である。 
 
 8.4.1 劣化外力の整理 

 「鉄骨造建築物の設計用劣化外力設定指針」12)では、亜鉛めっきの劣化外力として、亜

硫酸ガス、海塩粒子、湿度、温度、降水等を挙げ、日本全国の亜鉛めっきの劣化分布を 4
段階にグレーディングして示している（図 8.5）。なお、亜鉛めっきの劣化に対しては、海

岸地域、または工業地域、交通量の多い地域で海塩粒子または亜硫酸ガス等の劣化外力の

影響が、水の劣化外力による影響に比較して大きいとしている。 
 また、上記マクロな劣化外力分布に加え、ミクロな劣化外力分布として、露出度係数（表

8.2.2）、部位係数を示している。 

 
 

 一方、木造住宅特有の劣化外力として、木材由来の酸の影響が挙げられる。木材は温度

と湿度の影響を受け、酢酸を発生する。すなわち、木材のヘミセルロースのアセチル基が

図 8.5 亜鉛めっきの劣化外力分布図 12) 



 
－ 109 － 

加水分解を受け、酢酸となって遊離する 22)。酸性環境下では鉄の腐食速度は増加する 23)。

また、8.2.2 節で述べた通り、木材保存薬剤の影響を考慮する必要がある。 
 
 8.4.2 促進劣化試験法の整理 

 現在、一般的に行われている耐久性関連試験を整理すると、表 8.5 のようになる。木造

住宅用接合金物の耐久性関連試験としては、塩水噴霧試験、複合サイクル試験などを実施

することが多い。しかしながら、これらの試験で成績のよいものが必ずしも実環境で成績

がよいわけではないと言われている。これは前述の通り木造住宅特有の劣化外力を考慮す

る必要性を示唆している。これまでの木造住宅用接合金物の表面処理は、自動車産業や土

木、電力分野用途として開発された技術を導入することが多かったが、最近では木造住宅

用の表面処理が開発されてきている。これらの性能検証においては、木材に取り付けた状

態での湿潤試験など、木造住宅用としての新たな促進劣化試験方法が試行されてきている。

また、実環境に対する促進試験の加速係数は不明なことが多いが、スチールハウス構造・

耐久性研究報告書によれば、大気暴露試験と複合サイクル試験との関係は表 8.6 のように

なる。 
 

試験方法 準拠規格 概要

屋外暴露試験 JIS Z 2381
部材・材料等を屋外にさらして劣化の程度を調べる試
験。

塩水噴霧試験 JIS Z 2371
一定温度の槽の中に置いた試料に所定の温度、濃度
の塩水を噴霧して行う促進試験。

複合サイクル試験 JASO M609-91
自然環境に近似し、かつ促進する目的で、塩水噴霧（2
時間）・乾燥（4時間）・湿潤（2時間）の雰囲気を繰り返
して行う試験。

湿潤試験 JIS K2246 試料を相対湿度95%以上の湿潤状態に保持する試験。

キャス試験 JIS D0201
塩水噴霧に用いる塩水に、少量の酢酸および塩化第
二銅を添加し、腐食速度を高めた促進試験。

亜硫酸ガス試験 JIS D0201
所定の濃度の亜硫酸ガス（SO2）を含んだ槽の中に試

料を入れ、腐食程度を調べる試験。  

 
 
 

 

 
 

 

 

表 8.5 主な耐久性関連試験方法 

表 8.6 複合サイクル試験と大気暴露試験との関係 9) 
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 8.4.3 釘の寿命予測 

 
 石山らは木材含水率と木材由来の酢酸を劣化因子として着目し、高温高湿暴露による促

進試験と木造住宅試験棟躯体内の環境測定結果をアイリングモデルに適用して寿命予測を

行った 8)。アイリングモデルは高分子材料の寿命予測でよく使用される、温度を加速因子

としたアレニウスモデルをその他の加速因子も考慮して拡張したものである 24)。ここでは、

木材のヘミセルロースのアセチル基が加水分解を受け、酢酸となって遊離する 22)メカニズ

ムを高分子材料の化学反応と考えてアレニウス則を適用し、木材含水率の影響を指数則と

仮定して、温度と木材含水率を劣化因子としたアイリングモデルによって寿命予測をおこ

なった。寿命予測の概要を図 8.6 に示し、以下に概要を述べる。なお、本研究では木材内

の釘を対象とするため、ストレス因子は温度および平衡含水率（EMC）とした。また、釘

の腐食の程度は釘の重量で表すこととする。 
①木材に釘を打ち込んだ試験体をいくつかの温湿度条件に暴露し、当該条件での木材中の

釘の経時変化データを得る。 
②釘劣化時の構造性能実験を行い、初期構造性能を維持できなくなる釘の限界残存重量 W

を設定する。 
③①、②より、各温湿度条件における寿命 Ln を算定する。 
④各温度、EMC および Ln をアイリングモデルに適用し、回帰分析によって諸定数を算出

する。 
⑤木造住宅の各部位の温湿度データおよびその温湿度での EMC を④で得られた式に適用

し、その条件下での寿命を算定する。 
 

 

 
 

合板耐力壁釘接合部の劣化時性能実験 19)に基づいて限界残存重量を設定し、高温高湿暴

露による促進試験と木造住宅試験棟躯体内の環境測定結果をアイリングモデルに適用して

寿命予測を行った結果、寿命は約 230 年と推定された。また、表面処理なし、6 価クロメ

ート、3 価クロメート、溶融亜鉛めっきそれぞれについて得られたモデルによって、温湿

度ごとの特定重量残存率に達する年数を試算した結果を、表 8.７から表 8.10 に示す。 

図 8.6 寿命予測の概要 8) 
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■釘劣化予測-コントロール（表面処理なし）-
a 8.7 10.7 11.4 10.6 6.8 4.7 3.4 2.5
k 8299.1 8327.6 8362.8 8843.3 10432.2 11309.4 11870.5 12261.8
-n -11.9 -12.4 -12.5 -12.6 -12.7 -12.8 -12.8 -12.9

T RH EMC
℃ %RH % 0.95 0.9 0.85 0.8 0.75 0.7 0.65 0.6
20 50 9.3 807 2140 3537 6699 24317 52677 89755 133635
20 55 10.1 292 741 1210 2274 8173 17602 29878 44364
20 60 11.0 106 259 417 777 2766 5923 10015 14832
20 65 12.0 38 88 141 261 918 1955 3293 4864
20 70 13.1 13 29 46 84 292 617 1035 1524
20 75 14.5 4 9 14 25 86 181 303 444
20 80 16.0 1 2 4 7 23 48 80 116
20 80 16.0 1 2 4 7 23 48 80 116
25 50 9.1 600 1602 2648 4887 16225 33460 55245 80470
25 55 10.0 217 556 907 1661 5462 11198 18419 26757
25 60 10.8 79 194 313 568 1850 3772 6180 8953
25 65 11.8 28 66 106 191 614 1245 2032 2936
25 70 12.9 10 22 34 61 195 392 638 919
25 75 14.2 3 7 10 18 57 115 186 267
25 80 15.8 1 2 3 5 15 30 48 69
25 80 15.8 1 2 3 5 15 30 48 69
30 50 9.0 469 1261 2086 3755 11440 22501 36043 51405
30 55 9.8 170 438 715 1276 3851 7531 12017 17092
30 60 10.6 62 153 246 436 1304 2535 4030 5716
30 65 11.6 22 52 83 146 432 835 1323 1871
30 70 12.7 8 17 27 47 137 262 414 584
30 75 14.0 2 5 8 14 40 76 120 169
30 80 15.6 1 1 2 4 10 20 31 44
30 80 15.6 1 1 2 4 10 20 31 44
35 50 8.8 384 1041 1723 3028 8493 15959 24829 34699
35 55 9.6 139 360 589 1028 2854 5332 8264 11518
35 60 10.4 50 125 203 351 964 1791 2766 3844
35 65 11.4 18 43 68 117 319 589 905 1255
35 70 12.5 6 14 22 37 100 184 282 390
35 75 13.7 2 4 6 11 29 53 81 112
35 80 15.3 1 1 2 3 8 14 21 29
35 80 15.3 1 1 2 3 8 14 21 29
40 50 8.6 327 897 1488 2555 6617 11900 18001 24670
40 55 9.4 118 310 507 864 2216 3963 5972 8162
40 60 10.2 43 107 174 294 746 1327 1991 2714
40 65 11.1 15 36 58 98 246 434 649 882
40 70 12.2 5 12 19 31 77 135 201 273
40 75 13.4 2 4 5 9 22 39 58 78
40 80 15.0 0 1 1 2 6 10 15 20
40 80 15.0 0 1 1 2 6 10 15 20

単位：年

重量残存率（CN65釘換算）

 

表 8.7 温湿度ごとの特定重量残存率に達する年数（表面処理なし） 
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■釘劣化予測-電気亜鉛めっき（6価クロメート）-

a 5.9 10.4 0.3 -4.1 -6.3 -7.5 -8.3 -8.8
k 10837.4 9923.7 14003.6 15887.6 16831.8 17405.4 17792.4 18071.6
-n -13.3 -13.8 -14.1 -14.3 -14.5 -14.5 -14.6 -14.6

T RH EMC
℃ %RH % 0.95 0.89 0.85 0.8 0.75 0.7 0.65 0.6
20 50 9.3 11432 15018 305414 1423122 3333614 5860700 8848106 ########
20 55 10.1 3658 4605 90800 415727 964182 1684104 2530866 3471952
20 60 11.0 1179 1423 27204 122398 281081 487792 729705 997623
20 65 12.0 372 431 7979 35268 80180 138235 205829 280423
20 70 13.1 112 124 2227 9662 21738 37222 55155 74872
20 75 14.5 31 33 574 2440 5429 9228 13604 18396
20 80 16.0 8 8 131 548 1204 2030 2976 4007
20 80 16.0 8 8 131 548 1204 2030 2976 4007
25 50 9.1 7518 10485 169730 712208 1583298 2696687 3985300 5402328
25 55 10.0 2409 3221 50550 208424 458762 776310 1142005 1542749
25 60 10.8 777 996 15160 61426 133876 225085 329605 443748
25 65 11.8 246 301 4446 17696 38181 63773 92953 124708
25 70 12.9 74 87 1238 4839 10332 17139 24860 33232
25 75 14.2 21 23 318 1217 2569 4231 6105 8130
25 80 15.8 5 5 72 271 565 924 1325 1758
25 80 15.8 5 5 72 271 565 924 1325 1758
30 50 9.0 5237 7752 100755 382303 808279 1335444 1933608 2582775
30 55 9.8 1678 2381 30007 111875 234192 384428 554065 737541
30 60 10.6 541 736 8993 32950 68297 111388 159807 212000
30 65 11.6 171 222 2633 9476 19444 31504 44989 59474
30 70 12.7 51 64 731 2583 5244 8439 11992 15795
30 75 14.0 14 17 186 646 1297 2072 2929 3843
30 80 15.6 4 4 42 143 283 448 630 824
30 80 15.6 4 4 42 143 283 448 630 824
35 50 8.8 3849 6045 63610 219106 441442 708382 1005738 1324537
35 55 9.6 1231 1853 18910 63999 127665 203536 287645 377521
35 60 10.4 396 572 5655 18806 37145 58837 82771 108262
35 65 11.4 125 172 1650 5391 10541 16587 23226 30273
35 70 12.5 37 49 456 1463 2830 4422 6162 8002
35 75 13.7 10 13 116 363 695 1078 1495 1934
35 80 15.3 3 3 26 79 150 231 319 410
35 80 15.3 3 3 26 79 150 231 319 410
40 50 8.6 2976 4956 42554 133560 256911 400876 558529 725665
40 55 9.4 949 1514 12604 38867 74021 114750 159140 206049
40 60 10.2 304 465 3754 11376 21451 33039 45610 58852
40 65 11.1 95 139 1091 3246 6059 9271 12738 16379
40 70 12.2 28 40 300 876 1617 2457 3360 4304
40 75 13.4 8 10 75 216 394 594 809 1032
40 80 15.0 2 2 17 47 84 126 171 217
40 80 15.0 2 2 17 47 84 126 171 217

単位：年

重量残存率（CN65釘換算）

 

表 8.8 温湿度ごとの特定重量残存率に達する年数（6 価クロメート） 
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■釘劣化予測-電気亜鉛めっき（3価クロメート）-

a 7.0 8.3 2.1 -0.2 -1.4 -2.1 -2.5 -2.8
k 9654.8 9888.6 12560.8 13629.1 14214.1 14585.0 14841.7 15030.1
-n -12.4 -12.9 -13.2 -13.4 -13.5 -13.6 -13.6 -13.7

T RH EMC
℃ %RH % 0.95 0.9 0.85 0.8 0.75 0.7 0.65 0.6
20 50 9.3 4400 11049 98279 267386 494087 759778 1052444 1364357
20 55 10.1 1517 3652 31565 84690 155179 237270 327317 423005
20 60 11.0 527 1216 10212 27021 49098 74647 102557 132129
20 65 12.0 180 397 3239 8449 15222 23011 31483 40434
20 70 13.1 59 124 980 2520 4501 6763 9213 11794
20 75 14.5 18 36 275 697 1232 1840 2495 3183
20 80 16.0 5 9 69 172 302 448 604 768
20 80 16.0 5 9 69 172 302 448 604 768
25 50 9.1 3055 7628 58517 150127 268674 404876 553051 709656
25 55 10.0 1055 2525 18825 47629 84525 126652 172294 220396
25 60 10.8 367 841 6096 15211 26769 39884 54036 68909
25 65 11.8 125 275 1933 4756 8298 12292 16585 21083
25 70 12.9 41 86 584 1416 2449 3606 4845 6138
25 75 14.2 12 25 163 390 668 977 1307 1650
25 80 15.8 3 6 41 96 163 236 314 395
25 80 15.8 3 6 41 96 163 236 314 395
30 50 9.0 2237 5562 37022 89788 155843 230345 310473 394510
30 55 9.8 773 1841 11910 28485 49026 72053 96720 122518
30 60 10.6 268 613 3854 9092 15517 22676 30315 38283
30 65 11.6 91 200 1220 2838 4802 6978 9289 11694
30 70 12.7 30 62 368 842 1413 2041 2705 3394
30 75 14.0 9 18 102 231 383 550 726 908
30 80 15.6 2 5 25 56 93 132 173 216
30 80 15.6 2 5 25 56 93 132 173 216
35 50 8.8 1721 4268 24789 56965 96016 139315 185394 233383
35 55 9.6 593 1411 7961 18041 30153 43502 57653 72351
35 60 10.4 206 469 2571 5746 9523 13661 18031 22558
35 65 11.4 70 152 811 1788 2938 4191 5508 6870
35 70 12.5 23 47 243 529 861 1220 1597 1985
35 75 13.7 7 13 67 144 232 327 426 528
35 80 15.3 2 3 17 35 56 78 101 124
35 80 15.3 2 3 17 35 56 78 101 124
40 50 8.6 1386 3436 17507 38204 62611 89250 117328 146384
40 55 9.4 476 1132 5603 12057 19594 27771 36358 45220
40 60 10.2 165 375 1803 3826 6165 8689 11329 14046
40 65 11.1 56 121 567 1186 1894 2654 3446 4259
40 70 12.2 18 37 169 349 552 769 993 1224
40 75 13.4 5 11 46 94 148 204 263 323
40 80 15.0 1 3 11 23 35 48 62 75
40 80 15.0 1 3 11 23 35 48 62 75

単位：年

重量残存率（CN65釘換算）

 

表 8.9 温湿度ごとの特定重量残存率に達する年数（3 価クロメート） 
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■釘劣化予測-溶融亜鉛めっき-

a -3.2 -11.0 -16.2 -18.4 -19.6 -20.4 -20.9 -21.2
k 10736.1 14585.0 16955.3 18044.7 18680.3 19099.0 19396.4 19618.7
-n -9.7 -10.7 -11.1 -11.3 -11.5 -11.6 -11.6 -11.7

T RH EMC
℃ %RH % 0.954 0.9 0.85 0.8 0.75 0.7 0.65 0.6
20 50 9.3 2351 63118 448034 1220087 2313316 3652583 5178336 6846711
20 55 10.1 1020 25272 173089 462238 865487 1354572 1907880 2509829
20 60 11.0 445 10178 67276 176207 325839 505529 707411 925934
20 65 12.0 191 4034 25717 66039 120578 185415 257750 335648
20 70 13.1 79 1540 9455 23785 42858 65296 90147 116768
20 75 14.5 31 553 3264 8033 14273 21532 29510 38009
20 80 16.0 11 182 1028 2472 4326 6456 8778 11237
20 80 16.0 11 182 1028 2472 4326 6456 8778 11237
25 50 9.1 1473 32189 200752 515404 944383 1458063 2034571 2658414
25 55 10.0 640 12905 77664 195539 353829 541505 750694 975926
25 60 10.8 279 5201 30210 74600 133317 202256 278574 360339
25 65 11.8 120 2061 11546 27954 49327 74170 101483 130600
25 70 12.9 50 786 4239 10053 17506 26080 35439 45364
25 75 14.2 20 281 1458 3384 5810 8571 11561 14715
25 80 15.8 7 92 457 1035 1750 2555 3418 4324
25 80 15.8 7 92 457 1035 1750 2555 3418 4324
30 50 9.0 968 17385 95801 232507 412374 623233 856624 1106756
30 55 9.8 421 6970 37061 88209 154499 231454 316059 406288
30 60 10.6 184 2808 14409 33635 58182 86404 117223 149933
30 65 11.6 79 1111 5500 12586 21497 31641 42644 54264
30 70 12.7 33 423 2014 4515 7609 11096 14852 18798
30 75 14.0 13 151 690 1513 2515 3631 4824 6071
30 80 15.6 5 49 215 460 752 1075 1416 1772
30 80 15.6 5 49 215 460 752 1075 1416 1772
35 50 8.8 665 9907 48497 111549 191795 284033 384830 491906
35 55 9.6 289 3966 18734 42258 71751 105326 141773 180305
35 60 10.4 126 1595 7271 16084 26971 39246 52484 66414
35 65 11.4 54 630 2768 6004 9940 14335 19044 23974
35 70 12.5 22 239 1010 2146 3506 5009 6608 8274
35 75 13.7 9 85 344 715 1152 1630 2135 2658
35 80 15.3 3 27 106 216 342 479 622 770
35 80 15.3 3 27 106 216 342 479 622 770
40 50 8.6 477 5939 25956 56717 94672 137513 183784 232541
40 55 9.4 206 2371 9998 21423 35312 50841 67503 84979
40 60 10.2 90 951 3868 8129 13232 18884 24910 31201
40 65 11.1 38 374 1468 3023 4859 6872 9005 11221
40 70 12.2 16 141 533 1075 1705 2390 3110 3854
40 75 13.4 6 50 181 356 557 773 998 1230
40 80 15.0 2 16 55 107 164 225 288 353
40 80 15.0 2 16 55 107 164 225 288 353

単位：年

重量残存率（CN65釘換算）

 

表 8.10 温湿度ごとの特定重量残存率に達する年数（溶融亜鉛めっき） 
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 8.5 現状の防錆処理 

 
 8.5.1 鉄骨造の基準 

 平成 21 年国土交通省告示第 209 号では、長期使用構造等とするための措置として、鉄

骨造の柱、梁、筋かいに使用されている鋼材について、鋼材の厚さに応じた表面処理が規

定されている。例えば、一般部に使用される厚さ 2.3mm 以上の鋼材の表面処理は、Z45
もしくは Z60 の溶融亜鉛めっきが必要とされることになっている。 
 
 8.5.2 現在流通している接合金物の表面処理 

 現在流通している木造住宅接合金物の主な表面処理とそれぞれの特徴を表 8.11 にまと

めた。現状の表面処理の中で最も高い同等性評価を受けているものは、スーパーダイマお

よび ZAM である（HDZ55 同等）。ただし、これらはめっき鋼板として供給されるため、

溶接が必要な金物（特にホールダウン金物、羽子板金物に多い）には使用できない。した

がって、実質上の最も高い同等性評価は、HDZ35 もしくは Ep-Fe/Zn8/CM2C である。 
 
 

区分 表面処理
アンカー
ボルト

羽子板
金物

筋かい
金物

ホール
ダウン
金物

ボルト 座金 火打ち
かど
金物

特徴 溶融亜鉛
めっき
同等性

Ep-Fe/Zn5/CM2C ○ △ △ ○ ○ - -

溶融亜鉛めっき鋼板Z27 ○ △ ○ ○ - -

スーパーダイマ ○ △ ○ ○
亜鉛・アルミ・マグネシウム

合金めっき
HDZ55

ZAM △ △ ○
亜鉛・アルミ・マグネシウム

合金めっき
HDZ55

KSGめっき ○ ○ ○ 亜鉛-すず合金めっき HDZ35

溶融亜鉛めっきHDZ50 ○ ○ - -

ダクロタイズド処理 ○ アルミ-亜鉛焼付塗装 HDZ35

ジオメット ○ アルミ-亜鉛焼付塗装 HDZ35

ディスゴ アルミ-亜鉛焼付塗装 HDZ35

デュラルコート ○ ○ ○
電気亜鉛めっき

＋有機被膜
-

BIKコート ○ ○ ○
電気亜鉛めっき

＋シリカ化合物皮膜
-

プロイズ
電気亜鉛めっき

+樹脂被膜
-

SUS304 ○ ○ ○ ○ ○ ○ - -

SUS430 ○ ○ ○ - -

NSS431 DP-2 ○ ○ - -

YUS180 ○ - -

※△は溶接なしのみ（溶接ありの場合はあとめっきとしなければならない）

※参考：（財）日本建築センターHP「建設技術審査証明取得技術一覧」、金物総合カタログ「匠の一冊」

表面処理
鋼板

ステンレス

めっき

塗装

複合皮膜

 

表 8.11 現在流通している木造住宅接合金物の主な表面処理 
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 8.6 今後の課題 

 
8.6.1 接合金物、接合具の腐食実態 

(1)解体調査の拡充 
木造住宅躯体内における接合金物、接合具の劣化予測を行うためには、促進劣化試験に

よるものに加え、解体調査による劣化予測の修正が欠かせない。しかしながら、現在利用

できる木造住宅の解体調査等による劣化データは数少なく、20 年以上前のものが殆どであ

る。現在では壁体内の通気工法や防水紙の高性能化など、躯体内の環境も変化してきてい

ると考えられ、あらたなデータの蓄積が必要である。また、築 50 年などの古い建物も数

多くなってきており、さらなるデータの蓄積が可能になってきている。年代、地域、工法

などできるだけ数多くのデータを蓄積し、劣化実態の把握をすることが必要である。 
 
(2)接合金物の腐食事例収集 
特に事故的な腐食事例など、金物メーカーが保有している可能性がある。主な金物メー

カー等にヒヤリングを行い、特殊な例も含めて金物腐食の事例を収集する。 
 
8.6.2 木造住宅における接合金物、接合具の限界状態の定義 

 
鉄骨造建築物の鋼材においては経験的に断面欠損が 10%に到達した時点を限界状態と

している。鉄骨造建築物の鋼材は常時荷重を負担し、また、鋼材の断面性能がダイレクト

に躯体の性能（曲げ、せん断、引張等）に影響すると考えられる。一方、木造住宅におけ

る接合金物や接合具は一部を除いて常時荷重を負担しない。また、鋼材の断面性能はダイ

レクトに躯体の性能に影響せず、木材などの周辺部材との関係や、応力状態によって性能

が異なる。例えば、8.3.3 節で述べたように、合板耐力壁の釘接合部においては、釘の腐食

初期には一旦性能が向上し、重量残存率約 75%で初期値に戻る。 
 
(1)劣化指標の補完 
8.3.3 節で行った実験では、劣化指標が大きく分けて 4 水準と少ない。特に、重量残存

率 80～90%のデータが少ないため、補完することによって性能の変化をより詳細に捉え、

限界状態をより精緻に設定することができる。 
 
(2)接合金物の劣化時性能の把握 
8.3.3 節では合板耐力壁の釘接合部について述べているが、接合金物など、鋼板を側材と

するねじによる接合部の性能について、限界状態を定義する必要がある。 
 
(3)その他接合部の劣化時性能の把握 
合板と軸材に限らず、無機系面材耐力壁、ボルトなど、木造住宅で使用される主な接合

部について、限界状態を定義する必要がある。 
 
(4)ばらつきの取り扱い 
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8.3.3 節で述べた合板耐力壁の釘接合部性能については、建物全体を考えたときのマルチ

プル効果により、実験平均値で考察しているが、その他接合部の場合はどのように取り扱

う必要があるのか、整理しておく必要がある。 
 
8.6.3 劣化外力の整理（木造住宅における部位別係数の設定） 

(1)木造住宅躯体内の環境測定 
「鉄骨造建築物の設計用劣化外力設定指針」における鉄骨造の耐用年数推定は、標準耐

用年数に各係数を乗じて行う。この中で、特に部位別係数については、現代の木造住宅に

ついて再検証する必要がある。木造住宅躯体内の環境測定等により、木造住宅用部位別係

数の策定を行う。 
(2)木造住宅用の促進劣化試験の実施 
8.4.2 節で述べた通り、塩水噴霧試験、複合サイクル試験で成績のよいものが必ずしも実

環境で成績がよいわけではないと言われている。また、近年、木造住宅用の促進劣化試験

の試行が行われてきている。これら劣化促進試験と実環境との比較検証を行う必要がある。 
(3)木材保存薬剤、事故的水がかりの考え方の整理 
木造住宅の接合金物の耐久性については、定常的な状態における経年劣化の影響より、

木材保存薬剤や事故的水がかりによる劣化の影響が大きいと思われる。これらの影響の取

り扱いについて、維持管理状況も踏まえて整理する必要がある。 
(4)アイリングモデルによる劣化予測の精度向上 
8.3.2 節で述べたアイリングモデルによる釘の劣化予測の精度向上のため、以下の事項を

確認することが望ましい。 
(a)時間-重量減少の関係は線形として扱ってよいか 
(b)含水率因子は指数モデルが妥当であるか 
(c)実環境での腐食実態との整合性 
(d)酢酸の発生と影響、含水率の変化を含めて化学反応論的に置き換える 
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第 9章 まとめと今後の課題 

 

9.1 今年度研究成果のまとめ 

 耐久性に関する検討は、構造性能に関する検討に比べて、その性格上実験による場合も

実態調査による場合も総じて長い時間を要することが多い。その意味で、本事業の初年度

としての研究成果は、主に次年度からの本格的な検証作業に向けての実験あるいは調査の

方向性や段取りを検討する上での知見が中心であったが、一部では目的とする成果が出始

めているものもある。以下に各 TG 別の成果のまとめを記す。 

（1）各種シロアリ分布、被害実態に関する検証（劣化外力 TG） 

 シロアリによる木造住宅の劣化危険度を評価することを目的に、文献調査を実施すると

ともにシロアリ分布図を新たに作成するための気象データの再構築、実態調査計画のほか、

シロアリ防除業者や識者へのヒアリングを実施した。その結果、シロアリの野外生息分布

に関して、気温以外の気象データとも関連性が考えられることが示唆された。また、文献

およびヒアリング調査により、シロアリの野外分布域そのものがシロアリのハザードマッ

プであり、実際に家屋がシロアリによる被害を受けるか否かに関しては、建物の防蟻措置

の程度や種類に影響される可能性が大きいことが明らかとなった。 

（2）腐朽危険度に関する検証（劣化外力 TG） 

 腐朽危険度の評価に関しては、これまで系統的に調べられてこなかった日本における建

築加害菌の特定をし、腐朽菌種ごとに生育適温を求めて建物各部位のマイクロクライメイ

トとの関連性をつかむことを目的とした。そのために、既知の資料から建築加害菌をリス

トアップするとともに、腐朽菌のサンプリング方法、同定方法について検討を加えた。そ

の結果、既知の建築害菌の菌種が非常に限定されることが明らかとなった。この理由とし

て、①建築物に被害を及ぼす菌の種類が少ない可能性と、②多数の菌が建築物に被害を及

ぼしているが培養・同定が難しかったため、それが顕在化していなかった、という 2 つの

可能性が考えられた。また、菌種の同定方法に関しては近年発達した遺伝子による方法が

有効であることが各種の文献調査などから明らかとなった。 
（3）保存処理の耐久性評価に関する検討（保存処理検討 TG） 

 保存処理木材の耐久性能を予測・評価することを目的に、促進劣化試験による保存薬剤

有効成分の減少率測定や木材保存剤の現状調査を実施した。その結果、木材保存剤有効成

分を促進劣化環境におくことで、長期間使用した保存処理木材に含まれる木材保存剤の残

存量を予測できる可能性が示唆された。また、実験には木材抽出成分量が少ない辺材部を

使用するのが適していることが示唆された。一方、木材保存剤は認定薬剤だけをとっても

非常に数が多いことから、各製品を個別に分析することは非現実的であり、有効成分を評

価するのが現実的であることなどが明らかとなった。 
（4）新構法住宅および中古住宅の健全度の検証（劣化対策 TG） 

 現代木造住宅に適用されている外断熱、高気密高断熱、ベタ基礎、壁体内通気などの新
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構法の実態を調査し、これらの耐久性能を検証することを目的に、ハウスメーカーや工務

店、リフォーム専門会社、シロアリ防除会社などを対象に各社供給物件の実態調査データ

の収集およびヒアリング調査を実施した。その結果、劣化事象に関しては屋根、開口部、

外壁、バルコニー回りなどからの雨水漏水に起因するものが多いこと、外張りの基礎断熱

工法ではシロアリ被害が多発しがちなこと、1 階開口部に繋がるウッドデッキのシロアリ被

害が多いことなどが分かった。また、維持管理面では、調査対象となった各社とも 10 年点

検では屋根、外装、防水層、防蟻処理などを対象としており、それ以降は有償による建物

診断となること、確実な維持管理を担保するには積み立てを義務化することが必要である

こと、蟻害に関しては外部から木部を直視できる工夫が必要であることなどが指摘され、

新構法における耐久性確保上の課題が抽出された。 
（5）モデル試験による接合部の強度劣化評価（強度劣化 TG） 
 木部構造体の維持管理のための基礎資料を得ることを目的に、生物劣化による接合部強

度低下への影響を実験的に明らかにする接合部の強度劣化試験を実施し、その結果に基づ

いた非破壊評価技術、既存建物の維持管理における補修判断基準の作成について検討した。

このうち今年度は、シロアリおよび腐朽菌による生物劣化を実大サイズの接合部モデル試

験体に強制的に発生させる操作方法を新たに考案することとした。その結果、シロアリお

よび腐朽菌による強制劣化方法について、それぞれ 2 種類の方法を考案することができた。 
また、接合部強度低下に及ぼす生物劣化の影響を実験的に明らかにするため、強制劣化

操作方法と関連付けした接合部モデル試験を提案するとともに、密度、縦振動法のヤング

係数、ピロディンによるピン打ち込み深さを接合部モデル試験に供試する試験体の非破壊

パラメータとして検討した。その結果、樹種によって非破壊パラメータの出現範囲が異な

ること、樹種ごとに非破壊パラメータの相関関係が異なることが明らかになった。 
（6）構造躯体が許容しうる湿潤状態の検討（劣化対策 TG） 
 本検討課題では、木材の周辺湿度が周期的に変動する環境下での菌糸定着時間や腐朽進

行速度を把握し、腐朽誘導期における腐朽モデル構築のデータを収集するとともに、有害

な結露を判定するための知見を得ることを目的としている。そのために、湿度制御可能な

デシケータ内に菌糸を接種した木片を設置し、定期的に質量減少率を測定するという実験

を実施した。その結果、間接的に菌糸を接種しても、1 週間程度の湿潤状態では質量減少率

の増加は確認できないことが明らかとなり、今後の実験計画上の知見を得た。 
（7）小屋裏温湿度環境の把握実験（劣化対策 TG） 

 小屋裏の結露を防止するための喚起措置の適切なあり方に関する基礎データとして、小

屋裏温湿度環境を把握することを目的とした実験を行った。実験は 8 畳大の 1 階建て実験

棟を利用し、天井面にグラスウール断熱材、防湿シートを施工した上で、各種小屋裏換気

方式による小屋裏温湿度の測定を行った。 

（8）接合金物、接合具の耐久性評価（接合金物検討 TG） 
 阪神淡路大震災における木造住宅の被害実態を受けて平成 12 年に基準法が改正され、現
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在の木造は金物や接合具が接合部耐力の主役となっている。にもかかわらず、それらの耐

久性に関する品質基準は明確になっていない。本課題の目的は木造住宅の接合金物、接合

具の劣化特性を明らかにして、長期優良住宅に用いられる接合金物や接合具の耐久性基準

を明確にすることである。そのため、初年度しての本年度は金物腐食のメカニズムや腐食

実態を各種文献資料で整理するとともに、金物や接合具の耐久性の定義について検討を加

え、さらに劣化外力や釘の寿命予測手法、金物防錆処理方法の現状について、既往の知見

や資料を収集、整理した。 
 
9.2 今後の課題 

（1）各種シロアリ分布、被害実態に関する検証（劣化外力 TG） 

 被害実態については、今年度は調査の枠組みを検討した。次年度は今回作成した調査シ

ートをさらに調査する側が回答しやすく、かつ、解析する側が使いやすいものに改良する

必要がある。また、各種気象データをもとにシロアリ生息マップを構築することが大きな

課題である。 

（2）腐朽危険度に関する検証（劣化外力 TG） 

本検証課題の基本認識は、住宅用部材の腐朽防止を図る上では、対象とする建築害菌を

正しく把握しておく必要があるということである。そこで重要になるのは、菌種の同定で

あるが、近年発達した遺伝子を用いた菌種同定方法を用いて、これまで検証できなかった

多数の菌が同一建築物を加害している場合への対応可能性を検証しておくことが今後重要

な課題である。 
（3）保存処理の耐久性評価に関する検討（保存処理検討 TG） 

 今年度は分析を簡単にするために予め木粉にした試料に木材保存剤有効成分を添加して

試験をおこなったが、より実際に即した形状で試験をおこなうことが必要である。 
有効成分によっては、シス、トランスやＲ、Ｓなどの立体異性が存在し、分析が非常に

難しいものもあることが予想されるため、重要かつ分析が容易なものから試験を実施する

ことを検討する必要がある。 
（4）新構法住宅および中古住宅の健全度の検証（劣化対策 TG） 

今年度は新構法の劣化実態についてヒアリングを主体とした調査を行ったが、次年度以

降は、具体的な仕様毎の劣化状況等について追加ヒアリング調査を実施するとともに、建

物の解体時等における劣化実態調査を実施し、新構法の耐久性能を検討する必要がある。

また、木造住宅の耐久性能を向上させるための措置等の検討を含め、他 TG と連携し具体的

な耐久性向上のための仕様等についても検討を行うことが課題である。 
（5）モデル試験による接合部の強度劣化評価 
今年度は強制劣化方法の検討を中心に、接合部強度の非破壊パラメータの検討を行った

が、次年度は、今回考案したシロアリおよび腐朽菌による強制劣化方法により、強制的に

生物劣化を生じさせた実大サイズの接合部モデル試験体で接合部試験を実施し、各非破壊
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パラメータと接合耐力との関係を実験的に明らかにしていく必要がある。 
（6）構造躯体が許容しうる湿潤状態の検討（劣化対策 TG） 
 今年度の検討結果では間接的に菌糸を接種しても、1 週間程度の湿潤状態では質量減少率

の増加は確認できなかった。次年度以降の実験結果より、数ヶ月オーダーの湿潤乾燥の繰

り返しによる菌糸定着時間に関する知見を得、長期的な木材耐久性評価の枠組を構築する

ことが必要である。 
また、未着手のテーマとして、 

①構造耐力低下に関する予測モデルの精度検証 
②フィールドにおける実態との比較 
などの項目が挙げられる。 
 現行の腐朽予測モデルは熱水分収支と質量減少率を計算対象としており、①では質量減

少率と圧縮応力等、力学的特性との関係を組み込むことにより、構造耐力低下の予測を試

みる予定である。また、モデルは実験室実験をベースとした腐朽速度を用いているため、

実態より厳しい予測結果となる。ゆえに②では、実際の躯体内の温湿度分布やプロファイ

ルなどを勘案した結果を収集し、実態に即した評価モデルの構築を意図している。 
（7）小屋裏温湿度環境の把握実験（劣化対策 TG） 

 小屋裏の温湿度環境について、本年度の結果に加えさらに換気方式を変えた場合（例え

ば妻面吸気－棟排気など）の検討を加えるとともに、有害な結露が発生しないための適切

な小屋裏換気面積のあるべき数値基準について明らかにすることが次年度以降の課題とな

る。 

（8）接合金物、接合具の耐久性評価（接合金物検討 TG） 
 今年度は既往知見や資料の収集整理が中心であった。次年度以降は接合金物、接合具の

耐久性評価に関する枠組み、すなわち耐用限界状態の定義や劣化外力の整理などの議論を

深めるとともに、以下のような具体的な劣化データや劣化外力評価を行う必要がある。 
①解体調査の拡充 
木造住宅躯体内における接合金物、接合具の劣化予測を行うためには、促進劣化試験に

よるものに加え、解体調査による劣化予測の修正が欠かせない。しかしながら、現在利用

できる木造住宅の解体調査等による劣化データは数少なく、20 年以上前のものが殆どであ

る。現在では壁体内の通気工法や防水紙の高性能化など、躯体内の環境も変化してきてい

ると考えられ、あらたなデータの蓄積が必要である。また、築 50 年などの古い建物も数多

くなってきており、さらなるデータの蓄積が可能になってきている。年代、地域、工法な

どできるだけ数多くのデータを蓄積し、劣化実態の把握をすることが必要である。 
②接合金物の腐食事例収集 
特に事故的な腐食事例など、金物メーカーが保有している可能性がある。主な金物メー

カー等にヒアリングを行い、特殊な例も含めて金物腐食の事例を収集する。 
③木造住宅躯体内の環境測定 
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「鉄骨造建築物の設計用劣化外力設定指針」における鉄骨造の耐用年数推定は、標準耐

用年数に各係数を乗じて行う。この中で、特に部位別係数については、現代の木造住宅に

ついて再検証する必要がある。木造住宅躯体内の環境測定等により、木造住宅用部位別係

数の策定を行う。 
④木造住宅用の促進劣化試験の実施 

すでに述べた通り、塩水噴霧試験、複合サイクル試験で成績のよいものが必ずしも実環

境で成績がよいわけではないと言われている。また、近年、木造住宅用の促進劣化試験の

試行が行われてきている。これら劣化促進試験と実環境との比較検証を行う必要がある。 
⑤木材保存薬剤、事故的水がかりの考え方の整理 

木造住宅の接合金物の耐久性については、定常的な状態における経年劣化の影響より、

木材保存薬剤や事故的水がかりによる劣化の影響が大きいと思われる。これらの影響の取

り扱いについて、維持管理状況も踏まえて整理する必要がある。 
⑥アイリングモデルによる劣化予測の精度向上 

アイリングモデルによる釘の劣化予測の精度向上のため、以下の事項を確認することが

望ましい。 
(a)時間-重量減少の関係は線形として扱ってよいか 

(b)含水率因子は指数モデルが妥当であるか 

(c)実環境での腐食実態との整合性 

(d)酢酸の発生と影響、含水率の変化を含めて化学反応論的に置き換える 
 
なお、今年度は維持管理手法に関する検討は開始できなかった。部位毎の点検項目、点

検周期、点検方法、点検結果の判断基準と対応措置などの維持管理の基礎となる技術の検

討、大壁造の場合の外壁点検方法の開発などは次年度以降の検討課題である。 
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